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1. 概要 

 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という。）理事長は、「国の

研究開発評価に関する大綱的指針」（平成 28 年 12 月 21 日内閣総理大臣決定）の下に整備され

た「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」（平成 29 年 4 月 1 日文部科学大臣決

定）及び原子力機構の「研究開発課題評価実施規程」（平成 17 年 10 月 1 日制定、令和 2 年 4
月 22 日改訂）等に基づき、「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発」に関する第 3 期

中長期計画期間（平成 27 年度から令和 3 年度）の事後評価及び第 4 期中長期計画期間（令和

4 年度から令和 10 年度）の事前評価を、原子力機構 高速炉・新型炉研究開発部門から提出さ

れた資料を基に、高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会で審議した。高温ガス炉及び

水素製造研究開発・評価委員会事務局は、評価シートを用いて平成 27 年度から令和 3 年度ま

での研究実績及び令和 4 年度から令和 10 年度までの研究計画に関する委員の意見を集約し、

意見に対する原子力機構の措置を取りまとめた。本報告書の第 2 章では、高温ガス炉及び水素

製造研究開発・評価委員会の委員構成を示した。第 3 章では、評価委員会の開催日、主な議題

及び配布資料リストを示した。第 4 章では、評価方法を示した。第 5 章では、高温ガス炉及び

水素製造研究開発・評価委員会により提出された課題評価報告書を添付した。第 6 章では、高

温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会からの提言に対する原子力機構の措置を示した。

また、付録として高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会で配布した資料を末尾に添付

した。 
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2. 高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会の構成 
 

令和 3 年度は 2 名の評価委員について、候補者の選定（再任）の手続きを行った。候補者の

選定に当たっては、参考資料 1 を考慮した上で、評価委員候補に対する利害関係の確認を行い、

評価委員を選定した。 
○ 評価委員候補者に対する利害関係の確認 
 利益相反チェック 
 除斥事由該当の有無確認 
 評価委員の委嘱に伴う理事懇談会での承認 

高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会は、表 1 に示す 12 名により構成される。 
 
表 1 高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会 評価委員一覧（令和 3 年 12 月 7 日時点） 

氏 名 区 分 所 属・職 位 

藤井 康正 
委員長 
（技術） 

東京大学大学院 工学系研究科  
原子力国際専攻 教授 

糸井 達哉 
委員 
（技術） 

東京大学大学院 工学系研究科  
建築学専攻 准教授 

碓井 志典 
委員 
（技術） 

三菱重工業株式会社 パワードメイン 原子力事業部 
新型炉・原燃サイクル技術部 主幹プロジェクト統括 

小原 徹 
委員 
（技術） 

東京工業大学 科学技術創成研究院 
ゼロカーボンエネルギー研究所 教授 

加藤 之貴 
委員 
（技術） 

東京工業大学 科学技術創成研究院 
ゼロカーボンエネルギー研究所 教授 

小島 由継 
（◎） 

委員 
（技術） 

広島大学 自然科学研究支援センター 研究開発部門 
先進機能物質部 特任教授・名誉教授・DP 

西條 美紀 
委員 
（人文・社会） 

東京工業大学 環境・社会理工学院 
融合理工学系 教授 

鈴木 和代 
（◎） 

委員 
（人文・社会） 

厚生労働省 大臣官房厚生科学課 課長補佐 
（京都大学大学院 医学研究科糖尿病・内分泌・栄養 

内科学 客員研究員） 

竹田 貴代子 
委員 
（技術） 

日本製鉄株式会社 技術開発本部 
関西技術研究部 主幹研究員 

福家 賢 
委員 
（技術） 

東芝エネルギーシステムズ株式会社 
パワーシステム企画部 参事 

細野 恭生 
委員 
（技術） 

千代田化工建設株式会社 
フロンティアビジネス本部 上席参与 

森 大五郎 
委員 
（技術） 

トヨタ自動車株式会社 トヨタ ZEV ファクトリー 
商用 ZEV 製品開発部 主幹 

◎：再任
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参考資料１ 
 

評価委員及び専門委員の構成について 
 
評価委員及び専門委員については、原子力機構が行う研究開発分野及びそれに関連する分野

に精通する原子力機構外の専門家及び有識者で、十分な評価能力を有し、公正な立場で評価を

行うことができる者を選定する。また、イノベーション創出の観点での評価も適切に受けるた

め、当該専門分野の専門家のみならず、異分野、産業界、社会実装、人文・社会系等の専門家

も選定するとともに、評価委員の多様性を高めるため、外国人及び女性委員の選定にも努める

ものとする。委員の選定に当たっては表2を参考にするとともに、現役で活躍し、最新の情勢

に精通している者を優先的に考慮する。 
 

表 2 評価委員及び専門委員のカテゴリ及び必要性 
評価委員のカテゴリ 必要性 

当該分野の専門家 ◎ 
連携を深めるべき異分野の専門家 ◎ 
成果の受け手たる産業界の専門家 ◎ 
成果の社会実装の観点からの専門家 〇 
ELSI＊の視点での専門家 〇 

      ◎：必須  〇：必要に応じて 
      ＊：ELSI（Ethical, Legal and Social Issues） 

ある研究に伴って生じる、倫理的・法的・社会的な影響や課題 
 
 なお、評価委員及び専門委員の多様性の観点で、委員構成については下記のとおりとする。 
 

（1） 外国人委員と女性委員を合わせた割合は 30％を目標とする。 
（2） 人文・社会系分野の委員の割合は 20％を目標とする。 
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3. 審議経過 
 
（1） 諮問：令和 3 年 8 月 2 日 
（2） 高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会 

①事前評価（第 1 回） 
開催日 ： 令和 3 年 9 月 16 日及び 21 日 於 Web 開催（Cisco Webex meeting） 

 主な議題：  
 第 4 期中長期目標期間における原子力機構の研究開発の取組の基本方針 
 「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発等」に関する取組の基本方針

案 
配布資料： 
 ・令和 3 年度 高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会の進め方並びに第 4

期中長期計画の策定及びこれに基づく個別の研究課題の設定に向けた事前評価

（第 1 回）の評価方法 
     ・第 4 期中長期目標期間における原子力機構の研究開発の取組の基本方針案 

・「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発等」に関する取組の基本方針案 
 
②事前評価（第 2 回）及び事後評価 
 開催日 ： 令和 3 年 12 月 7 日 於 Web 開催（Cisco Webex meeting） 

主な議題： 
 「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発」の第 3 期中長期計画期間の

研究成果に関する事後評価 
 「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発」の第 4 期中長期計画の策定

及びこれに基づく個別の研究課題の選定に向けた事前評価 
配布資料： 
・高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会 委員一覧 
・令和 3 年度 高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会の進め方並びに第 4

期中長期計画の策定及びこれに基づく個別の研究課題の設定に向けた事後評価

（令和 3 年度評価を含む）及び事前評価（第 2 回）の評価方法 
・令和 2 年度研究実績の評価結果と原子力機構の措置 
・令和 2 年度見込評価結果と原子力機構の措置 
・高温ガス炉及び水素製造研究開発の概要 

     ・「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発等」に関する成果の概要及び

HTTR-熱利用試験施設の建設段階へ進むに当たっての判断 
・「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発等」に関する計画案の概要 

    ・参考資料 
 

（3） 答申：令和 4 年 3 月 16 日 
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4. 評価方法 
 

4.1 評価の目的 
 原子力機構では、「研究開発課題評価実施規程」において評価の目的を定めている。評価の目

的を表 3 示す。 

表 3 研究開発課題評価実施規程（抜粋） 
（評価の目的） 
第 3 条 研究開発課題の評価は、研究開発を督励するとともに、経営資源を有効に活用して、

研究開発成果の最大化及び業務運営の効率化を達成するための効果的な研究開発業務に資

することを目的とする。 
 

4.2 評価の観点 
 原子力機構が実施する「高温ガス炉とこれによる熱利用技術」の研究開発に関する評価にお

ける基本的考え方として、我が国のエネルギー政策を踏まえた「高温ガス炉とこれによる熱利

用技術」に関する研究開発の意義及び研究開発を取り巻く動向を整理した上で、高温ガス炉と

これによる熱利用技術の研究活動全般について課題評価の対象とし、以下の項目に分けて評価

を行った。 
 
（1） 第 3 期中長期計画期間（平成 27 年度から令和 3 年度）の事後評価 

第 3 期中長期計画期間における研究開発項目の業務実績に対する評価の観点は以下のと

おり。 
 研究開発の達成度（成功・不成功の原因の把握・分析） 
 当初の研究開発計画の妥当性 
 研究開発成果の効果・効用（アウトカム）の把握・普及の程度 
 若手研究者の育成・支援への貢献の程度 
 将来への研究開発の展開、新たな課題への反映の検討 
 国内外他機関（原子力以外の分野を含む）との連携の妥当性 
 イノベーション創出への取組の妥当性 
 社会実装の達成度、取組の妥当性（技術・知識基盤プラットフォームの構築・提

供を含む） 
 科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 
 研究開発課題／成果の社会的受容性（社会へ及ぼす影響度の想定） 
 人材育成に関する取組の妥当性（原子力を担う人材等） 

（2） HTTR-熱利用試験施設の建設段階へ進むに当たっての判断 
（3） 第 4 期中長期計画期間（令和 4 年度から令和 10 年度）の事前評価 

第 4 期中長期計画期間における個別の研究開発課題の選定に対する評価の観点は以下の

とおり。 

 

3. 審議経過 
 
（1） 諮問：令和 3 年 8 月 2 日 
（2） 高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会 

①事前評価（第 1 回） 
開催日 ： 令和 3 年 9 月 16 日及び 21 日 於 Web 開催（Cisco Webex meeting） 

 主な議題：  
 第 4 期中長期目標期間における原子力機構の研究開発の取組の基本方針 
 「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発等」に関する取組の基本方針

案 
配布資料： 
 ・令和 3 年度 高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会の進め方並びに第 4

期中長期計画の策定及びこれに基づく個別の研究課題の設定に向けた事前評価

（第 1 回）の評価方法 
     ・第 4 期中長期目標期間における原子力機構の研究開発の取組の基本方針案 

・「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発等」に関する取組の基本方針案 
 
②事前評価（第 2 回）及び事後評価 
 開催日 ： 令和 3 年 12 月 7 日 於 Web 開催（Cisco Webex meeting） 

主な議題： 
 「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発」の第 3 期中長期計画期間の

研究成果に関する事後評価 
 「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発」の第 4 期中長期計画の策定

及びこれに基づく個別の研究課題の選定に向けた事前評価 
配布資料： 
・高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会 委員一覧 
・令和 3 年度 高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会の進め方並びに第 4

期中長期計画の策定及びこれに基づく個別の研究課題の設定に向けた事後評価

（令和 3 年度評価を含む）及び事前評価（第 2 回）の評価方法 
・令和 2 年度研究実績の評価結果と原子力機構の措置 
・令和 2 年度見込評価結果と原子力機構の措置 
・高温ガス炉及び水素製造研究開発の概要 

     ・「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発等」に関する成果の概要及び

HTTR-熱利用試験施設の建設段階へ進むに当たっての判断 
・「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発等」に関する計画案の概要 

    ・参考資料 
 

（3） 答申：令和 4 年 3 月 16 日 
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 研究開発課題の選定の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む。） 
 方向性・目的・目標等の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む。） 
 研究開発の進め方の妥当性 
 研究資金・人材（体制）等の研究開発資源の配分計画の妥当性 
 国内外他機関（原子力以外の分野を含む）との連携の妥当性 
 イノベーション創出の可能性と創出に向けた取組計画の妥当性 
 社会実装に向けた取組計画の妥当性（技術・知識基盤プラットフォームの構築・

提供を含む） 
 科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 
 研究開発課題／成果の社会的受容性（社会へ及ぼす影響度の想定） 
 人材育成に関する取組の妥当性（原子力を担う人材等） 

 
4.3 評価基準 
 事後評価に係る評価基準を表 4 に示す。事前評価に係る評価は、評価の観点に対して「妥当」、

「要改善」の評価を行う。 
 

表 4 事後評価に係る評価点と評価基準 
評価点 評価基準 

S 特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

A 顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

B 
（標準） 

成果等の創出に向けた着実な進展が認められる。 

C 一層の工夫・改善の必要性が認められる。 

D 抜本的見直しを含め特段の工夫・改善の必要性が認められる。 
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5. 評価結果 
 

（1） 研究開発課題の事後評価及び事前評価について（答申） 
（2） 別紙 1 高温ガス炉及び水素製造研究開発 課題評価報告書（事後評価） 
（3） 別紙 2 高温ガス炉及び水素製造研究開発 課題評価報告書（事前評価） 
 
 
 
  

 

 研究開発課題の選定の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む。） 
 方向性・目的・目標等の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む。） 
 研究開発の進め方の妥当性 
 研究資金・人材（体制）等の研究開発資源の配分計画の妥当性 
 国内外他機関（原子力以外の分野を含む）との連携の妥当性 
 イノベーション創出の可能性と創出に向けた取組計画の妥当性 
 社会実装に向けた取組計画の妥当性（技術・知識基盤プラットフォームの構築・

提供を含む） 
 科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 
 研究開発課題／成果の社会的受容性（社会へ及ぼす影響度の想定） 
 人材育成に関する取組の妥当性（原子力を担う人材等） 

 
4.3 評価基準 
 事後評価に係る評価基準を表 4 に示す。事前評価に係る評価は、評価の観点に対して「妥当」、

「要改善」の評価を行う。 
 

表 4 事後評価に係る評価点と評価基準 
評価点 評価基準 

S 特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

A 顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

B 
（標準） 

成果等の創出に向けた着実な進展が認められる。 

C 一層の工夫・改善の必要性が認められる。 

D 抜本的見直しを含め特段の工夫・改善の必要性が認められる。 
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令和 4年 3月 16 日

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

高速炉・新型炉研究開発部門 

部門長 大島 宏之 殿 

 

高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会

委員長 藤井 康正（公印省略） 

 

 

研究開発課題の事後評価及び事前評価について（答申） 

 

令和 3 年 8 月 2 日付け、［令 03 原機（炉）018］により諮問がありました下記の

事項について、別紙のとおり事後評価及び事前評価の結果を答申します。 

 

記 

 

〔諮問事項〕 

・第３期中長期計画における「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開

発」に関する事後評価 

・第４期中長期計画における「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開

発」に関する事前評価 

 

以上
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別紙 1 
 
 
 
 
 
 
 

高温ガス炉及び水素製造研究開発 
課題評価報告書（事後評価） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和 4 年 3 月 
 

高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会 
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1．はじめに 
高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発では、エネルギー基本計画及び 2050 年カ

ーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略を受けて、発電、水素製造など多様な産業利用

が見込まれ、高い安全性を有する高温ガス炉の実用化に資する研究開発を通じて、原子力利

用の更なる多様化・高度化に貢献するため、目標や開発期間を明らかにするとともに、国の

方針を踏まえ、高温ガス炉の安全性の確証、固有の技術の確立、並びに熱利用系の接続に関

する技術の確立に資する研究開発や国際協力を優先的に実施している。 
高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発課題評価は、研究開発を督励するととも

に、経営資源を有効に活用して、研究開発成果の最大化及び業務運営の効率化を達成するた

めの効果的な研究開発業務に資することを目的としている。 
高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会（以下、「評価委員会」という。）は、研究

開発に関する事項について討議するため、将来の実用化を目指した研究開発であることを

踏まえ、幅広い分野の産学界の専門家や有識者から構成されている。 
評価委員会は、「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発」に関する事後評価を行

うようにとの高速炉・新型炉研究開発部門長からの諮問を受け、令和 3 年 12 月 7 日（火）

に開催した評価委員会では、7 年間の第 3 期中長期計画の事後評価として、高速炉・新型炉

研究開発部門から提出された資料に基づき、HTTR の運転再開、安全性実証試験や HTTR-
熱利用試験施設のシステム設計、安全評価及び連続水素製造試験装置を用いた水素製造試

験の今後の見通しなどを審議のポイントに、HTTR-熱利用試験施設の建設段階へ進むに当

たっての判断を含む平成 27 年度～令和 3 年度までの事後評価を実施した。 
評価委員会の開催後、12 名の委員から提出された評価シートに記載された意見を集約し、

本報告書を作成した。エネルギー基本計画の方針（S+3E）を満たす高温ガス炉は、日本の

温室効果ガス排出削減に関する長期的目標（2050 年カーボンニュートラルの実現）に貢献

する最適なシステムの一つであり、今回の評価結果を原子力機構が高温ガス炉技術及び熱

利用技術の研究開発を社会のニーズ・状勢に沿って進めるために役立てることを期待する。 
評価委員会の委員各位には、多忙を極める中で、非常に熱心に評価作業を進めていただい

た。そのご尽力に対して、ここに深甚なる謝意を表する。 
 
 

令和 4 年 3 月 16 日 
高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会 
委員長 藤井 康正 
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2．総合所見 
高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発は、原子力エネルギー利用の多様化を図

る上で極めて重要である。第 3 期中長期計画において、高温ガス炉研究開発、熱利用技術開

発、人材育成、産業界との連携及び国際協力並びに社会的貢献について事後評価の所見を記

す。 
高温ガス炉研究開発の観点のうち、「新規制基準への適合確認を受けて速やかに再稼働」

では、重要度分類の見直し、多量の放射性物質を放出する事故においても炉心溶融がないこ

とが原子力規制委員会に認められ原子炉設置変更許可を取得、安全対策工事や必要な検査

を経て HTTR は運転再開を果たし新規制基準対応を完了した。「実用高温ガス炉の安全基準

整備」では、IAEA の CRP における安全要件の国際標準の検討において、原子力機構が提

示した HTTR データに基づく安全要件原案が IAEA エネルギー局案として採用され IAEA
技術報告書として刊行された。「高燃焼度化・高出力密度化のための燃料要素開発」では、

高燃焼度に対応する燃料の 100GWd/t までの照射試験を行い、高燃焼度燃料の設計手法の

妥当性を確認するとともに耐酸化燃料要素を試作し酸化試験により形状安定性を確認して

健全性を確認した。「HTTR-熱利用試験施設のシステム設計、安全評価」では、実用高温ガ

ス炉の運転制御方式確立に必要な試験が実施可能な全体系統構成及び熱物資収支を決定し、

HTTR-熱利用試験施設の全ての機器仕様を定めるとともに安全評価により実用高温ガス炉

と同じ影響緩和設備や運転方法を適用した場合の HTTR-熱利用試験施設の技術的成立性を

確認した。「軸封システム設計、試験」では、ヘリウムガスタービン軸封システムの基本設

計を完了するとともに要素試験計画を作成し要素試験装置の設計を完了した。これらの成

果は高温ガス炉の実用化に向けた大きな成果であり、また日本の技術の国際標準化につな

がるものである。 
熱利用技術開発の観点のうち、「連続水素製造試験装置による運転制御技術及び信頼性等

の確証」では、世界で初めて実用工業材料で製作した IS プロセス水素製造試験装置による

連続運転に成功（150 時間）し、これにより運転手順の有効性を確証するとともに、機器の

腐食による漏えい及びヨウ素等の析出による閉塞対策に目途をつけ、工業材料製機器技術

の実用化に見通しを得た。これは高温ガス炉を利用した炭酸ガスの排出がない水素製造技

術の将来的な実用化に資する技術開発であり、水素社会実現に繋がる大きな進捗である。ま

た、「核分裂生成物の沈着低減技術等の要素技術開発」では、Ni-Ag 固溶濃度を最新の手法

で測定し、従来値より 1 桁程度低くなることを示した。 
産業界との連携及び国際協力では、産学官 28 機関による高温ガス炉産学官協議会を設立

し（2015 年 4 月）、高温ガス炉の位置づけ、意義、熱利用を含む将来的な実用化像の検討と

それに向けた技術的、経済的な課題の抽出、国際協力の在り方の検討に取組んだ。また、高

温ガス炉産学官協議会の下に海外戦略検討 WG を設置してポーランドへの高温ガス炉導入

戦略を検討し、ポーランド高温ガス炉成立性評価（FS）の実施に向けた産学官連携による

国内体制を構築し（2017 年 8 月）、高温ガス炉実用化プロジェクトを大きく推進した。さら

に、英国国立原子力研究所（NNL）と高温ガス炉技術分野での協力に向けて既存の技術協

力取決めを改訂し、高温ガス炉技術分野を追加し（2020 年 10 月）、高温ガス炉の実用化に

向けた英国との関係構築を前進させた。 
以上により、研究開発の進捗状況は妥当であると評価できる。 
社会的貢献の観点では、エネルギー基本計画及び 2050 年カーボンニュートラルに伴うグ

リーン成長戦略などの国の施策への貢献に向けた取組として、高温ガス炉の実用化を推進
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3．評価方法 

3.1 評価委員 

表 1 に示す委員で構成される高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会において、 

第 3 期中長期計画における事後評価を実施した。 

 

表 1 高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会委員 

（令和 3 年 12 月 7 日時点） 

氏 名 所属・職位 専 門 区 分 

藤井 康正 
東京大学大学院 工学系研究科 
原子力国際専攻 教授 

エネルギーシス

テム評価、原子

力システム 
技術 

糸井 達哉 
東京大学大学院 工学系研究科 
建築学専攻 准教授 

安全性 技術 

碓井 志典 
三菱重工業株式会社 パワードメイン  
原子力事業部 新型炉・原燃サイクル技術部 

主幹プロジェクト統括 
原子力プラント 技術 

小原 徹 
東京工業大学 科学技術創成研究院 
ゼロカーボンエネルギー研究所 教授 

炉物理 技術 

加藤 之貴 
東京工業大学 科学技術創成研究院 
ゼロカーボンエネルギー研究所 教授 

原子力熱利用、 
化学工学、製鉄 

技術 

小島 由継 
広島大学 自然科学研究支援センター 
研究開発部門先進機能物質部  
特任教授・名誉教授・DP 

水素製造・貯蔵 技術 

西條 美紀 
東京工業大学 環境・社会理工学院 
融合理工学系 教授 

社会言語学、 
知識管理論 

人文 
・ 

社会 

鈴木 和代 
厚生労働省 大臣官房厚生科学課 課長補佐 
（京都大学大学院 医学研究科糖尿病・ 
内分泌・栄養内科学 客員研究員） 

先制医療、 
生命倫理 

人文 
・ 

社会 

竹田 貴代子 
日本製鉄株式会社 技術開発本部 
関西技術研究部 主幹研究員 

鉄鋼材料 技術 

福家 賢 
東芝エネルギーシステムズ株式会社 
パワーシステム企画部 参事 

原子力プラント 技術 

細野 恭生 
千代田化工建設株式会社 
フロンティアビジネス本部 上席参与 

化学プラント 技術 

森 大五郎 
トヨタ自動車株式会社 
トヨタ ZEV ファクトリー 
商用 ZEV 製品開発部 主幹 

EV 社会実装 技術 
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3.2 事後評価の対象と観点 

第 3 期中長期計画における事後評価は、原子力機構が実施する「高温ガス炉とこれによる

熱利用技術の研究開発等」を対象に、以下に示す評価の観点について、評価を行った。 

具体的な手順は、第 3 期中長期計画期間である平成 27 年度～令和 3 年度までの研究実績

及び平成 28 年度及び平成 31 年度の本委員会において、HTTR が運転再開していなかった

ことから判断が先送りになった HTTR-熱利用試験施設の建設段階へ進むにあたっての判断

を事後評価とし、事後評価を実施した。 

 (1) 事後評価 

  ① 平成 27 年度から令和 3 年度に実施した研究開発項目に対する評価の観点 

 研究開発の達成度（成功・不成功の原因の把握・分析） 

 当初の研究開発計画の妥当性 

 研究開発成果の効果・効用（アウトカム）の把握・普及の程度 

 若手研究者の育成・支援への貢献の程度 

 将来への研究開発の展開、新たな課題への反映の検討 

 国内外他機関（原子力以外の分野を含む）との連携の妥当性 

 イノベーション創出への取組の妥当性 

 社会実装の達成度、取組の妥当性（技術・知識基盤プラットフォームの構築・

提供を含む） 

 科学技術政策、社会的・経済的意義/ニーズへの適合性 

 研究開発課題/成果の社会的受容性（社会へ及ぼす影響度の想定） 

 人材育成に関する取組の妥当性（原子力を担う人材等） 

  ② HTTR-熱利用試験施設の建設段階へ進むに当たっての判断 

 建設段階への移行の可否 
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トヨタ ZEV ファクトリー 
商用 ZEV 製品開発部 主幹 

EV 社会実装 技術 
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表 2 事後評価の評価点と評価基準 

評価点 評価基準 

S 特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

A 顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

B 
（標準） 

成果等の創出に向けた着実な進展が認められる。 

C 一層の工夫・改善の必要性が認められる。 

D 抜本的見直しを含め特段の工夫・改善の必要性が認められる。 

 

4．評価結果 

 4.1 技術系委員の評価 

(1) 高温ガス炉技術研究開発 

○ 新規制基準への適合性確認を受けて速やかに再稼働 

技術系委員 10 名のうち、8 名の委員が S、1 名の委員が A 及び 1 名の委員が B と

評した。以下に代表的なコメントを付す。 

 新規制基準への対応は、研究開発活動そのものではないが、その活動を可能と

するための重要な業務であったと考えられる。多くの労力が投入され、基準の

整理、変更などの合理化も適切に実施され、再稼働を実現している。 

 単に HTTR を再稼働させただけではなく、許可上の規制要求を整理し、原子力

規制庁に認められたことは、今後の高温ガス炉実用化のために非常に有効な成

果を得た。 

 新規制基準への適合性確認を受けて速やかに再稼働は、世界レベルで重要な成

果である。炉心冷却喪失試験、熱負荷変動試験等の異常時を模擬した試験の成

功は重要。計画は妥当であり再稼働、喪失試験は HTGR 研究の進展に重要。 

 安全性実証試験の RUN3 ではコンクリートの温度制限から 30％出力としたが、

一連の試験から 100％出力からの事象進展が解析可能と思われるので、今後の

安全研究の進展に期待したい。 

 安全設計の観点からは、HTTR での EAL 規制対応の知見が、実用高温ガス炉の

評価における検討項目の抽出などへ貢献することはないのでしょうか。「屋内退
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避等に至る事象が設計想定（略）をはるかに超える」という表現は情緒的であ

り、客観的・技術的な記載が望ましいと考えます。 

○ 実用高温ガス炉システムの安全基準の整備 

技術系委員 10 名のうち、2 名の委員が S、8 名の委員が A と評した。以下に代表的

なコメントを付す。 

 IAEA CRP での議論を主導し、提案した安全要件が IAEA エネルギー局案とし

て採用されたことは、今後の世界的な高温ガス炉開発に資するものであり高く

評価できる。今後も安全基準の国際標準への貢献を期待する。 

 高温ガス炉のポーランド等の海外展開において安全基準整備は重要な課題。

HTTR データに基づいた原案が IAEA の技術報告書となった前進は成果。 

 原子力機構では安全研究センターにおいて軽水炉のレベル 3PSA の検討がなさ

れてきたが、今後、高温ガス炉においても OECD/NEA 等で国際的な取組がな

される可能性もある。評価手法の確立等、世界をリードできるような研究開発

に期待している。 

 PRA手法構築に関する検討についても本研究など波及的に得られた成果も記載

に含めることができるのではないでしょうか。 

 

○ 高燃焼度化・高出力密度化のための燃料要素開発 

技術系委員 10 名のうち、1 名の委員が S、8 名の委員が A、1 名の委員が B と評し

た。以下に代表的なコメントを付す。 

 高温ガス炉燃料の高燃焼度試験は今後の高温ガス炉実用化に向けた重要な知見

を得ており高く評価できる。 

 日本製燃料の試作及び安定性確認は重要な成果。 

 高燃焼度化、高出力密度となれば、安全性には様々な課題があり、それを過剰に

追求すると量産化困難、燃料コストアップに繋がることが多く、必要性能の見

極めをお願いします。 

 

○ HTTR-熱利用試験施設のシステム設計、安全評価 

技術系委員 10 名のうち、4 名の委員が S、5 名の委員が A、1 名の委員が B と評し

た。以下に代表的なコメントを付す。 

 熱利用系施設の設計にとどまらず、今後の HTTR 接続試験に向け外部委員会の

評価も得ており、実用化に向けた成果が得られている。 

 

 

表 2 事後評価の評価点と評価基準 

評価点 評価基準 

S 特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

A 顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

B 
（標準） 

成果等の創出に向けた着実な進展が認められる。 

C 一層の工夫・改善の必要性が認められる。 

D 抜本的見直しを含め特段の工夫・改善の必要性が認められる。 

 

4．評価結果 

 4.1 技術系委員の評価 

(1) 高温ガス炉技術研究開発 

○ 新規制基準への適合性確認を受けて速やかに再稼働 

技術系委員 10 名のうち、8 名の委員が S、1 名の委員が A 及び 1 名の委員が B と

評した。以下に代表的なコメントを付す。 

 新規制基準への対応は、研究開発活動そのものではないが、その活動を可能と

するための重要な業務であったと考えられる。多くの労力が投入され、基準の

整理、変更などの合理化も適切に実施され、再稼働を実現している。 

 単に HTTR を再稼働させただけではなく、許可上の規制要求を整理し、原子力

規制庁に認められたことは、今後の高温ガス炉実用化のために非常に有効な成

果を得た。 

 新規制基準への適合性確認を受けて速やかに再稼働は、世界レベルで重要な成

果である。炉心冷却喪失試験、熱負荷変動試験等の異常時を模擬した試験の成

功は重要。計画は妥当であり再稼働、喪失試験は HTGR 研究の進展に重要。 

 安全性実証試験の RUN3 ではコンクリートの温度制限から 30％出力としたが、

一連の試験から 100％出力からの事象進展が解析可能と思われるので、今後の

安全研究の進展に期待したい。 

 安全設計の観点からは、HTTR での EAL 規制対応の知見が、実用高温ガス炉の

評価における検討項目の抽出などへ貢献することはないのでしょうか。「屋内退
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 HTTR に接続する熱利用試験施設の全体系統構成及び熱物質収支を定め、接続

する熱利用試験施設の機器設計を行うとともに、安全評価を行い、技術的成立

性を確認は重要な成果。HTTR-熱利用試験施設安全設計案も作成され、計画は

妥当で、HTGR の社会実装に貢献する。 

 システム設計、安全性評価、建設コスト低減を意識した配管仕様の検討が行わ

れ、適切に進められていると判断される。熱出力を炉外に取り出す方式として

熱交換器を介した二次ヘリウムを用いることで、核分裂生成物質が環境に放出

される可能性を低減できるが、二次ヘリウムで駆動されるヘリウムタービンへ

のそれらの物質の沈着の可能性もほぼなくなると考えられる。 

 システム設計及び安全評価に係る技術的知見の蓄積が進んだが、原子炉設置変

更許可申請に十分な検証ができたとまでは認められない。 

 

○ 軸封システム設計、試験 

技術系委員 10 名のうち、8 名の委員が A、2 名の委員が B と評した。以下に代表的

なコメントを付す。 

 基本設計を完了させ、シミュレーション解析も行われている。 

 軸封システムの試験計画合理化まで出来ている。早期の試験実施が望まれる。 

 今後、ヘリウム回収技術の開発が重要である。 

 

(2) 熱利用技術研究開発 

○ 連続水素製造試験装置による運転制御技術及び信頼性等の確証 

技術系委員 10 名のうち、2 名の委員が S、3 名の委員が A、5 名の委員が B と評し

た。以下に代表的なコメントを付す。 

 世界初の連続運転を達成している。運転制御技術の開発が課題であり、制御パラ

メータの抽出に留まっており、実用的な制御技術の確立を目指しさらなる前進

が期待される。 

 安定した長時間運転に向けた組成変動制御技術の基盤を完成している。連続 150

時間の水素製造（世界初）を達成し、試験後の開放点検で締結部等に対して実施

したヨウ化水素溶液漏えい対策の有効性を確証している。 

 開発中の組成変動制御技術の有効性を早期に確認して、長期安定運転への実装

が進展することを期待する。 

 学術的には A であるが、水素の製造量が少なすぎるため技術的に考えると B。 
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 連続試験で生成された水素と酸素の量を見る限り、系統内の硫酸が過度に分解

されて酸素の生成が多いように思われる。難しい課題に挑戦していることは理

解できるので、引き続き研究を推進していただきたい。 

○ セラミックス構造体の強度評価法の作成 

技術系委員 10 名のうち、1 名の委員が A、9 名の委員が B と評した。以下に代表的

なコメントを付す。 

 セラミック構造体技術の開発については、計画通り進捗していると判断され評

価できる。 

 

○ 将来の実用化や技術の民間移転等に向けた研究目標の明確化 

技術系委員 10 名のうち、2 名の委員が A、8 名の委員が B と評した。以下に代表的

なコメントを付す。 

 実用化に向けて重要となる長時間の耐食性に係るデータが取得されている。 

 実用化や民間技術移転の目標について、マイルストーンの具体化が必要。 

 

○ 核分裂生成物の沈着低減技術等の要素技術開発 

技術系委員 10 名のうち、8 名の委員が A、2 名の委員が B と評した。以下に代表的

なコメントを付す。 

 核分裂生成物の沈着に関する研究では、タービンブレードからの被ばく低減の

ための技術開発に進展があり高く評価できる。 

 2 次ヘリウムで駆動するとタービン翼に核分裂生成物の沈着は抑制できるが、そ

の場合はこの要素技術開発の意義について検討が必要なように思われる。 

 単結晶性合金の耐久性を評価してほしい。 

 

(3) 人材育成 

技術系委員 10 名のうち、10 名の委員が A と評した。以下に代表的なコメントを付

す。 

 高温ガス炉に関する優秀な人材を育成し、技術の継承の努力がされている。 

 人材育成については、多くの実習生、研究生を受け入れるなどして大きな貢献を

しており高く評価できる。 

 技術の継承の観点から、どんな人間を、いつ採用するかの計画はありますか？計

画どおりの採用となっていますか？ 

 

 

 

 HTTR に接続する熱利用試験施設の全体系統構成及び熱物質収支を定め、接続

する熱利用試験施設の機器設計を行うとともに、安全評価を行い、技術的成立

性を確認は重要な成果。HTTR-熱利用試験施設安全設計案も作成され、計画は

妥当で、HTGR の社会実装に貢献する。 

 システム設計、安全性評価、建設コスト低減を意識した配管仕様の検討が行わ

れ、適切に進められていると判断される。熱出力を炉外に取り出す方式として

熱交換器を介した二次ヘリウムを用いることで、核分裂生成物質が環境に放出

される可能性を低減できるが、二次ヘリウムで駆動されるヘリウムタービンへ

のそれらの物質の沈着の可能性もほぼなくなると考えられる。 

 システム設計及び安全評価に係る技術的知見の蓄積が進んだが、原子炉設置変

更許可申請に十分な検証ができたとまでは認められない。 

 

○ 軸封システム設計、試験 

技術系委員 10 名のうち、8 名の委員が A、2 名の委員が B と評した。以下に代表的

なコメントを付す。 

 基本設計を完了させ、シミュレーション解析も行われている。 

 軸封システムの試験計画合理化まで出来ている。早期の試験実施が望まれる。 

 今後、ヘリウム回収技術の開発が重要である。 

 

(2) 熱利用技術研究開発 

○ 連続水素製造試験装置による運転制御技術及び信頼性等の確証 

技術系委員 10 名のうち、2 名の委員が S、3 名の委員が A、5 名の委員が B と評し

た。以下に代表的なコメントを付す。 

 世界初の連続運転を達成している。運転制御技術の開発が課題であり、制御パラ

メータの抽出に留まっており、実用的な制御技術の確立を目指しさらなる前進

が期待される。 

 安定した長時間運転に向けた組成変動制御技術の基盤を完成している。連続 150

時間の水素製造（世界初）を達成し、試験後の開放点検で締結部等に対して実施

したヨウ化水素溶液漏えい対策の有効性を確証している。 

 開発中の組成変動制御技術の有効性を早期に確認して、長期安定運転への実装

が進展することを期待する。 

 学術的には A であるが、水素の製造量が少なすぎるため技術的に考えると B。 
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(4) 産業界との連携 

技術系委員 10 名のうち、2 名の委員が S、7 名の委員が A、1 名の委員が B と評し

た。以下に代表的なコメントを付す。 

 特にポーランドとの国際協力に大きな進展があり、産業界との連携も進んでお

り高く評価できる。 

 英国規制当局だけではなく原子力規制委員会も巻き込み、高温ガス炉の規制の

国際標準化はできないか？ 

 水素製造に関する産業界との連携において積極性が見られないように思われる。 

 

(5) 社会的貢献 

○ 若手研究者の育成・支援への貢献の程度 

技術系委員 10 名のうち、1 名の委員が S、9 名の委員が A と評した。以下に代表的

なコメントを付す。 

 若手研究者の育成が進んでいる。 

 大学院学生の受入れ及びポーランドでの人材育成に貢献しており高く評価でき

る。 

 プロジェクト推進のための職員採用など人材育成に注力したことは評価できる。 

 記載の内容がどのような「社会的貢献」につながっているのかの説明が欲しい。 

 

○ 国内外他機関との連携の妥当性 

技術系委員 10 名のうち、10 名の委員が A と評した。以下に代表的なコメントを付

す。 

 協議会を設立する等により連携に注力しており高く評価できる。 

 電気事業以外の業種とも連携が見られる。 

 記載の内容がどのような「社会的貢献」につながっているのかの説明が欲しい。 

 

○ イノベーション創出への取組の妥当性 

技術系委員 10 名のうち、7 名の委員が A、3 名の委員が B と評した。以下に代表的

なコメントを付す。 

 産学官協議会の設立及び継続的な開催は今後の連携強化など相乗効果が期待で

きる。 

 SMR という観点からの明示的な取組があればと思う。 

 具体的なイノベーション創出例の記載が欲しい。 
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○ 社会実装の達成度、取組の妥当性（技術・知識基盤プラットフォームの構築・提供

を含む） 

技術系委員 10 名のうち、5 名の委員が A、5 名の委員が B と評した。以下に代表的

なコメントを付す。 

 技術・知識基盤プラットフォームの構築・提供の検討が進んでいる。 

 具体的な事例としてはみえないものの産業界等との連携により取り組んでおり

評価できる。 

 再稼働に時間を要し、水素製造の社会実装の観点からは特筆すべき進捗は認め

られない。 

 

○ 科学技術政策、社会的・経済的意義/ニーズへの適合性 

技術系委員 10 名のうち、3 名の委員が S、5 名の委員が A、2 名の委員が B と評し

た。以下に代表的なコメントを付す。 

 とても適合している。高温ガス炉には、原子力分野を代表するリーダーシップ

を求められる状況かもしれない。 

 政策ニーズには合致しているので、この機を逃さず、予算獲得、実用化を加速し

てほしい。 

 エネルギー基本計画及び 2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦

略等の国の施策に貢献。 

 カーボンフリー水素製造のポテンシャルを活かした国の施策への貢献があった

とまでは認められない。 

 

○ 研究開発課題/成果の社会的受容性（社会に及ぼす影響度の想定） 

技術系委員 10 名のうち、5 名の委員が A、5 名の委員が B と評した。以下に代表的

なコメントを付す。 

 種々の成果をあげており評価できる。より一層の効果的な情報発信が期待され

る。 

 高温ガス炉には、日本社会における原子力分野全体のイメージ改善の役割も新

たに加わったように思われ、それを意識した具体的な活動も企画し実行するこ

とが望まれる。 

 情報発信によりパブリックアクセプタンスが改善されたか、という観点では特

筆すべき進捗は認められない。 

 

 

(4) 産業界との連携 

技術系委員 10 名のうち、2 名の委員が S、7 名の委員が A、1 名の委員が B と評し

た。以下に代表的なコメントを付す。 

 特にポーランドとの国際協力に大きな進展があり、産業界との連携も進んでお

り高く評価できる。 

 英国規制当局だけではなく原子力規制委員会も巻き込み、高温ガス炉の規制の

国際標準化はできないか？ 

 水素製造に関する産業界との連携において積極性が見られないように思われる。 

 

(5) 社会的貢献 

○ 若手研究者の育成・支援への貢献の程度 

技術系委員 10 名のうち、1 名の委員が S、9 名の委員が A と評した。以下に代表的

なコメントを付す。 

 若手研究者の育成が進んでいる。 

 大学院学生の受入れ及びポーランドでの人材育成に貢献しており高く評価でき

る。 

 プロジェクト推進のための職員採用など人材育成に注力したことは評価できる。 

 記載の内容がどのような「社会的貢献」につながっているのかの説明が欲しい。 

 

○ 国内外他機関との連携の妥当性 

技術系委員 10 名のうち、10 名の委員が A と評した。以下に代表的なコメントを付

す。 

 協議会を設立する等により連携に注力しており高く評価できる。 

 電気事業以外の業種とも連携が見られる。 

 記載の内容がどのような「社会的貢献」につながっているのかの説明が欲しい。 

 

○ イノベーション創出への取組の妥当性 

技術系委員 10 名のうち、7 名の委員が A、3 名の委員が B と評した。以下に代表的

なコメントを付す。 

 産学官協議会の設立及び継続的な開催は今後の連携強化など相乗効果が期待で

きる。 

 SMR という観点からの明示的な取組があればと思う。 

 具体的なイノベーション創出例の記載が欲しい。 
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○ 人材育成に関する取組の妥当性（原子力を担う人材等） 

技術系委員 10 名のうち、9 名の委員が A、1 名の委員が B と評した。以下に代表的

なコメントを付す。 

 積極的な取り組みを展開しており高く評価できる。 

 成果があったかどうかの観点として、学生時代に受入れた学生を職員として採

用することのメリットについても明記いただけるとよいのではと思います。 

 人材育成の目的・計画を明確にして取り組むべき。 

 

(6) 総合所見 

技術系委員 10 名のうち、2 名の委員が S、7 名の委員が A、1 名の委員が B と評し

た。以下に代表的なコメントを付す。 

 再稼働を実施し、HTGR の社会実装につながる検討が進んでいる。カーボンニ

ュートラルに向かう国の方針に合致している。 

 HTTR の再稼働が達成できたことは大きな成果である。特に、東日本では最大

出力規模の原子炉であることを踏まえれば、原子力業界全体をけん引しており、

今後トラブルなく運転がなされることに期待したい。また、今期中長期計画中に、

経産省が NEXIP を立ち上げ高温ガス炉が課題として認知されたこと、電力会社

の高温ガス炉への興味が醸成される等、高温ガス炉の社会的な価値は格段に向

上したと考える。これは原子力機構の地道なアウトリーチ活動によるところが

大きいので、今後も推進していただきたい。 

 原子力規制庁と原子力機構の安全研究センターが HTTR を対象として実施して

いる耐震性に関する安全研究なども関連する研究、あるいは貢献として位置づ

けるなどにより幅広い成果を提示いただけるとよいのではと感じます。 

 ポーランドとの連携に係る資金は日本からの持ち出しのみであり、資金的には

一方通行である。今後、ポーランドから日本への資金の流れが必要と考えられる。 

 再稼働は重要な成果だが、水素製造研究開発という観点ではテーマに相応しい

進捗があったとまでは認められない。 

 

4.2 人文・社会系委員の評価 

(1) 社会的貢献 

○ 若手研究者の育成・支援への貢献の程度 

人文・社会系委員 2 名のうち、2 名の委員が B と評した。以下に代表的なコメントを
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付す。 

 組織を維持するための活動（技術継承・採用）と外部者の教育は目的が違うので

分けて考え、それぞれ KPI を定めて評価するべきと思う。そうでないと何を評

価の基準とするべきか分からない。 

 高温ガス炉技術の継承を支える人材育成は着実に達成できたと評価するが、実

用化プロジェクトを支える人材育成との目標設定が混在していたように見受け

られる。 

 

○ 国内外他機関との連携の妥当性 

人文・社会系委員 2 名のうち、1 名の委員が A、1 名の委員が B と評した。以下に代

表的なコメントを付す。 

 連携のための組織作りにとどまらず、高温ガス炉のユーザー獲得にむけた各産

業セクターの事業会社との共同研究が始まったのは顕著な成果と評価できる。

共同研究は何を成果としていつまでに何ができる見通しかについて第 4 期計画

では明確にしてほしい。 

 成果等の創出に向けた着実な進展が認められる。 

 

○ イノベーション創出への取組の妥当性 

人文・社会系委員 2 名のうち、1 名の委員が B、1 名の委員が D と評した。以下に代

表的なコメントを付す。 

 この項目への取組として何を評価してほしいのか不明。 

 国内外他機関との連携は認められるが、そこから新たな価値創造にはまだ至っ

ていない。 

 

○ 社会実装の達成度、取組の妥当性（技術・知識基盤プラットフォームの構築・提供

を含む） 

人文・社会系委員 2 名のうち、1 名の委員が C、1 名の委員が D と評した。以下に代

表的なコメントを付す。 

 この項目への取組として何を評価してほしいのか不明。 

 具体的な社会実装は技術・知識基盤プラットフォームの構築・提供という観点

を含めても、まだスキーム及びビジネスモデル等の具体化は準備段階と思われ

る。 

 

 

 

 

○ 人材育成に関する取組の妥当性（原子力を担う人材等） 

技術系委員 10 名のうち、9 名の委員が A、1 名の委員が B と評した。以下に代表的

なコメントを付す。 

 積極的な取り組みを展開しており高く評価できる。 

 成果があったかどうかの観点として、学生時代に受入れた学生を職員として採

用することのメリットについても明記いただけるとよいのではと思います。 

 人材育成の目的・計画を明確にして取り組むべき。 

 

(6) 総合所見 

技術系委員 10 名のうち、2 名の委員が S、7 名の委員が A、1 名の委員が B と評し

た。以下に代表的なコメントを付す。 

 再稼働を実施し、HTGR の社会実装につながる検討が進んでいる。カーボンニ

ュートラルに向かう国の方針に合致している。 

 HTTR の再稼働が達成できたことは大きな成果である。特に、東日本では最大

出力規模の原子炉であることを踏まえれば、原子力業界全体をけん引しており、

今後トラブルなく運転がなされることに期待したい。また、今期中長期計画中に、

経産省が NEXIP を立ち上げ高温ガス炉が課題として認知されたこと、電力会社

の高温ガス炉への興味が醸成される等、高温ガス炉の社会的な価値は格段に向

上したと考える。これは原子力機構の地道なアウトリーチ活動によるところが

大きいので、今後も推進していただきたい。 

 原子力規制庁と原子力機構の安全研究センターが HTTR を対象として実施して

いる耐震性に関する安全研究なども関連する研究、あるいは貢献として位置づ

けるなどにより幅広い成果を提示いただけるとよいのではと感じます。 

 ポーランドとの連携に係る資金は日本からの持ち出しのみであり、資金的には

一方通行である。今後、ポーランドから日本への資金の流れが必要と考えられる。 

 再稼働は重要な成果だが、水素製造研究開発という観点ではテーマに相応しい

進捗があったとまでは認められない。 

 

4.2 人文・社会系委員の評価 

(1) 社会的貢献 

○ 若手研究者の育成・支援への貢献の程度 

人文・社会系委員 2 名のうち、2 名の委員が B と評した。以下に代表的なコメントを
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○ 科学技術政策、社会的・経済的意義/ニーズへの適合性 

人文・社会系委員 2 名のうち、1 名の委員が C、1 名の委員が D と評した。以下に代

表的なコメントを付す。 

 ここに書かれていることは、高温ガス炉技術開発の評価項目と重複している。

技術的達成と科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性を同一視

すべきでない。 

 成果等の創出に向けた着実な進展が認められる。 

 

○ 研究開発課題/成果の社会的受容性（社会に及ぼす影響度の想定） 

人文・社会系委員 2 名のうち、1 名の委員が B、1 名の委員が D と評した。以下に代

表的なコメントを付す。 

 技術的達成と科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性を同一視す

べきでない。EAL 該当項目削減については削除するべき。また、社会へ及ぼす

影響度の想定に関連して、付録 5 の 12 頁に「新しい EAL（緊急時活動レベル）

の具体的な内容「HTTR の屋内退避等に至る事象は、想定をはるかに超える自

然現象（テロ含む）のみと認められた」と書かれているが、「想定をはるかに超

える」事態を 3.11 で経験している国民に対し、この説明は通らない。社会へ及

ぼす影響度の評価方法とその説明方法について抜本的に見直していただきたい。 

 プロジェクトの理解促進のため及び高温ガス炉の必要性・重要性の理解を得る

ための多くの情報発信は取り組まれてきているが、一方通行で対話の形成は決

して多くない。 

 

○ 人材育成に関する取組の妥当性（原子力を担う人材等） 

人文・社会系委員 2 名のうち、1 名の委員が B、1 名の委員が D と評した。以下に代

表的なコメントを付す。 

 「若手研究者の育成・支援への貢献の程度」の評価項目と重複。評価に値しな

い。 

 成果等の創出に向けた着実な進展が認められる。 

 

(2) 総合所見 

人文・社会系委員 2 名のうち、1 名の委員が B、1 名の委員が C と評した。以下に代表

的なコメントを付す。 
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 評価項目の独立性は評価の基本であるのに、社会的貢献の多くの項目が他の項

目と重複している。 

 社会的貢献の評価項目について抜本的な見直しをするべき。また、R3 年度に実

現した運転再開に際し、12 頁の説明は社会に対する高温ガス炉の影響度の想定

として、「いつか来た道」を想起させる。安全性の考え方とその説明を国民と共

有する評価方法（基準とその示し方）について抜本的な見直しが必要と思う。産

学連携、国際連携、人材育成の個々の項目についてのご努力と成果を多とし、総

合評価は C としたい。 

 成果等の創出に向けた着実な進展が認められる。 

 

4.3 HTTR-熱利用試験施設の建設段階へ進むに当たっての判断 

平成 28 年度及び平成 31 年度の本委員会において、HTTR が運転再開していなかったこ

とから判断が先送りになった HTTR-熱利用試験施設の建設段階へ進むにあたっての判断

に関して、以下の理由から HTTR-熱利用試験施設の建設段階へ進むことを確認した。 
 

(1) 令和3年7月30日にHTTRは運転再開し、熱負荷変動試験等を計画していることから、

HTTR-熱利用試験の建設段階へ進むに当たっての判断の条件全てを満足する見込

みである。 

(2) 2050 年カーボンニュートラル（令和2年10月に宣言）に伴うグリーン成長戦略を踏

まえ、令和4年度から資源エネルギー庁の「超高温を利用した水素大量製造技術実証

事業」において、HTTRを活用した水素製造試験が計画されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

○ 科学技術政策、社会的・経済的意義/ニーズへの適合性 

人文・社会系委員 2 名のうち、1 名の委員が C、1 名の委員が D と評した。以下に代

表的なコメントを付す。 

 ここに書かれていることは、高温ガス炉技術開発の評価項目と重複している。

技術的達成と科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性を同一視

すべきでない。 

 成果等の創出に向けた着実な進展が認められる。 

 

○ 研究開発課題/成果の社会的受容性（社会に及ぼす影響度の想定） 

人文・社会系委員 2 名のうち、1 名の委員が B、1 名の委員が D と評した。以下に代

表的なコメントを付す。 

 技術的達成と科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性を同一視す

べきでない。EAL 該当項目削減については削除するべき。また、社会へ及ぼす

影響度の想定に関連して、付録 5 の 12 頁に「新しい EAL（緊急時活動レベル）

の具体的な内容「HTTR の屋内退避等に至る事象は、想定をはるかに超える自

然現象（テロ含む）のみと認められた」と書かれているが、「想定をはるかに超

える」事態を 3.11 で経験している国民に対し、この説明は通らない。社会へ及

ぼす影響度の評価方法とその説明方法について抜本的に見直していただきたい。 

 プロジェクトの理解促進のため及び高温ガス炉の必要性・重要性の理解を得る

ための多くの情報発信は取り組まれてきているが、一方通行で対話の形成は決

して多くない。 

 

○ 人材育成に関する取組の妥当性（原子力を担う人材等） 

人文・社会系委員 2 名のうち、1 名の委員が B、1 名の委員が D と評した。以下に代

表的なコメントを付す。 

 「若手研究者の育成・支援への貢献の程度」の評価項目と重複。評価に値しな

い。 

 成果等の創出に向けた着実な進展が認められる。 

 

(2) 総合所見 

人文・社会系委員 2 名のうち、1 名の委員が B、1 名の委員が C と評した。以下に代表

的なコメントを付す。 
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5．まとめ 

 事後評価に関して、技術系委員は、新規制基準への適合性確認を受けた HTTR の再稼働や

HTTR-熱利用試験施設のシステム設計、安全評価を高く評価し、総合所見として、技術系委

員 10 名のうち、2 名の委員が S、7 名の委員が A、1 名の委員が B と評価し、総合 A 評価と

した。また、人文・社会系委員からは、評価項目の設定に対するコメントがあり、総合所見

として、人文・社会系委員 2 名のうち、1 名の委員が B、1 名の委員が C と評価し、総合 B

評価とした。 
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る

」

と
い

う
表

現
は

情
緒

的
で

あ
り

、
客

観
的

・
技

術
的

な
記

載
が

望
ま

し
い

と
考

え
ま

す
。

A 
 

単
に

H
TT

R
を

再
稼

働
さ

せ
た

だ
け

で
は

な
く

、
許

可
上

の
規

制
要

求
を

整
理

し
規

制
庁

に
認

め
ら

れ
た

こ
と

は
、

今
後

の

高
温

ガ
ス

炉
実

用
化

の
た

め
に

非
常

に
有

効
な

成
果

を
得

た
。

S 

新
規

制
基

準
審

査
に

合
格

し
再

稼
働

を
果

た
し

た
の

は
極

め
て

高
く

評
価

で
き

る
。

S 
新

規
制

基
準

へ
の

適
合

性
確

認
を

受
け

て
速

や
か

に
再

稼
働

は
、
世

界
レ

ベ
ル

で
重

要
な

成
果

で
あ

る
。
炉

心
冷

却
喪

失
試

験
、

熱
負

荷
変

動
試

験
等

の
異

常
時

を
模

擬
し

た
試

験
の

成
功

は
重

要
。

計
画

は
妥

当
で

あ
り

再
稼

働
、

喪
失

試
験

は
H

TG
R

研

究
の

進
展

に
重

要
。

S 
 

―
S 

種
々

の
新

規
制

基
準

の
対

応
を

進
め

、
H

TT
R
再

稼
働

を
果

た
さ

れ
た

こ
と

は
顕

著
な

功
績

。
高

温
ガ

ス
炉

開
発

の
大

き
な

弾

み
が

つ
い

た
と

思
い

ま
す

。
S 

安
全

性
実

証
試

験
の

RU
N

3
で

は
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

温
度

制
限

か
ら

30
%
出

力
と

し
た

が
、

一
連

の
試

験
か

ら
10

0%
出

力

か
ら

の
事

象
進

展
が

解
析

可
能

と
思

わ
れ

る
の

で
、

今
後

の
安

全
研

究
の

進
展

に
期

待
し

た
い

。
S 

運
転

再
開

に
向

け
た

す
べ

て
の

条
件

を
ク

リ
ア

ー
し

、
運

転
再

開
を

果
た

し
た

こ
と

は
大

い
に

評
価

で
き

る
。

S 
当

初
計

画
よ

り
遅

れ
た

が
、

新
規

制
基

準
へ

の
対

応
は

重
要

な
成

果
。

B 

 

 

5．まとめ 

 事後評価に関して、技術系委員は、新規制基準への適合性確認を受けた HTTR の再稼働や

HTTR-熱利用試験施設のシステム設計、安全評価を高く評価し、総合所見として、技術系委

員 10 名のうち、2 名の委員が S、7 名の委員が A、1 名の委員が B と評価し、総合 A 評価と

した。また、人文・社会系委員からは、評価項目の設定に対するコメントがあり、総合所見

として、人文・社会系委員 2 名のうち、1 名の委員が B、1 名の委員が C と評価し、総合 B

評価とした。 
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実
用

高
温

ガ
ス

炉
シ

ス
テ

ム
の

安
全

基
準

の
整

備

IA
E

A
の

技
術

報
告

書
と

し
て

刊
行

さ
れ

て
い

る
。

 
A

 
PR

A
手

法
構

築
に

関
す

る
検

討
に

つ
い

て
も

本
研

究
な

ど
波

及
的

に
得

ら
れ

た
成

果
も

記
載

に
含

め
る

こ
と

が
で

き
る

の
で

は
な

い
で

し
ょ

う
か

。
A 

安
全

基
準

の
整

備
に

加
え

、
整

備
し

た
基

準
は

国
際

的
に

認
め

ら
れ

、
ポ

ー
ラ

ン
ド

向
け

設
計

へ
適

用
し

て
お

り
成

果
の

適
用

に
も

つ
な

げ
て

い
る

。
A

 

IA
E

A 
C

R
P

で
の

議
論

を
主

導
し

、
提

案
し

た
安

全
要

件
が

IA
E

A
エ

ネ
ル

ギ
ー

局
案

と
し

て
採

用
さ

れ
た

こ
と

は
、

今
後

の
世

界
的

な
高

温
ガ

ス
炉

開
発

に
資

す
る

も
の

で
あ

り
高

く
評

価
で

き
る

。
今

後
も

安
全

基
準

の
国

際
標

準
へ

の
貢

献
を

期
待

す
る

。

A
 

実
用

高
温

ガ
ス

炉
シ

ス
テ

ム
の

安
全

基
準

の
整

備
の

た
め

に
、
他

に
類

を
見

な
い

信
頼

に
お

け
る

内
容

を
策

定
し

て
い

る
。
計

画
は

妥
当

で
あ

り
、

将
来

の
H

TG
R
シ

ス
テ

ム
の

規
範

に
な

り
得

る
。

 
S 

IA
E

A
技

術
報

告
書

と
し

て
刊

行
さ

れ
た

こ
と

は
大

き
な

成
果

で
あ

る
。

 
S 

高
温

ガ
ス

炉
の

ポ
ー

ラ
ン

ド
等

の
海

外
展

開
に

お
い

て
安

全
基

準
整

備
は

重
要

な
課

題
。

H
TT

R
デ

ー
タ

に
基

づ
い

た
原

案

が
IA

E
A
の

技
術

報
告

書
と

な
っ

た
前

進
は

成
果

。
 

A
 

原
子

力
機

構
で

は
安

全
研

究
セ

ン
タ

ー
に

お
い

て
軽

水
炉

の
レ

ベ
ル

3P
SA

の
検

討
が

な
さ

れ
て

き
た

が
、
今

後
、
高

温
ガ

ス

炉
に

お
い

て
も

O
E

C
D

/N
E

A
等

で
国

際
的

な
取

り
組

み
が

な
さ

れ
る

可
能

性
も

あ
る

。
評

価
手

法
の

確
立

等
、
世

界
を

リ
ー

ド
で

き
る

よ
う

な
研

究
開

発
に

期
待

し
て

い
る

。

A
 

H
TT

R
デ

ー
タ

に
基

づ
く

安
全

要
件

原
案

が
IA

E
A
エ

ネ
ル

ギ
ー

局
案

と
し

て
採

用
さ

れ
、

そ
の

適
応

性
確

認
ま

で
実

施
で

き

た
こ

と
は

評
価

す
る

。
A

 

国
際

標
準

案
の

原
案

作
成

と
特

許
出

願
は

重
要

な
成

果
。

A
 

高
燃

焼
度

化
・

高

出
力

密
度

化
の

た
め

の
燃

料
要

素
開

発

試
作

し
た

燃
料

要
素

で
試

験
を

実
施

し
、

安
定

性
、

健
全

性
を

確
認

し
て

い
る

。
A

 
―

A 
高

燃
焼

度
、
ス

リ
ー

ブ
レ

ス
燃

料
の

実
現

に
向

け
た

成
果

が
得

ら
れ

て
い

る
。
継

続
し

て
次

期
中

長
期

計
画

で
も

計
画

的
な

開

発
を

期
待

し
ま

す
。

A
 

高
温

ガ
ス

炉
燃

料
の

高
燃

焼
度

試
験

は
今

後
の

高
温

ガ
ス

炉
実

用
化

に
向

け
た

重
要

な
知

見
を

得
て

お
り

高
く

評
価

で
き

る
。

 
A
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従
来

困
難

で
あ

っ
た

高
燃

焼
度

化
・
高

出
力

密
度

化
の

た
め

の
燃

料
要

素
開

発
に

成
功

し
て

い
る

。
計

画
は

妥
当

で
、

H
TG

R
の

安
全

な
実

用
化

に
貢

献
す

る
。

S 

―
A

 
高

燃
焼

度
化

、
高

出
力

密
度

と
な

れ
ば

、
安

全
性

に
は

様
々

な
課

題
が

あ
り

、
そ

れ
を

過
剰

に
追

求
す

る
と

量
産

化
困

難
、
燃

料
コ

ス
ト

ア
ッ

プ
に

繋
が

る
こ

と
が

多
く

、
必

要
性

能
の

見
極

め
を

お
願

い
し

ま
す

。
A

 

―
A

 
計

画
通

り
着

実
に

実
施

し
た

と
判

断
す

る
。

A
 

日
本

製
燃

料
の

試
作

及
び

安
定

性
確

認
は

重
要

な
成

果
。

B
 

H
TT

R
-熱

利
用

試
験

施
設

の
シ

ス
テ

ム
設

計
、
安

全
評

価

シ
ス

テ
ム

設
計

、
安

全
性

評
価

、
建

設
コ

ス
ト

低
減

を
意

識
し

た
配

管
仕

様
の

検
討

が
行

わ
れ

、
適

切
に

進
め

ら
れ

て
い

る
と

判
断

さ
れ

る
。
熱

出
力

を
炉

外
に

取
り

出
す

方
式

と
し

て
熱

交
換

器
を

介
し

た
二

次
ヘ

リ
ウ

ム
を

用
い

る
こ

と
で

、
核

分
裂

生

成
物

質
が

環
境

に
放

出
さ

れ
る

可
能

性
を

低
減

で
き

る
が

、
二

次
ヘ

リ
ウ

ム
で

駆
動

さ
れ

る
ヘ

リ
ウ

ム
タ

ー
ビ

ン
へ

の
そ

れ
ら

の
物

質
の

沈
着

の
可

能
性

も
ほ

ぼ
な

く
な

る
と

考
え

ら
れ

る
。

A
 

―
A

 
熱

利
用

系
施

設
の

設
計

に
と

ど
ま

ら
ず

、
今

後
の

H
TT

R
接

続
試

験
に

向
け

外
部

委
員

会
の

評
価

も
得

て
お

り
、

実
用

化
に

向
け

た
成

果
が

得
ら

れ
て

い
る

。
S 

熱
利

用
系

の
接

続
技

術
確

立
に

つ
い

て
は

、
実

施
段

階
で

は
な

い
も

の
の

、
シ

ス
テ

ム
設

計
、

安
全

評
価

を
完

了
し

て
お

り
、

今
後

の
実

施
に

向
け

て
高

く
評

価
で

き
る

。
A

 

H
TT

R
に

接
続

す
る

熱
利

用
試

験
施

設
の

全
体

系
統

構
成

及
び

熱
物

質
収

支
を

定
め

、
接

続
す

る
熱

利
用

試
験

施
設

の
機

器

設
計

を
行

う
と

と
も

に
、
安

全
評

価
を

行
い

、
技

術
的

成
立

性
を

確
認

は
重

要
な

成
果

。
H

TT
R

-熱
利

用
試

験
施

設
安

全
設

計

案
も

作
成

さ
れ

、
計

画
は

妥
当

で
、

H
TG

R
の

社
会

実
装

に
貢

献
す

る
。

 
S 

内
部

断
熱

管
の

開
発

は
大

き
な

成
果

で
あ

る
。

S 
―

A
 

―
S 

計
画

通
り

着
実

に
実

施
し

た
と

判
断

す
る

。
A

 

実
用

高
温

ガ
ス

炉
シ

ス
テ

ム
の

安
全

基
準

の
整

備

IA
E

A
の

技
術

報
告

書
と

し
て

刊
行

さ
れ

て
い

る
。

 
A

 
PR

A
手

法
構

築
に

関
す

る
検

討
に

つ
い

て
も

本
研

究
な

ど
波

及
的

に
得

ら
れ

た
成

果
も

記
載

に
含

め
る

こ
と

が
で

き
る

の
で

は
な

い
で

し
ょ

う
か

。
A 

安
全

基
準

の
整

備
に

加
え

、
整

備
し

た
基

準
は

国
際

的
に

認
め

ら
れ

、
ポ

ー
ラ

ン
ド

向
け

設
計

へ
適

用
し

て
お

り
成

果
の

適
用

に
も

つ
な

げ
て

い
る

。
A

 

IA
E

A 
C

R
P

で
の

議
論

を
主

導
し

、
提

案
し

た
安

全
要

件
が

IA
E

A
エ

ネ
ル

ギ
ー

局
案

と
し

て
採

用
さ

れ
た

こ
と

は
、

今
後

の
世

界
的

な
高

温
ガ

ス
炉

開
発

に
資

す
る

も
の

で
あ

り
高

く
評

価
で

き
る

。
今

後
も

安
全

基
準

の
国

際
標

準
へ

の
貢

献
を

期
待

す
る

。

A
 

実
用

高
温

ガ
ス

炉
シ

ス
テ

ム
の

安
全

基
準

の
整

備
の

た
め

に
、
他

に
類

を
見

な
い

信
頼

に
お

け
る

内
容

を
策

定
し

て
い

る
。
計

画
は

妥
当

で
あ

り
、

将
来

の
H

TG
R
シ

ス
テ

ム
の

規
範

に
な

り
得

る
。

 
S 

IA
E

A
技

術
報

告
書

と
し

て
刊

行
さ

れ
た

こ
と

は
大

き
な

成
果

で
あ

る
。

 
S 

高
温

ガ
ス

炉
の

ポ
ー

ラ
ン

ド
等

の
海

外
展

開
に

お
い

て
安

全
基

準
整

備
は

重
要

な
課

題
。

H
TT

R
デ

ー
タ

に
基

づ
い

た
原

案

が
IA

E
A
の

技
術

報
告

書
と

な
っ

た
前

進
は

成
果

。
 

A
 

原
子

力
機

構
で

は
安

全
研

究
セ

ン
タ

ー
に

お
い

て
軽

水
炉

の
レ

ベ
ル

3P
SA

の
検

討
が

な
さ

れ
て

き
た

が
、
今

後
、
高

温
ガ

ス

炉
に

お
い

て
も

O
E

C
D

/N
E

A
等

で
国

際
的

な
取

り
組

み
が

な
さ

れ
る

可
能

性
も

あ
る

。
評

価
手

法
の

確
立

等
、
世

界
を

リ
ー

ド
で

き
る

よ
う

な
研

究
開

発
に

期
待

し
て

い
る

。

A
 

H
TT

R
デ

ー
タ

に
基

づ
く

安
全

要
件

原
案

が
IA

E
A
エ

ネ
ル

ギ
ー

局
案

と
し

て
採

用
さ

れ
、

そ
の

適
応

性
確

認
ま

で
実

施
で

き

た
こ

と
は

評
価

す
る

。
A

 

国
際

標
準

案
の

原
案

作
成

と
特

許
出

願
は

重
要

な
成

果
。

A
 

高
燃

焼
度

化
・

高

出
力

密
度

化
の

た
め

の
燃

料
要

素
開

発

試
作

し
た

燃
料

要
素

で
試

験
を

実
施

し
、

安
定

性
、

健
全

性
を

確
認

し
て

い
る

。
A

 
―

A 
高

燃
焼

度
、
ス

リ
ー

ブ
レ

ス
燃

料
の

実
現

に
向

け
た

成
果

が
得

ら
れ

て
い

る
。
継

続
し

て
次

期
中

長
期

計
画

で
も

計
画

的
な

開

発
を

期
待

し
ま

す
。

A
 

高
温

ガ
ス

炉
燃

料
の

高
燃

焼
度

試
験

は
今

後
の

高
温

ガ
ス

炉
実

用
化

に
向

け
た

重
要

な
知

見
を

得
て

お
り

高
く

評
価

で
き

る
。

 
A
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シ
ス

テ
ム

設
計

及
び

安
全

評
価

に
係

る
技

術
的

知
見

の
蓄

積
が

進
ん

だ
が

、
原

子
炉

変
更

申
請

に
十

分
な

検
証

で
き

た
と

ま
で

は
認

め
ら

れ
な

い
。

B
 

軸
封

シ
ス

テ
ム

設
計

、
試

験

基
本

設
計

を
完

了
さ

せ
、

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

解
析

も
行

わ
れ

て
い

る
。

A
 

―
A

 
軸

封
シ

ス
テ

ム
の

試
験

計
画

合
理

化
ま

で
出

来
て

い
る

。
早

期
の

試
験

実
施

が
望

ま
れ

る
。

A
 

軸
受

け
シ

ス
テ

ム
の

開
発

に
つ

い
て

は
、

計
画

ど
お

り
に

進
捗

し
て

い
る

と
判

断
さ

れ
評

価
で

き
る

。
B

 
ヘ

リ
ウ

ム
漏

え
い

量
3.

1k
g/

d
の

機
器

仕
様

及
び

シ
ス

テ
ム

系
統

構
成

の
構

築
（

特
許

登
録

）
に

よ
り

、
基

本
設

計
を

完
了

。
 

A
 

今
後

、
ヘ

リ
ウ

ム
回

収
技

術
の

開
発

が
重

要
で

あ
る

。
A

 
―

B
 

―
A

 
計

画
通

り
着

実
に

実
施

し
た

と
判

断
す

る
。

A
 

基
本

設
計

完
了

及
び

特
許

登
録

は
重

要
な

成
果

。
A

 
熱 利 用 技 術 研 究 開 発

連
続

水
素

製
造

試
験

装
置

に
よ

る
運

転
制

御
技

術
及

び
信

頼
性

等
の

確
証

世
界

初
の

連
続

運
転

を
達

成
し

て
い

る
。
運

転
制

御
技

術
の

開
発

が
課

題
で

あ
り

、
制

御
パ

ラ
メ

ー
タ

の
抽

出
に

留
ま

っ
て

お

り
、

実
用

的
な

制
御

技
術

の
確

立
を

目
指

し
さ

ら
な

る
前

進
が

期
待

さ
れ

る
。

A
 

―
A 

連
続

運
転

の
実

績
を

得
る

と
と

も
に

、
水

素
と

酸
素

の
そ

れ
ぞ

れ
の

反
応

を
個

別
に

制
御

で
き

る
こ

と
も

確
認

で
き

た
の

は
大

き
な

成
果

。
S 

連
続

水
素

製
造

試
験

装
置

開
発

に
つ

い
て

は
計

画
通

り
進

捗
し

て
い

る
と

判
断

さ
れ

評
価

で
き

る
。

B
 

安
定

し
た

長
時

間
運

転
に

向
け

た
組

成
変

動
制

御
技

術
の

基
盤

を
完

成
し

て
い

る
。

連
続

15
0
時

間
の

水
素

製
造

（
世

界
初

）

を
達

成
し

、
試

験
後

の
開

放
点

検
で

締
結

部
等

に
対

し
て

実
施

し
た

ヨ
ウ

化
水

素
溶

液
漏

え
い

対
策

の
有

効
性

を
確

証
し

て
い

る
。

計
画

は
妥

当
で

IS
の

実
用

化
に

貢
献

。
 

S 

学
術

的
に

は
A
で

あ
る

が
、

水
素

の
製

造
量

が
少

な
す

ぎ
る

た
め

技
術

的
に

考
え

る
と

B
。

 
B

 
難

し
い

課
題

を
着

実
に

進
め

ら
れ

、
世

界
初

の
連

続
15

0
時

間
の

水
素

製
造

を
達

成
さ

れ
た

こ
と

は
成

果
大

。
ヨ

ウ
化

水
素

の

取
り

扱
い

進
歩

。
今

後
、

実
用

化
に

向
け

た
長

時
間

運
転

を
期

待
し

ま
す

。
A
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連
続

試
験

で
生

成
さ

れ
た

水
素

と
酸

素
の

量
を

見
る

限
り

、
系

統
内

の
硫

酸
が

過
度

に
分

解
さ

れ
て

酸
素

の
生

成
が

多
い

よ
う

に
思

わ
れ

る
。

難
し

い
課

題
に

挑
戦

し
て

い
る

こ
と

は
理

解
で

き
る

の
で

、
引

き
続

き
研

究
を

推
進

し
て

い
た

だ
き

た
い

。
B

 

長
期

安
定

運
転

の
た

め
の

確
認

テ
ス

ト
・
検

討
が

着
実

に
遂

行
さ

れ
た

と
判

断
す

る
。
開

発
中

の
組

成
変

動
制

御
技

術
の

有
効

性
を

早
期

に
確

認
し

て
、

長
期

安
定

運
転

へ
の

実
装

が
進

展
す

る
こ

と
を

期
待

す
る

。
B

 

プ
ロ

セ
ス

の
優

位
性

を
証

明
で

き
た

こ
と

は
成

果
と

認
め

ら
れ

る
が

、
組

成
制

御
に

つ
い

て
は

達
成

見
込

み
で

あ
り

、
今

後
の

進
捗

に
期

待
し

た
い

。
B

 

セ
ラ

ミ
ッ

ク
ス

構
造

体
の

強
度

評
価

法
の

作
成

強
度

評
価

手
法

作
成

を
予

定
通

り
に

終
了

し
て

い
る

。
B

 
―

B
 

計
画

通
り

。
B

 
セ

ラ
ミ

ッ
ク

構
造

体
技

術
の

開
発

に
つ

い
て

は
、

計
画

通
り

進
捗

し
て

い
る

と
判

断
さ

れ
評

価
で

き
る

。
B

 
IS

プ
ロ

セ
ス

に
用

い
る

セ
ラ

ミ
ッ

ク
ス

製
機

器
の

高
圧

運
転

に
必

要
な

セ
ラ

ミ
ッ

ク
ス

構
造

体
の

強
度

評
価

法
を

作
成

し
て

い
る

。
計

画
は

妥
当

。
IS

法
確

立
に

重
要

。
 

A
 

Si
C
で

も
ス

ケ
ー

ル
ア

ッ
プ

の
可

能
性

が
あ

る
た

め
必

要
な

技
術

開
発

で
あ

る
。

 
B

 
―

B
 

―
B

 
予

定
の

内
容

は
所

定
の

評
価

法
で

完
了

し
た

と
判

断
す

る
。

B
 

技
術

的
な

進
捗

は
あ

っ
た

が
、

期
待

ど
お

り
の

成
果

と
ま

で
は

認
め

ら
れ

な
い

。
B

 
将

来
の

実
用

化

や
技

術
の

民
間

移
転

等
に

向
け

た
研

究
目

標
の

明
確

化

実
用

化
に

向
け

て
重

要
と

な
る

長
時

間
の

耐
食

性
に

係
る

デ
ー

タ
が

取
得

さ
れ

て
い

る
。

B
 

―
B

 
研

究
目

標
の

明
確

化
と

い
う

課
題

と
実

際
の

内
容

が
マ

ッ
チ

し
て

い
な

い
が

、
硫

酸
分

解
器

以
外

の
ガ

ラ
ス

ラ
イ

ニ
ン

グ
製

品

も
金

属
材

料
と

出
来

な
い

か
？

A
 

実
用

化
や

技
術

の
民

間
移

転
に

つ
い

て
は

、
計

画
通

り
進

捗
し

て
い

る
と

判
断

さ
れ

評
価

で
き

る
。

B
 

新
規

耐
食

合
金

を
用

い
た

硫
酸

分
解

器
の

概
念

設
計

を
行

い
、
水

素
製

造
コ

ス
ト

削
減

に
つ

な
が

る
研

究
目

標
を

明
確

化
し

て

い
る

。
新

規
耐

食
合

金
の

機
械

特
性

評
価

試
験

を
行

い
、
皮

膜
構

造
解

析
に

よ
り

耐
食

性
メ

カ
ニ

ズ
ム

を
解

明
し

て
い

る
。

IS
A

 

シ
ス

テ
ム

設
計

及
び

安
全

評
価

に
係

る
技

術
的

知
見

の
蓄

積
が

進
ん

だ
が

、
原

子
炉

変
更

申
請

に
十

分
な

検
証

で
き

た
と

ま
で

は
認

め
ら

れ
な

い
。

B
 

軸
封

シ
ス

テ
ム

設
計

、
試

験

基
本

設
計

を
完

了
さ

せ
、

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

解
析

も
行

わ
れ

て
い

る
。

A
 

―
A

 
軸

封
シ

ス
テ

ム
の

試
験

計
画

合
理

化
ま

で
出

来
て

い
る

。
早

期
の

試
験

実
施

が
望

ま
れ

る
。

A
 

軸
受

け
シ

ス
テ

ム
の

開
発

に
つ

い
て

は
、

計
画

ど
お

り
に

進
捗

し
て

い
る

と
判

断
さ

れ
評

価
で

き
る

。
B

 
ヘ

リ
ウ

ム
漏

え
い

量
3.

1k
g/

d
の

機
器

仕
様

及
び

シ
ス

テ
ム

系
統

構
成

の
構

築
（

特
許

登
録

）
に

よ
り

、
基

本
設

計
を

完
了

。
 

A
 

今
後

、
ヘ

リ
ウ

ム
回

収
技

術
の

開
発

が
重

要
で

あ
る

。
A

 
―

B
 

―
A

 
計

画
通

り
着

実
に

実
施

し
た

と
判

断
す

る
。

A
 

基
本

設
計

完
了

及
び

特
許

登
録

は
重

要
な

成
果

。
A

 
熱 利 用 技 術 研 究 開 発

連
続

水
素

製
造

試
験

装
置

に
よ

る
運

転
制

御
技

術
及

び
信

頼
性

等
の

確
証

世
界

初
の

連
続

運
転

を
達

成
し

て
い

る
。
運

転
制

御
技

術
の

開
発

が
課

題
で

あ
り

、
制

御
パ

ラ
メ

ー
タ

の
抽

出
に

留
ま

っ
て

お

り
、

実
用

的
な

制
御

技
術

の
確

立
を

目
指

し
さ

ら
な

る
前

進
が

期
待

さ
れ

る
。

A
 

―
A 

連
続

運
転

の
実

績
を

得
る

と
と

も
に

、
水

素
と

酸
素

の
そ

れ
ぞ

れ
の

反
応

を
個

別
に

制
御

で
き

る
こ

と
も

確
認

で
き

た
の

は
大

き
な

成
果

。
S 

連
続

水
素

製
造

試
験

装
置

開
発

に
つ

い
て

は
計

画
通

り
進

捗
し

て
い

る
と

判
断

さ
れ

評
価

で
き

る
。

B
 

安
定

し
た

長
時

間
運

転
に

向
け

た
組

成
変

動
制

御
技

術
の

基
盤

を
完

成
し

て
い

る
。

連
続

15
0
時

間
の

水
素

製
造

（
世

界
初

）

を
達

成
し

、
試

験
後

の
開

放
点

検
で

締
結

部
等

に
対

し
て

実
施

し
た

ヨ
ウ

化
水

素
溶

液
漏

え
い

対
策

の
有

効
性

を
確

証
し

て
い

る
。

計
画

は
妥

当
で

IS
の

実
用

化
に

貢
献

。
 

S 

学
術

的
に

は
A
で

あ
る

が
、

水
素

の
製

造
量

が
少

な
す

ぎ
る

た
め

技
術

的
に

考
え

る
と

B
。

 
B

 
難

し
い

課
題

を
着

実
に

進
め

ら
れ

、
世

界
初

の
連

続
15

0
時

間
の

水
素

製
造

を
達

成
さ

れ
た

こ
と

は
成

果
大

。
ヨ

ウ
化

水
素

の

取
り

扱
い

進
歩

。
今

後
、

実
用

化
に

向
け

た
長

時
間

運
転

を
期

待
し

ま
す

。
A
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法
確

立
に

貢
献

。

―
B

 
実

用
化

や
民

間
技

術
移

転
の

目
標

に
つ

い
て

、
マ

イ
ル

ス
ト

ー
ン

の
具

体
化

が
必

要
。

B
 

―
B

 
コ

ス
ト

削
減

に
向

け
た

課
題

の
抽

出
と

対
応

方
針

の
整

理
が

実
施

さ
れ

た
と

理
解

す
る

。
今

後
の

効
率

的
な

実
行

を
期

待
し

た

い
。

B
 

技
術

的
な

進
捗

は
あ

っ
た

が
、

期
待

ど
お

り
の

成
果

と
ま

で
は

認
め

ら
れ

な
い

。
B

 
核

分
裂

生
成

物

の
沈

着
低

減
技

術
等

の
要

素
技

術
開

発

2
次

ヘ
リ

ウ
ム

で
駆

動
す

る
と

タ
ー

ビ
ン

翼
に

核
分

裂
生

成
物

の
沈

着
は

抑
制

で
き

る
が

、
そ

の
場

合
は

こ
の

要
素

技
術

開
発

の
意

義
に

つ
い

て
検

討
が

必
要

な
よ

う
に

思
わ

れ
る

。
A

 

―
A

 
従

来
知

見
を

見
直

す
評

価
結

果
が

得
ら

れ
て

い
る

。
A

 
核

分
裂

生
成

物
の

沈
着

に
関

す
る

研
究

で
は

、
タ

ー
ビ

ン
ブ

レ
ー

ド
か

ら
の

被
ば

く
低

減
の

た
め

の
技

術
開

発
に

進
展

が
あ

り

高
く

評
価

で
き

る
。

A
 

FP
の

拡
散

係
数

を
取

得
し

、
FP

沈
着

量
及

び
タ

ー
ビ

ン
翼

へ
の

適
用

性
を

評
価

で
き

て
い

る
。
計

画
は

妥
当

で
、
タ

ー
ビ

ン

設
計

に
貢

献
す

る
。

A
 

単
結

晶
性

合
金

の
耐

久
性

を
評

価
し

て
ほ

し
い

。
A

 
―

A
 

―
B

 
表

記
課

題
に

対
す

る
対

応
策

に
あ

る
程

度
の

有
効

性
が

示
さ

れ
た

。
B

 
材

料
変

更
に

よ
り

、
大

幅
な

改
善

が
認

め
ら

れ
た

。
A

 
人 材 育 成

H
TT

R
を

活
用

し
た

人
材

育
成

―
A

 
―

A
 

技
術

の
継

承
の

観
点

か
ら

、
ど

ん
な

人
間

を
、
い

つ
採

用
す

る
か

の
計

画
は

あ
り

ま
す

か
？

計
画

ど
お

り
の

採
用

と
な

っ
て

い

ま
す

か
？

A
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人
材

育
成

に
つ

い
て

は
、

多
く

の
実

習
生

、
研

究
生

を
受

け
入

れ
る

な
ど

し
て

大
き

な
貢

献
を

し
て

お
り

高
く

評
価

で
き

る
。

 
A

 
高

温
ガ

ス
炉

に
関

す
る

優
秀

な
人

材
を

育
成

し
、

技
術

の
継

承
の

努
力

が
さ

れ
て

い
る

。
A

 
―

A
 

―
A

 
―

A
 

計
画

通
り

着
実

に
実

施
し

、
所

定
の

成
果

も
得

ら
れ

た
と

判
断

す
る

。
A

 
人

材
育

成
の

た
め

の
機

会
を

増
や

す
こ

と
に

努
め

た
こ

と
は

評
価

で
き

る
。

A
 

産 業 界 と の 連 携

産
業

界
と

の
連

携
及

び
国

際
連

携

―
A

 
―

A
 

英
国

規
制

当
局

だ
け

で
は

な
く

原
子

力
規

制
委

員
会

も
巻

き
込

み
、

高
温

ガ
ス

炉
の

規
制

の
国

際
標

準
化

は
で

き
な

い
か

？
S 

特
に

ポ
ー

ラ
ン

ド
と

の
国

際
協

力
に

大
き

な
進

展
が

あ
り

、
産

業
界

と
の

連
携

も
進

ん
で

お
り

高
く

評
価

で
き

る
。

A
 

海
外

展
開

に
向

け
て

検
討

が
進

め
ら

れ
て

い
る

。
A

 
産

業
界

へ
の

技
術

移
転

で
は

な
い

た
め

。
A

 
―

A
 

―
S 

計
画

通
り

着
実

に
実

施
し

、
所

定
の

成
果

も
得

ら
れ

た
と

判
断

す
る

。
A

 
水

素
製

造
に

関
す

る
産

業
界

と
の

連
携

に
お

い
て

積
極

性
が

見
ら

れ
な

い
よ

う
に

思
わ

れ
る

。
B

 

社 会 的 貢 献

若
手

研
究

者
の

育
成

・
支

援
へ

の

貢
献

の
程

度

―
A

 
―

A
 

記
載

の
内

容
が

ど
の

よ
う

な
「

社
会

的
貢

献
」

に
つ

な
が

っ
て

い
る

の
か

の
説

明
が

欲
し

い
。

A
 

大
学

院
学

生
の

受
入

れ
及

び
ポ

ー
ラ

ン
ド

で
の

人
材

育
成

に
貢

献
し

て
お

り
高

く
評

価
で

き
る

。
A

 
若

手
研

究
者

の
育

成
が

進
ん

で
い

る
。

S 
―

A
 

―
A

 

法
確

立
に

貢
献

。

―
B

 
実

用
化

や
民

間
技

術
移

転
の

目
標

に
つ

い
て

、
マ

イ
ル

ス
ト

ー
ン

の
具

体
化

が
必

要
。

B
 

―
B

 
コ

ス
ト

削
減

に
向

け
た

課
題

の
抽

出
と

対
応

方
針

の
整

理
が

実
施

さ
れ

た
と

理
解

す
る

。
今

後
の

効
率

的
な

実
行

を
期

待
し

た

い
。

B
 

技
術

的
な

進
捗

は
あ

っ
た

が
、

期
待

ど
お

り
の

成
果

と
ま

で
は

認
め

ら
れ

な
い

。
B

 
核

分
裂

生
成

物

の
沈

着
低

減
技

術
等

の
要

素
技

術
開

発

2
次

ヘ
リ

ウ
ム

で
駆

動
す

る
と

タ
ー

ビ
ン

翼
に

核
分

裂
生

成
物

の
沈

着
は

抑
制

で
き

る
が

、
そ

の
場

合
は

こ
の

要
素

技
術

開
発

の
意

義
に

つ
い

て
検

討
が

必
要

な
よ

う
に

思
わ

れ
る

。
A

 

―
A

 
従

来
知

見
を

見
直

す
評

価
結

果
が

得
ら

れ
て

い
る

。
A

 
核

分
裂

生
成

物
の

沈
着

に
関

す
る

研
究

で
は

、
タ

ー
ビ

ン
ブ

レ
ー

ド
か

ら
の

被
ば

く
低

減
の

た
め

の
技

術
開

発
に

進
展

が
あ

り

高
く

評
価

で
き

る
。

A
 

FP
の

拡
散

係
数

を
取

得
し

、
FP

沈
着

量
及

び
タ

ー
ビ

ン
翼

へ
の

適
用

性
を

評
価

で
き

て
い

る
。
計

画
は

妥
当

で
、
タ

ー
ビ

ン

設
計

に
貢

献
す

る
。

A
 

単
結

晶
性

合
金

の
耐

久
性

を
評

価
し

て
ほ

し
い

。
A

 
―

A
 

―
B

 
表

記
課

題
に

対
す

る
対

応
策

に
あ

る
程

度
の

有
効

性
が

示
さ

れ
た

。
B

 
材

料
変

更
に

よ
り

、
大

幅
な

改
善

が
認

め
ら

れ
た

。
A

 
人 材 育 成

H
TT

R
を

活
用

し
た

人
材

育
成

―
A

 
―

A
 

技
術

の
継

承
の

観
点

か
ら

、
ど

ん
な

人
間

を
、
い

つ
採

用
す

る
か

の
計

画
は

あ
り

ま
す

か
？

計
画

ど
お

り
の

採
用

と
な

っ
て

い

ま
す

か
？

A
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―
A

 
計

画
通

り
着

実
に

実
施

し
た

と
判

断
す

る
。

A
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

推
進

の
た

め
の

職
員

採
用

な
ど

人
材

育
成

に
注

力
し

た
こ

と
は

評
価

で
き

る
。

A
 

組
織

を
維

持
す

る
た

め
の

活
動
（

技
術

継
承
・
採

用
）
と

外
部

者
の

教
育

は
目

的
が

違
う

の
で

分
け

て
考

え
、
そ

れ
ぞ

れ
K

PI
を

定
め

て
評

価
す

る
べ

き
と

思
う

。
そ

う
で

な
い

と
何

を
評

価
の

基
準

と
す

る
べ

き
か

分
か

ら
な

い
。
基

準
が

示
さ

れ
て

い
な

い
の

で
顕

著
な

成
果

（
A
以

上
）

と
の

評
価

に
は

な
ら

な
い

。
 

B
 

高
温

ガ
ス

炉
技

術
の

継
承

を
支

え
る

人
材

育
成

は
着

実
に

達
成

で
き

た
と

評
価

す
る

が
、
実

用
化

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
支

え
る

人

材
育

成
と

の
目

標
設

定
が

混
在

し
て

い
た

よ
う

に
見

受
け

ら
れ

る
。

B
 

国
内

外
他

機
関

と
の

連
携

の
妥

当
性

電
気

事
業

以
外

の
業

種
と

も
連

携
が

見
ら

れ
る

。
A

 
―

A
 

記
載

の
内

容
が

ど
の

よ
う

な
「

社
会

的
貢

献
」

に
つ

な
が

っ
て

い
る

の
か

の
説

明
が

欲
し

い
。

A
 

協
議

会
を

設
立

す
る

等
に

よ
り

連
携

に
注

力
し

て
お

り
高

く
評

価
で

き
る

。
A

 
産

学
官

が
参

加
す

る
高

温
ガ

ス
炉

産
学

官
協

議
会

を
設

立
し

て
い

る
。

A
 

―
A

 
―

A
 

―
A

 
計

画
通

り
着

実
に

実
施

し
た

と
判

断
す

る
。

A
 

幅
広

い
取

組
は

評
価

で
き

る
。

A
 

連
携

の
た

め
の

組
織

作
り

に
と

ど
ま

ら
ず

、
高

温
ガ

ス
炉

の
ユ

ー
ザ

ー
獲

得
に

む
け

た
各

産
業

セ
ク

タ
ー

の
事

業
会

社
と

の
共

同
研

究
が

始
ま

っ
た

の
は

顕
著

な
成

果
と

評
価

で
き

る
。
共

同
研

究
は

何
を

成
果

と
し

て
い

つ
ま

で
に

何
が

で
き

る
見

通
し

か

に
つ

い
て

第
4
期

計
画

で
は

明
確

に
し

て
ほ

し
い

。
 

A
 

成
果

等
の

創
出

に
向

け
た

着
実

な
進

展
が

認
め

ら
れ

る
。

B
 

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

出
へ

の
取

SM
R
と

い
う

観
点

か
ら

の
明

示
的

な
取

組
が

あ
れ

ば
と

思
う

。
 

B
 

―
A
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組
の

妥
当

性
具

体
的

な
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

創
出

例
の

記
載

が
欲

し
い

。
A

 
具

体
的

な
事

例
と

し
て

は
み

え
な

い
も

の
の

産
業

界
等

と
の

連
携

に
よ

り
取

り
組

ん
で

お
り

評
価

で
き

る
。

B
 

In
no

va
ti

on
 fo

r 
C

oo
l E

ar
th

 F
or

um
（

IC
E

F）
の

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

セ
ッ

シ
ョ

ン
へ

の
パ

ネ
リ

ス
ト

参
加

。
 

A
 

―
A

 
―

B
 

―
A

 
計

画
ど

お
り

着
実

に
実

施
し

た
と

判
断

す
る

。
A

 
産

学
官

協
議

会
の

設
立

及
び

継
続

的
な

開
催

は
今

後
の

連
携

強
化

な
ど

相
乗

効
果

が
期

待
で

き
る

。
A

 
こ

の
項

目
へ

の
取

組
と

し
て

何
を

評
価

し
て

ほ
し

い
の

か
不

明
。

当
該

ペ
ー

ジ
に

説
明

な
し

。
D

 
国

内
外

他
機

関
と

の
連

携
は

認
め

ら
れ

る
が

、
そ

こ
か

ら
新

た
な

価
値

創
造

に
は

ま
だ

至
っ

て
い

な
い

。
C

 
社

会
実

装
の

達

成
度

、
取

組
の

妥

当
性

（
技

術
・

知

識
基

盤
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
の

構
築

・
提

供
を

含

む
）

前
向

き
に

取
り

組
ん

で
い

る
。

B
 

―
A

 
―

A
 

具
体

的
な

事
例

と
し

て
は

み
え

な
い

も
の

の
産

業
界

等
と

の
連

携
に

よ
り

取
り

組
ん

で
お

り
評

価
で

き
る

。
B

 
技

術
・

知
識

基
盤

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

の
構

築
・

提
供

の
検

討
が

進
ん

で
い

る
。

B
 

―
A

 
―

B
 

―
A

 
計

画
通

り
着

実
に

実
施

し
た

と
判

断
す

る
。

A
 

再
稼

働
に

時
間

を
要

し
、

水
素

製
造

の
社

会
実

装
の

観
点

か
ら

は
特

筆
す

べ
き

進
捗

は
認

め
ら

れ
な

い
。

B
 

こ
の

項
目

へ
の

取
組

と
し

て
何

を
評

価
し

て
ほ

し
い

の
か

不
明

。
当

該
ペ

ー
ジ

に
説

明
な

し
。

D
 

具
体

的
な

社
会

実
装

は
技

術
・
知

識
基

盤
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
の

構
築
・
提

供
と

い
う

観
点

を
含

め
て

も
、
ま

だ
ス

キ
ー

ム
及

び
ビ

ジ
ネ

ス
モ

デ
ル

等
の

具
体

化
は

準
備

段
階

と
思

わ
れ

る
。

C
 

科
学

技
術

政
策

、
と

て
も

適
合

し
て

い
る

。
高

温
ガ

ス
炉

に
は

、
原

子
力

分
野

を
代

表
す

る
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

を
求

め
ら

れ
る

状
況

か
も

し
れ

な
S 

―
A

 
計

画
通

り
着

実
に

実
施

し
た

と
判

断
す

る
。

A
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

推
進

の
た

め
の

職
員

採
用

な
ど

人
材

育
成

に
注

力
し

た
こ

と
は

評
価

で
き

る
。

A
 

組
織

を
維

持
す

る
た

め
の

活
動
（

技
術

継
承
・
採

用
）
と

外
部

者
の

教
育

は
目

的
が

違
う

の
で

分
け

て
考

え
、
そ

れ
ぞ

れ
K

PI
を

定
め

て
評

価
す

る
べ

き
と

思
う

。
そ

う
で

な
い

と
何

を
評

価
の

基
準

と
す

る
べ

き
か

分
か

ら
な

い
。
基

準
が

示
さ

れ
て

い
な

い
の

で
顕

著
な

成
果

（
A
以

上
）

と
の

評
価

に
は

な
ら

な
い

。
 

B
 

高
温

ガ
ス

炉
技

術
の

継
承

を
支

え
る

人
材

育
成

は
着

実
に

達
成

で
き

た
と

評
価

す
る

が
、
実

用
化

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
支

え
る

人

材
育

成
と

の
目

標
設

定
が

混
在

し
て

い
た

よ
う

に
見

受
け

ら
れ

る
。

B
 

国
内

外
他

機
関

と
の

連
携

の
妥

当
性

電
気

事
業

以
外

の
業

種
と

も
連

携
が

見
ら

れ
る

。
A

 
―

A
 

記
載

の
内

容
が

ど
の

よ
う

な
「

社
会

的
貢

献
」

に
つ

な
が

っ
て

い
る

の
か

の
説

明
が

欲
し

い
。

A
 

協
議

会
を

設
立

す
る

等
に

よ
り

連
携

に
注

力
し

て
お

り
高

く
評

価
で

き
る

。
A

 
産

学
官

が
参

加
す

る
高

温
ガ

ス
炉

産
学

官
協

議
会

を
設

立
し

て
い

る
。

A
 

―
A

 
―

A
 

―
A

 
計

画
通

り
着

実
に

実
施

し
た

と
判

断
す

る
。

A
 

幅
広

い
取

組
は

評
価

で
き

る
。

A
 

連
携

の
た

め
の

組
織

作
り

に
と

ど
ま

ら
ず

、
高

温
ガ

ス
炉

の
ユ

ー
ザ

ー
獲

得
に

む
け

た
各

産
業

セ
ク

タ
ー

の
事

業
会

社
と

の
共

同
研

究
が

始
ま

っ
た

の
は

顕
著

な
成

果
と

評
価

で
き

る
。
共

同
研

究
は

何
を

成
果

と
し

て
い

つ
ま

で
に

何
が

で
き

る
見

通
し

か

に
つ

い
て

第
4
期

計
画

で
は

明
確

に
し

て
ほ

し
い

。
 

A
 

成
果

等
の

創
出

に
向

け
た

着
実

な
進

展
が

認
め

ら
れ

る
。

B
 

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

出
へ

の
取

SM
R
と

い
う

観
点

か
ら

の
明

示
的

な
取

組
が

あ
れ

ば
と

思
う

。
 

B
 

―
A
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社
会

的
・

経
済

的

意
義

/ニ
ー

ズ
へ

の
適

合
性

い
。

―
A

 
政

策
ニ

ー
ズ

に
は

合
致

し
て

い
る

の
で

、
こ

の
機

を
逃

さ
ず

、
予

算
獲

得
、

実
用

化
を

加
速

し
て

ほ
し

い
。

S 
具

体
的

な
事

例
と

し
て

は
み

え
な

い
も

の
の

O
E

C
D

等
と

の
連

携
に

よ
り

取
り

組
ん

で
お

り
評

価
で

き
る

。
 

B
 

エ
ネ

ル
ギ

ー
基

本
計

画
及

び
20

50
年

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

に
伴

う
グ

リ
ー

ン
成

長
戦

略
等

の
国

の
施

策
に

貢
献

。
 

S 
―

A
 

―
A

 
―

A
 

計
画

通
り

着
実

に
実

施
し

た
と

判
断

す
る

。
A

 
カ

ー
ボ

ン
フ

リ
ー

水
素

製
造

の
ポ

テ
ン

シ
ャ

ル
を

活
か

し
た

国
の

施
策

へ
の

貢
献

が
あ

っ
た

と
ま

で
は

認
め

ら
れ

な
い

。
B

 
こ

こ
に

書
か

れ
て

い
る

こ
と

は
、

(1
)高

温
ガ

ス
炉

技
術

開
発

の
評

価
項

目
と

重
複

し
て

い
る

。
技

術
的

達
成

と
科

学
技

術
政

策
、

社
会

的
・

経
済

的
意

義
／

ニ
ー

ズ
へ

の
適

合
性

を
同

一
視

す
べ

き
で

な
い

。
D

 

成
果

等
の

創
出

に
向

け
た

着
実

な
進

展
が

認
め

ら
れ

る
。

B
 

研
究

開
発

課
題

/
成

果
の

社
会

的

受
容

性
（

社
会

に

及
ぼ

す
影

響
度

の
想

定
）

高
温

ガ
ス

炉
に

は
、

日
本

社
会

に
お

け
る

原
子

力
分

野
全

体
の

イ
メ

ー
ジ

改
善

の
役

割
も

新
た

に
加

わ
っ

た
よ

う
に

思
わ

れ
、

そ
れ

を
意

識
し

た
具

体
的

な
活

動
も

企
画

し
実

行
す

る
こ

と
が

望
ま

れ
る

。
B

 

―
A

 
H

TT
R
運

転
再

開
後

の
実

績
を

積
み

、
さ

ら
に

社
会

的
受

容
性

を
高

め
て

ほ
し

い
。

 
A

 
種

々
の

成
果

を
あ

げ
て

お
り

評
価

で
き

る
。

よ
り

一
層

の
効

果
的

な
情

報
発

信
が

期
待

さ
れ

る
。

B
 

高
温

ガ
ス

炉
の

必
要

性
・

重
要

性
の

理
解

を
得

る
努

力
が

さ
れ

て
い

る
。

A
 

こ
ち

ら
か

ら
の

一
方

通
行

で
あ

る
た

め
。

B
 

―
A

 
―

A
 

充
分

か
の

判
断

は
出

来
な

い
が

あ
る

程
度

の
成

果
は

得
ら

れ
た

と
判

断
す

る
。

B
 

情
報

発
信

に
よ

り
パ

ブ
リ

ッ
ク

ア
ク

セ
プ

タ
ン

ス
が

改
善

さ
れ

た
か

、
と

い
う

観
点

で
は

特
筆

す
べ

き
進

捗
は

認
め

ら
れ

な
B
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い
。

技
術

的
達

成
と

科
学

技
術

政
策

、
社

会
的

・
経

済
的

意
義

／
ニ

ー
ズ

へ
の

適
合

性
を

同
一

視
す

べ
き

で
な

い
。

E
A

L
該

当
項

目
削

減
に

つ
い

て
は

削
除

す
る

べ
き

。
ま

た
、
社

会
へ

及
ぼ

す
影

響
度

の
想

定
に

関
連

し
て

、
付

録
5
の

12
頁

に
「

新
し

い
E

A
L（

緊
急

時
活

動
レ

ベ
ル

）
の

具
体

的
な

内
容

 ⇒
H

TT
R
の

屋
内

退
避

等
に

至
る

事
象

は
、
想

定
を

は
る

か

に
超

え
る

自
然

現
象
（

テ
ロ

含
む

）
の

み
と

認
め

ら
れ

た
」
と

書
か

れ
て

い
る

が
、「

想
定

を
は

る
か

に
超

え
る

」
事

態
を

3.
11

で
経

験
し

て
い

る
国

民
に

対
し

、
こ

の
説

明
は

通
ら

な
い

。
社

会
へ

及
ぼ

す
影

響
度

の
評

価
方

法
と

そ
の

説
明

方
法

に
つ

い
て

抜
本

的
に

見
直

し
て

い
た

だ
き

た
い

。

D
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
理

解
促

進
の

た
め

及
び

高
温

ガ
ス

炉
の

必
要

性
・
重

要
性

の
理

解
を

得
る

た
め

の
多

く
の

情
報

発
信

は
取

り

組
ま

れ
て

き
て

い
る

が
、

一
方

通
行

で
対

話
の

形
成

は
決

し
て

多
く

な
い

。
B

 

人
材

育
成

に
関

す
る

取
組

の
妥

当
性
（

原
子

力
を

担
う

人
材

等
）

―
A

 
成

果
が

あ
っ

た
か

ど
う

か
の

観
点

と
し

て
、
学

生
時

代
に

受
け

入
れ

た
学

生
を

職
員

と
し

て
採

用
す

る
こ

と
の

メ
リ

ッ
ト

に
つ

い
て

も
明

記
い

た
だ

け
る

と
よ

い
の

で
は

と
思

い
ま

す
。

A
 

人
材

育
成

の
目

的
・

計
画

を
明

確
に

し
て

取
り

組
む

べ
き

。
A

 
積

極
的

な
取

り
組

み
を

展
開

し
て

お
り

高
く

評
価

で
き

る
。

A
 

高
温

ガ
ス

炉
産

学
官

協
議

会
を

設
立

さ
れ

た
。

A
 

こ
ち

ら
か

ら
の

一
方

通
行

で
あ

る
た

め
。

B
 

―
A

 
―

A
 

計
画

通
り

着
実

に
実

施
し

た
と

判
断

す
る

。
A

 
人

材
育

成
に

注
力

し
た

こ
と

は
評

価
で

き
る

。
A

 
「

若
手

研
究

者
の

育
成

・
支

援
へ

の
貢

献
の

程
度

」
の

評
価

項
目

と
重

複
。

評
価

に
値

し
な

い
。

D
 

成
果

等
の

創
出

に
向

け
た

着
実

な
進

展
が

認
め

ら
れ

る
。

B
 

総
合

所
見

―
A

 
原

子
力

規
制

庁
と

原
子

力
機

構
の

安
全

研
究

セ
ン

タ
ー

が
H

TT
R

を
対

象
と

し
て

実
施

し
て

い
る

耐
震

性
に

関
す

る
安

全
研

A 

社
会

的
・

経
済

的

意
義

/ニ
ー

ズ
へ

の
適

合
性

い
。

―
A

 
政

策
ニ

ー
ズ

に
は

合
致

し
て

い
る

の
で

、
こ

の
機

を
逃

さ
ず

、
予

算
獲

得
、

実
用

化
を

加
速

し
て

ほ
し

い
。

S 
具

体
的

な
事

例
と

し
て

は
み

え
な

い
も

の
の

O
E

C
D

等
と

の
連

携
に

よ
り

取
り

組
ん

で
お

り
評

価
で

き
る

。
 

B
 

エ
ネ

ル
ギ

ー
基

本
計

画
及

び
20

50
年

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

に
伴

う
グ

リ
ー

ン
成

長
戦

略
等

の
国

の
施

策
に

貢
献

。
 

S 
―

A
 

―
A

 
―

A
 

計
画

通
り

着
実

に
実

施
し

た
と

判
断

す
る

。
A

 
カ

ー
ボ

ン
フ

リ
ー

水
素

製
造

の
ポ

テ
ン

シ
ャ

ル
を

活
か

し
た

国
の

施
策

へ
の

貢
献

が
あ

っ
た

と
ま

で
は

認
め

ら
れ

な
い

。
B

 
こ

こ
に

書
か

れ
て

い
る

こ
と

は
、

(1
)高

温
ガ

ス
炉

技
術

開
発

の
評

価
項

目
と

重
複

し
て

い
る

。
技

術
的

達
成

と
科

学
技

術
政

策
、

社
会

的
・

経
済

的
意

義
／

ニ
ー

ズ
へ

の
適

合
性

を
同

一
視

す
べ

き
で

な
い

。
D

 

成
果

等
の

創
出

に
向

け
た

着
実

な
進

展
が

認
め

ら
れ

る
。

B
 

研
究

開
発

課
題

/
成

果
の

社
会

的

受
容

性
（

社
会

に

及
ぼ

す
影

響
度

の
想

定
）

高
温

ガ
ス

炉
に

は
、

日
本

社
会

に
お

け
る

原
子

力
分

野
全

体
の

イ
メ

ー
ジ

改
善

の
役

割
も

新
た

に
加

わ
っ

た
よ

う
に

思
わ

れ
、

そ
れ

を
意

識
し

た
具

体
的

な
活

動
も

企
画

し
実

行
す

る
こ

と
が

望
ま

れ
る

。
B

 

―
A

 
H

TT
R
運

転
再

開
後

の
実

績
を

積
み

、
さ

ら
に

社
会

的
受

容
性

を
高

め
て

ほ
し

い
。

 
A

 
種

々
の

成
果

を
あ

げ
て

お
り

評
価

で
き

る
。

よ
り

一
層

の
効

果
的

な
情

報
発

信
が

期
待

さ
れ

る
。

B
 

高
温

ガ
ス

炉
の

必
要

性
・

重
要

性
の

理
解

を
得

る
努

力
が

さ
れ

て
い

る
。

A
 

こ
ち

ら
か

ら
の

一
方

通
行

で
あ

る
た

め
。

B
 

―
A

 
―

A
 

充
分

か
の

判
断

は
出

来
な

い
が

あ
る

程
度

の
成

果
は

得
ら

れ
た

と
判

断
す

る
。

B
 

情
報

発
信

に
よ

り
パ

ブ
リ

ッ
ク

ア
ク

セ
プ

タ
ン

ス
が

改
善

さ
れ

た
か

、
と

い
う

観
点

で
は

特
筆

す
べ

き
進

捗
は

認
め

ら
れ

な
B
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究
な

ど
も

関
連

す
る

研
究

、
あ

る
い

は
貢

献
と

し
て

位
置

づ
け

る
な

ど
に

よ
り

幅
広

い
成

果
を

提
示

い
た

だ
け

る
と

よ
い

の
で

は
と

感
じ

ま
す

。

総
じ

て
、
当

初
計

画
を

超
過

す
る

成
果

が
得

ら
れ

て
い

る
と

判
断

し
ま

す
。
た

だ
、
項

目
、
内

容
が

単
発

の
感

が
否

め
ず

、
高

温
ガ

ス
炉

実
用

化
に

向
け

俯
瞰

的
な

課
題

摘
出

、
開

発
計

画
に

基
づ

い
た

開
発

を
期

待
し

ま
す

。
S 

そ
れ

ぞ
れ

の
項

目
で

多
く

の
成

果
を

あ
げ

て
お

り
高

く
評

価
で

き
る

。
A 

再
稼

働
を

実
施

し
、

H
TG

R
の

社
会

実
装

に
つ

な
が

る
検

討
が

進
ん

で
い

る
。

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

に
向

か
う

国
の

方

針
に

合
致

し
て

い
る

。
S 

ポ
ー

ラ
ン

ド
と

の
連

携
に

係
る

資
金

は
日

本
か

ら
の

持
ち

出
し

の
み

で
あ

り
、

資
金

的
に

は
一

方
通

行
で

あ
る

。

今
後

、
ポ

ー
ラ

ン
ド

か
ら

日
本

へ
の

資
金

の
流

れ
が

必
要

と
考

え
ら

れ
る

。
A 

新
規

制
基

準
対

応
に

注
力

さ
れ

、
H

TT
R
再

稼
働

に
至

っ
た

こ
と

は
大

き
な

成
果

で
す

。
一

方
、
人

や
費

用
を

費
や

せ
な

か
っ

た
課

題
は

改
善

の
余

地
が

あ
る

と
思

料
し

ま
す

。
次

期
中

長
期

で
の

挽
回

を
期

待
い

た
し

ま
す

。
A 

H
TT

R
の

再
稼

働
が

達
成

で
き

た
こ

と
は

大
き

な
成

果
で

あ
る

。
特

に
、
東

日
本

で
は

最
大

出
力

規
模

の
原

子
炉

で
あ

る
こ

と

を
踏

ま
え

れ
ば

、
原

子
力

業
界

全
体

を
け

ん
引

し
て

お
り

、
今

後
ト

ラ
ブ

ル
な

く
運

転
が

な
さ

れ
る

こ
と

に
期

待
し

た
い

。

ま
た

、
今

期
中

長
期

計
画

中
に

、
経

産
省

が
N

EX
IP

を
立

ち
上

げ
高

温
ガ

ス
炉

が
課

題
と

し
て

認
知

さ
れ

た
こ

と
、
電

力
会

社
の

高
温

ガ
ス

炉
へ

の
興

味
が

醸
成

さ
れ

る
等

、
高

温
ガ

ス
炉

の
社

会
的

な
価

値
は

格
段

に
向

上
し

た
と

考
え

る
。
こ

れ
は

原

子
力

機
構

の
地

道
な

ア
ウ

ト
リ

ー
チ

活
動

に
よ

る
と

こ
ろ

が
大

き
い

の
で

、
今

後
も

推
進

し
て

い
た

だ
き

た
い

。

A 

中
長

期
計

画
は

、
概

ね
所

定
の

成
果

を
出

せ
る

こ
と

が
確

認
で

き
、
再

稼
働

も
実

現
で

き
た

。
今

後
の

更
な

る
進

展
、
国

際
展

開
を

期
待

す
る

。
A 

再
稼

働
は

重
要

な
成

果
だ

が
、
水

素
製

造
研

究
開

発
と

い
う

観
点

で
は

テ
ー

マ
に

相
応

し
い

進
捗

が
あ

っ
た

と
ま

で
は

認
め

ら

れ
な

い
。

B 

評
価

項
目

の
独

立
性

は
評

価
の

基
本

で
あ

る
の

に
、
社

会
的

貢
献

の
多

く
の

項
目

が
他

の
項

目
と

重
複

し
て

い
る

。
社

会
的

貢

献
の

評
価

項
目

に
つ

い
て

抜
本

的
な

見
直

し
を

す
る

べ
き

。
ま

た
、

R3
年

度
に

実
現

し
た

運
転

再
開

に
際

し
、
付

録
5
の

12
頁

の
説

明
は

社
会

に
対

す
る

高
温

ガ
ス

炉
の

影
響

度
の

想
定

と
し

て
、
「

い
つ

か
来

た
道

」
を

想
起

さ
せ

る
。

安
全

性
の

考
え

方
と

そ
の

説
明

を
国

民
と

共
有

す
る

評
価

方
法

（
基

準
と

そ
の

示
し

方
）

に
つ

い
て

抜
本

的
な

見
直

し
が

必
要

と
思

う
。

C 
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産
学

連
携

、
国

際
連

携
、

人
材

育
成

の
個

々
の

項
目

に
つ

い
て

の
ご

努
力

と
成

果
を

多
と

し
、

総
合

評
価

は
C
と

し
た

い
。

 
成

果
等

の
創

出
に

向
け

た
着

実
な

進
展

が
認

め
ら

れ
る

。
B 

究
な

ど
も

関
連

す
る

研
究

、
あ

る
い

は
貢

献
と

し
て

位
置

づ
け

る
な

ど
に

よ
り

幅
広

い
成

果
を

提
示

い
た

だ
け

る
と

よ
い

の
で

は
と

感
じ

ま
す

。

総
じ

て
、
当

初
計

画
を

超
過

す
る

成
果

が
得

ら
れ

て
い

る
と

判
断

し
ま

す
。
た

だ
、
項

目
、
内

容
が

単
発

の
感

が
否

め
ず

、
高

温
ガ

ス
炉

実
用

化
に

向
け

俯
瞰

的
な

課
題

摘
出

、
開

発
計

画
に

基
づ

い
た

開
発

を
期

待
し

ま
す

。
S 

そ
れ

ぞ
れ

の
項

目
で

多
く

の
成

果
を

あ
げ

て
お

り
高

く
評

価
で

き
る

。
A 

再
稼

働
を

実
施

し
、

H
TG

R
の

社
会

実
装

に
つ

な
が

る
検

討
が

進
ん

で
い

る
。

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

に
向

か
う

国
の

方

針
に

合
致

し
て

い
る

。
S 

ポ
ー

ラ
ン

ド
と

の
連

携
に

係
る

資
金

は
日

本
か

ら
の

持
ち

出
し

の
み

で
あ

り
、

資
金

的
に

は
一

方
通

行
で

あ
る

。

今
後

、
ポ

ー
ラ

ン
ド

か
ら

日
本

へ
の

資
金

の
流

れ
が

必
要

と
考

え
ら

れ
る

。
A 

新
規

制
基

準
対

応
に

注
力

さ
れ

、
H

TT
R
再

稼
働

に
至

っ
た

こ
と

は
大

き
な

成
果

で
す

。
一

方
、
人

や
費

用
を

費
や

せ
な

か
っ

た
課

題
は

改
善

の
余

地
が

あ
る

と
思

料
し

ま
す

。
次

期
中

長
期

で
の

挽
回

を
期

待
い

た
し

ま
す

。
A 

H
TT

R
の

再
稼

働
が

達
成

で
き

た
こ

と
は

大
き

な
成

果
で

あ
る

。
特

に
、
東

日
本

で
は

最
大

出
力

規
模

の
原

子
炉

で
あ

る
こ

と

を
踏

ま
え

れ
ば

、
原

子
力

業
界

全
体

を
け

ん
引

し
て

お
り

、
今

後
ト

ラ
ブ

ル
な

く
運

転
が

な
さ

れ
る

こ
と

に
期

待
し

た
い

。

ま
た

、
今

期
中

長
期

計
画

中
に

、
経

産
省

が
N

EX
IP

を
立

ち
上

げ
高

温
ガ

ス
炉

が
課

題
と

し
て

認
知

さ
れ

た
こ

と
、
電

力
会

社
の

高
温

ガ
ス

炉
へ

の
興

味
が

醸
成

さ
れ

る
等

、
高

温
ガ

ス
炉

の
社

会
的

な
価

値
は

格
段

に
向

上
し

た
と

考
え

る
。
こ

れ
は

原

子
力

機
構

の
地

道
な

ア
ウ

ト
リ

ー
チ

活
動

に
よ

る
と

こ
ろ

が
大

き
い

の
で

、
今

後
も

推
進

し
て

い
た

だ
き

た
い

。

A 

中
長

期
計

画
は

、
概

ね
所

定
の

成
果

を
出

せ
る

こ
と

が
確

認
で

き
、
再

稼
働

も
実

現
で

き
た

。
今

後
の

更
な

る
進

展
、
国

際
展

開
を

期
待

す
る

。
A 

再
稼

働
は

重
要

な
成

果
だ

が
、
水

素
製

造
研

究
開

発
と

い
う

観
点

で
は

テ
ー

マ
に

相
応

し
い

進
捗

が
あ

っ
た

と
ま

で
は

認
め

ら

れ
な

い
。

B 

評
価

項
目

の
独

立
性

は
評

価
の

基
本

で
あ

る
の

に
、
社

会
的

貢
献

の
多

く
の

項
目

が
他

の
項

目
と

重
複

し
て

い
る

。
社

会
的

貢

献
の

評
価

項
目

に
つ

い
て

抜
本

的
な

見
直

し
を

す
る

べ
き

。
ま

た
、

R3
年

度
に

実
現

し
た

運
転

再
開

に
際

し
、
付

録
5
の

12
頁

の
説

明
は

社
会

に
対

す
る

高
温

ガ
ス

炉
の

影
響

度
の

想
定

と
し

て
、
「

い
つ

か
来

た
道

」
を

想
起

さ
せ

る
。

安
全

性
の

考
え

方
と

そ
の

説
明

を
国

民
と

共
有

す
る

評
価

方
法

（
基

準
と

そ
の

示
し

方
）

に
つ

い
て

抜
本

的
な

見
直

し
が

必
要

と
思

う
。

C 
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第 3 期中長期計画 
高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発 
エネルギー基本計画を受けて、発電、水素製造など多様な産業利用が見込まれ、高い

安全性を有する高温ガス炉の実用化に資する研究開発を通じて、原子力利用の更なる

多様化・高度化に貢献するため、目標や開発期間を明らかにし、国の方針を踏まえ以下に

示す高温ガス炉の安全性の確証、固有の技術の確立、並びに熱利用系の接続に関する技術

の確立に資する研究開発や国際協力を優先的に実施する。 
高温工学試験研究炉（HTTR）について、安全の確保を最優先とした上で再稼働する

までの間における維持管理費の削減に努め、新規制基準への適合性確認を受けて速やか

に再稼働を果たす。 
高温ガス炉の安全性の確証及び固有の技術の確立については、炉心冷却喪失試験、熱負

荷変動試験等の異常時を模擬した試験を実施し、高温ガス炉の固有の安全性を検証する。

また、HTTR を用いて運転データを取得し、国際協力の下、実用高温ガス炉システムの

安全基準の整備を進めるとともに、将来の実用化に向けた高燃焼度化・高出力密度化の

ための燃料要素開発を進める。 
熱利用系の接続に関する技術の確立については、HTTR と熱利用施設を接続して総合

性能を検証するための HTTR-熱利用試験施設のシステム設計、安全評価等を進める。

なお、当該施設の建設段階に進むに当たり、平成 28 年度を目安に、研究開発の進捗状況

について、外部委員会の評価を受け、その建設に向けての判断を得る。 
これらの取組に加えて、水の熱分解による革新的水素製造技術（熱化学法 IS プロセス）

については、耐食性を有する工業材料製の連続水素製造試験装置による運転制御技術

及び信頼性等を目標期間半ばを目途に確証し、セラミックス製機器の高圧運転に必要な

セラミックス構造体の強度評価法を作成することにより、工学的な研究開発を完了する。

これに加えて、経済性の観点も踏まえつつ将来の実用化や技術の民間移転等に向けた

研究目標を早期に明確化し、これらの成果を取りまとめて、水素社会の実現に貢献する。

また、ガスタービン高効率発電システムにおける核分裂生成物の沈着低減技術等の

要素技術開発を完了する。 
さらに、HTTR を人材育成の場として活用し、国内外の研究者等に高温ガス炉の安全

性に関する知識を習得させ、高温ガス炉に関する優秀な人材を育成し、技術の継承を

図る。 
実施に当たっては、国の方針等に基づき、産学官と協議して、具体的な実用化像、高温

ガス炉及び熱利用技術の将来的な実用化に向けた課題や得られる成果、実用化の可能性、

研究開発の方向性、産業界との協力、産業界への技術移転の項目及び時期等を明確にしつ

つ研究開発や国際協力を進める。 
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高温ガス炉及び水素製造研究開発 
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令和 4 年 3 月 
 

高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会 
 

 

 

第 3 期中長期計画 
高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発 

エネルギー基本計画を受けて、発電、水素製造など多様な産業利用が見込まれ、高い

安全性を有する高温ガス炉の実用化に資する研究開発を通じて、原子力利用の更なる

多様化・高度化に貢献するため、目標や開発期間を明らかにし、国の方針を踏まえ以下に

示す高温ガス炉の安全性の確証、固有の技術の確立、並びに熱利用系の接続に関する技術

の確立に資する研究開発や国際協力を優先的に実施する。 
高温工学試験研究炉（HTTR）について、安全の確保を最優先とした上で再稼働する

までの間における維持管理費の削減に努め、新規制基準への適合性確認を受けて速やか

に再稼働を果たす。 
高温ガス炉の安全性の確証及び固有の技術の確立については、炉心冷却喪失試験、熱負

荷変動試験等の異常時を模擬した試験を実施し、高温ガス炉の固有の安全性を検証する。

また、HTTR を用いて運転データを取得し、国際協力の下、実用高温ガス炉システムの

安全基準の整備を進めるとともに、将来の実用化に向けた高燃焼度化・高出力密度化の

ための燃料要素開発を進める。 
熱利用系の接続に関する技術の確立については、HTTR と熱利用施設を接続して総合

性能を検証するための HTTR-熱利用試験施設のシステム設計、安全評価等を進める。

なお、当該施設の建設段階に進むに当たり、平成 28 年度を目安に、研究開発の進捗状況

について、外部委員会の評価を受け、その建設に向けての判断を得る。 
これらの取組に加えて、水の熱分解による革新的水素製造技術（熱化学法 IS プロセス）

については、耐食性を有する工業材料製の連続水素製造試験装置による運転制御技術

及び信頼性等を目標期間半ばを目途に確証し、セラミックス製機器の高圧運転に必要な

セラミックス構造体の強度評価法を作成することにより、工学的な研究開発を完了する。

これに加えて、経済性の観点も踏まえつつ将来の実用化や技術の民間移転等に向けた

研究目標を早期に明確化し、これらの成果を取りまとめて、水素社会の実現に貢献する。

また、ガスタービン高効率発電システムにおける核分裂生成物の沈着低減技術等の

要素技術開発を完了する。 
さらに、HTTR を人材育成の場として活用し、国内外の研究者等に高温ガス炉の安全

性に関する知識を習得させ、高温ガス炉に関する優秀な人材を育成し、技術の継承を

図る。 
実施に当たっては、国の方針等に基づき、産学官と協議して、具体的な実用化像、高温

ガス炉及び熱利用技術の将来的な実用化に向けた課題や得られる成果、実用化の可能性、

研究開発の方向性、産業界との協力、産業界への技術移転の項目及び時期等を明確にしつ

つ研究開発や国際協力を進める。 
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1．はじめに 
高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発では、エネルギー基本計画及び 2050 年

カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略を受けて、発電、水素製造など多様な産業

利用が見込まれ、高い安全性を有する高温ガス炉の実用化に資する研究開発を通じて、原

子力利用の更なる多様化・高度化に貢献するため、目標や開発期間を明らかにするととも

に、国の方針を踏まえ、高温ガス炉の安全性の確証、固有の技術の確立、並びに熱利用系

の接続に関する技術の確立に資する研究開発や国際協力を優先的に実施している。 
高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発課題評価は、研究開発を督励するととも

に、経営資源を有効に活用して、研究開発成果の最大化及び業務運営の効率化を達成する

ための効果的な研究開発業務に資することを目的としている。 
高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会（以下、「評価委員会」という。）は、研

究開発に関する事項について討議するため、将来の実用化を目指した研究開発であること

を踏まえ、幅広い分野の産学界の専門家や有識者から構成されている。 
評価委員会は、「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発」に関する事前評価を

行うようにとの高速炉・新型炉研究開発部門長からの諮問を受け、令和 3 年 12 月 7 日

（火）に開催した評価委員会では、事前評価として、高速炉・新型炉研究開発部門から提

出された資料に基づき、高温ガス炉技術の研究開発、熱利用技術の研究開発、人材育成、

産学連携及び国際連携に向けた取組並びに社会的貢献の取組に関する第 4 期中長期計画

案を審議のポイントに、「妥当」又は「要改善」を判断する事前評価を実施した。 
評価委員会の開催後、12 名の委員から提出された評価シートに記載された意見を集約

し、本報告書を作成した。エネルギー基本計画の方針（S+3E）を満たす高温ガス炉は、

日本の温室効果ガス排出削減に関する長期的目標（2050 年カーボンニュートラルの実現）

に貢献する最適なシステムの一つであり、今回の評価結果を、原子力機構が高温ガス炉技

術及び熱利用技術の研究開発を社会のニーズ・状勢に沿って進めるために役立てることを

期待する。 
評価委員会の委員各位には、多忙を極める中で、非常に熱心に評価作業を進めていただ

いた。そのご尽力に対して、ここに深甚なる謝意を表する。 
 
 

令和 4 年 3 月 16 日 
高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会 
委員長 藤井 康正 
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2．総合所見 
高温ガス炉は、カーボンフリーな高温熱を活用し、発電以外にも、効率的な熱利用・大

量かつ安価なカーボンフリー水素製造の可能性で着目されており、エネルギー基本計画及

び 2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略においては、HTTR を活用した

安全性の国際実証に加え、高温ガス炉における水素製造に係る要素技術確立等を進めるこ

とが求められている。第 4 期中長期計画案に掲げられた高温ガス炉技術の研究開発、熱利

用技術の研究開発、人材育成、産学連携及び国際連携に向けた取組及び社会的貢献の取組

について事前評価の所見を記す。 
第 4 期中長期計画案において、高温ガス炉技術の研究開発では、HTTR を利用した安

全性試験を行うことにより、熱利用系の設計の合理化、熱利用系接続の許認可に必要なデ

ータ取得及び実用高温ガス炉のさらなる安全性の向上などが期待され、熱利用系の一般産

業法規での建設を可能とする安全設計の確立、高温ガス炉と水素製造施設の接続に必要な

工学技術を確立することにより、高温ガス炉と水素製造施設の接続に係る基盤技術の確立

が見込まれる。熱利用技術の研究開発では、熱化学法 IS プロセス産業界への技術移転の

ために必要な要素技術を確立し、個別要素技術の産業界への技術移転方針を定めることに

より、国内化学プラントメーカーによる商用化の加速が期待される。人材育成、産学連携

及び国際連携に向けた取組では、日本の高温ガス炉技術の継承を行い、将来の高温ガス炉

を担う人材の育成を図りつつ、高温ガス炉の実用化に向けて、産学官と協力して国内にお

ける高温ガス炉実証炉計画の機運が醸成するとともに、ポーランド高温ガス炉計画への協

力や英国等と高温ガス炉開発の協力体制を構築し、日本の高温ガス炉技術の国際標準化が

進むことへの期待が持てる。また、これらの計画を進めるうえで、HTTR-熱利用試験に関

しては、「超高温を利用した水素大量製造技術実証事業」の委託事業を活用するなど外部

資金の獲得に努めている。これらの計画を踏まえ、研究開発課題の選定、方向性・目的・

目標等、人材育成に関する取組、国内外他機関との連携、研究開発の進め方及び研究資金・

人材等の研究開発資源の配分計画に関して妥当と判断した。 
また、高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発の取組は、「より高度な S+3E」を

満たす革新的原子炉システム及び核熱による大量の水素製造と産業利用技術等の新たな

価値を創出し、その成果を民間に技術移転することで経済社会に大きな変化をもたらすイ

ノベーション創出が期待できる。従って、科学技術政策、社会的・経済的意義/ニーズへの

適合性、イノベーション創出の可能性と創出に向けた取組計画の妥当性、社会実装に向け

た取組計画及び研究開発課題/成果の社会的受容性に関して妥当と判断した。 
第 4 期中長期計画案に対して、以下のコメントを付す。第 4 期中長期計画案へ直接反

映するものではないが、中長期計画に基づき事業年度の業務運営に関する計画（年度計画）

又は年度計画が求める目標の達成に必要な措置を定めた年度実施計画等へ反映させるこ

とで、2050 年カーボンニュートラルの実現に向けたより良い研究開発を進めるために役

立てることを期待する。 
 高温ガス炉水素製造の実現に向け、第 4 期中長期計画でどこまで達成するのかを明

確にし、計画的な推進を期待します。 
 原子力機構は研究開発機関であるが、本課題では高温ガス炉の海外実績作りや水素

製造技術の実用化など産業界との協力が必要な課題が多くあり、前広に連携しなが

ら進めていただきたい。 
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 第 4 期中長期計画では熱利用試験が大きな柱となっている。特に高温ガス炉と水素

製造プラント等の熱利用施設との接続に関する許認可については、今後の高温ガス

炉の展開上きわめて重要と考えられるので、この許認可を通して規制の考え方を明

らかにし、世界標準となるよう尽力いただきたい。 
 次期（第 4 期）中長期計画は、本開発が 2050 年カーボンニュートラル実現の一翼

を担うために、これまでの研究開発を踏まえ商業装置としての安全性と実効性の足

固めをする重要期間と認識する。 
 

 

 

2．総合所見 
高温ガス炉は、カーボンフリーな高温熱を活用し、発電以外にも、効率的な熱利用・大

量かつ安価なカーボンフリー水素製造の可能性で着目されており、エネルギー基本計画及

び 2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略においては、HTTR を活用した

安全性の国際実証に加え、高温ガス炉における水素製造に係る要素技術確立等を進めるこ

とが求められている。第 4 期中長期計画案に掲げられた高温ガス炉技術の研究開発、熱利

用技術の研究開発、人材育成、産学連携及び国際連携に向けた取組及び社会的貢献の取組

について事前評価の所見を記す。 
第 4 期中長期計画案において、高温ガス炉技術の研究開発では、HTTR を利用した安

全性試験を行うことにより、熱利用系の設計の合理化、熱利用系接続の許認可に必要なデ

ータ取得及び実用高温ガス炉のさらなる安全性の向上などが期待され、熱利用系の一般産

業法規での建設を可能とする安全設計の確立、高温ガス炉と水素製造施設の接続に必要な

工学技術を確立することにより、高温ガス炉と水素製造施設の接続に係る基盤技術の確立

が見込まれる。熱利用技術の研究開発では、熱化学法 IS プロセス産業界への技術移転の

ために必要な要素技術を確立し、個別要素技術の産業界への技術移転方針を定めることに

より、国内化学プラントメーカーによる商用化の加速が期待される。人材育成、産学連携

及び国際連携に向けた取組では、日本の高温ガス炉技術の継承を行い、将来の高温ガス炉

を担う人材の育成を図りつつ、高温ガス炉の実用化に向けて、産学官と協力して国内にお

ける高温ガス炉実証炉計画の機運が醸成するとともに、ポーランド高温ガス炉計画への協

力や英国等と高温ガス炉開発の協力体制を構築し、日本の高温ガス炉技術の国際標準化が

進むことへの期待が持てる。また、これらの計画を進めるうえで、HTTR-熱利用試験に関

しては、「超高温を利用した水素大量製造技術実証事業」の委託事業を活用するなど外部

資金の獲得に努めている。これらの計画を踏まえ、研究開発課題の選定、方向性・目的・

目標等、人材育成に関する取組、国内外他機関との連携、研究開発の進め方及び研究資金・

人材等の研究開発資源の配分計画に関して妥当と判断した。 
また、高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発の取組は、「より高度な S+3E」を

満たす革新的原子炉システム及び核熱による大量の水素製造と産業利用技術等の新たな

価値を創出し、その成果を民間に技術移転することで経済社会に大きな変化をもたらすイ

ノベーション創出が期待できる。従って、科学技術政策、社会的・経済的意義/ニーズへの

適合性、イノベーション創出の可能性と創出に向けた取組計画の妥当性、社会実装に向け

た取組計画及び研究開発課題/成果の社会的受容性に関して妥当と判断した。 
第 4 期中長期計画案に対して、以下のコメントを付す。第 4 期中長期計画案へ直接反

映するものではないが、中長期計画に基づき事業年度の業務運営に関する計画（年度計画）

又は年度計画が求める目標の達成に必要な措置を定めた年度実施計画等へ反映させるこ

とで、2050 年カーボンニュートラルの実現に向けたより良い研究開発を進めるために役

立てることを期待する。 
 高温ガス炉水素製造の実現に向け、第 4 期中長期計画でどこまで達成するのかを明

確にし、計画的な推進を期待します。 
 原子力機構は研究開発機関であるが、本課題では高温ガス炉の海外実績作りや水素

製造技術の実用化など産業界との協力が必要な課題が多くあり、前広に連携しなが

ら進めていただきたい。 
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3．評価方法 
3.1 評価委員 

表 1 に示す委員で構成される高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会におい

て、第 4 期中長期計画案における事前評価（第 2 回）を実施した。 
 

表 1 高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会委員 

（令和 3 年 12 月 7 日時点） 

氏 名 所属・職位 専 門 区 分

藤井 康正 東京大学大学院 工学系研究科 
原子力国際専攻 教授 

エネルギーシス

テム評価、原子

力システム 
技術 

糸井 達哉 東京大学大学院 工学系研究科 
建築学専攻 准教授 安全性 技術 

碓井 志典 
三菱重工業株式会社 パワードメイン  
原子力事業部 新型炉・原燃サイクル技術部

主幹プロジェクト統括 
原子力プラント 技術 

小原 徹 東京工業大学 科学技術創成研究院 
ゼロカーボンエネルギー研究所 教授 炉物理 技術 

加藤 之貴 東京工業大学 科学技術創成研究院 
ゼロカーボンエネルギー研究所 教授 

原子力熱利用、 
化学工学、製鉄 技術 

小島 由継 
広島大学 自然科学研究支援センター 
研究開発部門先進機能物質部  
特任教授・名誉教授・DP 

水素製造・貯蔵 技術 

西條 美紀 東京工業大学 環境・社会理工学院 
融合理工学系 教授 

社会言語学、 
知識管理論 

人文 
・ 

社会 

鈴木 和代 

厚生労働省 大臣官房厚生科学課  
課長補佐 
（京都大学大学院 医学研究科糖尿病・ 
内分泌・栄養内科学 客員研究員） 

先制医療、 
生命倫理 

人文 
・ 

社会 

竹田 貴代子 日本製鉄株式会社 技術開発本部 
関西技術研究部 主幹研究員 鉄鋼材料 技術 

福家 賢 東芝エネルギーシステムズ株式会社 
パワーシステム企画部 参事 原子力プラント 技術 

細野 恭生 千代田化工建設株式会社 
フロンティアビジネス本部 上席参与 化学プラント 技術 

森 大五郎 
トヨタ自動車株式会社 
トヨタ ZEV ファクトリー 
商用 ZEV 製品開発部 主幹 

EV 社会実装 技術 
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3.2 事前評価の対象と観点 
第 4 期中長期計画案における事前評価は、原子力機構が実施する「高温ガス炉とこれに

よる熱利用技術の研究開発」を対象に、以下に示す令和 4 年度から令和 10 年度に実施予

定の研究開発項目に対する評価の観点ついて評価を行った。 
 研究開発課題の選定の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む。） 
 方向性・目的・目標等の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む。） 
 研究開発の進め方の妥当性 
 研究資金・人材（体制）等の研究開発資源の配分計画の妥当性 
 国内外他機関（原子力以外の分野を含む）との連携の妥当性 
 イノベーション創出の可能性と創出に向けた取組計画の妥当性 
 社会実装に向けた取組計画の妥当性（技術・知識基盤プラットフォームの構築・

提供を含む） 
 科学技術政策、社会的・経済的意義/ニーズへの適合性 
 研究開発課題/成果の社会的受容性（社会へ及ぼす影響度の想定） 
 人材育成に関する取組の妥当性（原子力を担う人材等） 

 
3.3 事前評価の評価基準 

  3.2 の評価の観点に対して、「妥当」又は「要改善」の評価を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

3．評価方法 
3.1 評価委員 

表 1 に示す委員で構成される高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会におい

て、第 4 期中長期計画案における事前評価（第 2 回）を実施した。 
 

表 1 高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会委員 

（令和 3 年 12 月 7 日時点） 

氏 名 所属・職位 専 門 区 分

藤井 康正 東京大学大学院 工学系研究科 
原子力国際専攻 教授 

エネルギーシス

テム評価、原子

力システム 
技術 

糸井 達哉 東京大学大学院 工学系研究科 
建築学専攻 准教授 安全性 技術 

碓井 志典 
三菱重工業株式会社 パワードメイン  
原子力事業部 新型炉・原燃サイクル技術部

主幹プロジェクト統括 
原子力プラント 技術 

小原 徹 東京工業大学 科学技術創成研究院 
ゼロカーボンエネルギー研究所 教授 炉物理 技術 

加藤 之貴 東京工業大学 科学技術創成研究院 
ゼロカーボンエネルギー研究所 教授 

原子力熱利用、 
化学工学、製鉄 技術 

小島 由継 
広島大学 自然科学研究支援センター 
研究開発部門先進機能物質部  
特任教授・名誉教授・DP 

水素製造・貯蔵 技術 

西條 美紀 東京工業大学 環境・社会理工学院 
融合理工学系 教授 

社会言語学、 
知識管理論 

人文 
・ 

社会 

鈴木 和代 

厚生労働省 大臣官房厚生科学課  
課長補佐 
（京都大学大学院 医学研究科糖尿病・ 
内分泌・栄養内科学 客員研究員） 

先制医療、 
生命倫理 

人文 
・ 

社会 

竹田 貴代子 日本製鉄株式会社 技術開発本部 
関西技術研究部 主幹研究員 鉄鋼材料 技術 

福家 賢 東芝エネルギーシステムズ株式会社 
パワーシステム企画部 参事 原子力プラント 技術 

細野 恭生 千代田化工建設株式会社 
フロンティアビジネス本部 上席参与 化学プラント 技術 

森 大五郎 
トヨタ自動車株式会社 
トヨタ ZEV ファクトリー 
商用 ZEV 製品開発部 主幹 

EV 社会実装 技術 
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4．評価結果 
 4.1 事前評価 

(1) 研究開発課題の選定の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む。） 
技術系委員 10 名のうち、8 名の委員が「妥当」、2 名の委員が「要改善」と評した。

以下に代表的なコメントを付す。 
 高温ガス炉およびこれによる熱利用技術の研究開発は、国のエネルギー政策

や経済政策との平仄は取れている。高温ガス炉の安全性を確保するための研

究の重要性は高い。また、水素製造に関しても、世界的にも関心が高まってお

り、課題の選定は妥当と判断される。 
 グリーン成長戦略において SMR は重要で、高温ガス炉は有用である。グリー

ン水素は必要であり、IS 法による水素製造は妥当である。SMR としての

HTGR の価値を明示できると良い。水素の製造について IS 以外の在来の手法

との連携可能性、電力需要変動対応について検討が出来ると、社会受容性がよ

り高まる。 
 国の方針に従った課題となっており妥当。ただし水素製造に関する研究開発

は実用化に向けて解決しなければならない課題はほかにもあると考えられる。

第 4 期中長期計画期間内でどのレベルまで開発を完了させるのか、そのため

に必要な研究課題になっているか（必要条件だが十分条件になっているのか）

再考が望まれる。 
 高温ガス炉の製造時及び水素製造時における CO2 排出量を定量化し、低減す

る観点が必要。排出量定量化手法に関する研究テーマ、排出量の大きい製造工

程、材料を見直すための研究テーマが必要と思われる。 
 

(2) 方向性・目的・目標等の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む。） 
技術系委員 10 名のうち、7 名の委員が「妥当」、3 名の委員が「要改善」と評し

た。以下に代表的なコメントを付す。 
 国の方針を反映させた方向性・目的・目標となっており妥当と判断される。 
 社会受容性、政治的な説明の容易性などを考えると、SMR という新技術とし

て社会に認識してもらうことが重要なように思われ、SMR という観点からの

研究課題がないか確認していただきたい。カーボンフリー水素製造技術とし

て、非常に注目されており、不退転の決意で研究開発を進めなくてはならない

状況になっていると思われる。水素製造技術として、高温水電解など、前向き

に選択肢を増やすことも必要かもしれない。メタン熱分解は CO2 排出が伴う

ため、昨今の急激なカーボンニュートラルへの政治的な流れを考えると、早め

に選択肢から除外した方が非難を受けずに穏当かもしれない。 
 水素製造設備について、現在 100L/h（18m×4m）。将来の目標は 3×107L/h と

なっている。現在の規模でスケールアップすると 4.6km×4.6km の面積が必

要となる。3×105×18m×4m＝216×105m2＝21.6km2。スケールアップに伴う

コンパクト技術開発が必用である。 
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 水素製造技術の研究開発：個別要素技術の産業界への技術移転：掲げられてい

るように開発段階からの産業界（ユーザーだけでなくプラントメーカーが大

事）を取り込むことが必要と考えます。 
特許：有効期間は出願から20年です。実用化時期に効力がないと意味がなく、

先に出した特許に阻害され，必要な時期に必要な特許が成立しないこともあ

りますので、全体観を持って戦略的に進める必要があると思います。 
 高温ガス炉と水素製造施設の接続については課題の明確化が必要。安全性と

経済性を両立する観点、社会実装に向け法規・基準を整備する視点が必要。 
 

(3) 研究開発の進め方の妥当性 
技術系委員 10 名のうち、8 名の委員が「妥当」、2 名の委員が「要改善」と評し

た。以下に代表的なコメントを付す。 
 国の方針に基づき、専門家の意見を入れながら研究開発を進める計画となっ

ており妥当と判断される。 
 ステークホルダーと協力して研究開発を進める計画であり、進め方は妥当。 
 原子力水素製造対象技術は、これまでの IS 法の他にも各種存在し、その社会

実装の規模、時期などを勘案する必要がある。 
 2030 年には温室効果ガス 46％削減が日本の目標であるので、これも国の方針

である。 
 国の CN 政策は、幅広いエネルギーの可能性を模索するものであり、水素製

造以外に発電用と、産業利用セクターへの社会実装の可能性を検討すべき。水

素以外のカーボンニュートラル合成燃料製造への高温ガス炉の応用可能性に

ついて検討が必要。SMR については再エネ由来電気と CCS によりキャプチ

ャーした CO2の活用を検討すべき。 
 

(4) 研究資金・人材（体制）等の研究開発資源の配分計画の妥当性 
技術系委員 10 名のうち、10 名の委員が「妥当」と評した。以下に代表的なコメ

ントを付す。 
 研究開発に必要なリソースを確保しつつ有効に配分する計画となっており妥

当と判断される。 
 海外連携等を活用した資金獲得は妥当。 
 カーボンニュートラルの潮流を受け、さらなる資金獲得に期待したい。 
 産学官と協力して、ポーランドや英国等と協力を行い高温ガス炉技術の海外

展開を進めているが、カーボンニュートラルに貢献することをより積極的に

開発する戦略が示せると良い。 
 今期中長計中に HTTR も初臨界 30 年を経過し、設備維持のための費用が増

えていく可能性が高い。資金配分に当たって留意すべきと考える。 
 

(5) 国内外他機関（原子力以外の分野を含む）との連携の妥当性 
委員 12 名のうち、11 名の委員が「妥当」、1 名の委員が「要改善」と評した。以

下に代表的なコメントを付す。 
 大いに国内外他機関との連携し、本研究開発の社会実装を加速してほしい。 

 

 

4．評価結果 
 4.1 事前評価 

(1) 研究開発課題の選定の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む。） 
技術系委員 10 名のうち、8 名の委員が「妥当」、2 名の委員が「要改善」と評した。

以下に代表的なコメントを付す。 
 高温ガス炉およびこれによる熱利用技術の研究開発は、国のエネルギー政策

や経済政策との平仄は取れている。高温ガス炉の安全性を確保するための研

究の重要性は高い。また、水素製造に関しても、世界的にも関心が高まってお

り、課題の選定は妥当と判断される。 
 グリーン成長戦略において SMR は重要で、高温ガス炉は有用である。グリー

ン水素は必要であり、IS 法による水素製造は妥当である。SMR としての

HTGR の価値を明示できると良い。水素の製造について IS 以外の在来の手法

との連携可能性、電力需要変動対応について検討が出来ると、社会受容性がよ

り高まる。 
 国の方針に従った課題となっており妥当。ただし水素製造に関する研究開発

は実用化に向けて解決しなければならない課題はほかにもあると考えられる。

第 4 期中長期計画期間内でどのレベルまで開発を完了させるのか、そのため

に必要な研究課題になっているか（必要条件だが十分条件になっているのか）

再考が望まれる。 
 高温ガス炉の製造時及び水素製造時における CO2 排出量を定量化し、低減す

る観点が必要。排出量定量化手法に関する研究テーマ、排出量の大きい製造工

程、材料を見直すための研究テーマが必要と思われる。 
 

(2) 方向性・目的・目標等の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む。） 
技術系委員 10 名のうち、7 名の委員が「妥当」、3 名の委員が「要改善」と評し

た。以下に代表的なコメントを付す。 
 国の方針を反映させた方向性・目的・目標となっており妥当と判断される。 
 社会受容性、政治的な説明の容易性などを考えると、SMR という新技術とし

て社会に認識してもらうことが重要なように思われ、SMR という観点からの

研究課題がないか確認していただきたい。カーボンフリー水素製造技術とし

て、非常に注目されており、不退転の決意で研究開発を進めなくてはならない

状況になっていると思われる。水素製造技術として、高温水電解など、前向き

に選択肢を増やすことも必要かもしれない。メタン熱分解は CO2 排出が伴う

ため、昨今の急激なカーボンニュートラルへの政治的な流れを考えると、早め

に選択肢から除外した方が非難を受けずに穏当かもしれない。 
 水素製造設備について、現在 100L/h（18m×4m）。将来の目標は 3×107L/h と

なっている。現在の規模でスケールアップすると 4.6km×4.6km の面積が必

要となる。3×105×18m×4m＝216×105m2＝21.6km2。スケールアップに伴う

コンパクト技術開発が必用である。 
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 英国原子力規制局から、日本の規制庁に両国の協調的規制を働きかけてもら

うことも、国際的にバランスの取れた規制が実施できて良いのかもしれない。

国際社会における英国の影響力は依然として大きいと考えられる。 
 実用プラント製作にはユーザーだけでなくプラントメーカーが必須です。そ

の点での連携の計画があまり見えませんが、お考えはいかがでしょうか。高温

ガス炉の実用化には国外実証炉が必要と考えると、その機会を得なければ、本

課題は研究のままで塩漬けになる可能性があり、海外プロジェクトでの高温

ガス炉技術採用は最重要課題です。技術採用は人的交流だけでなく、資金調達、

コスト、建設期間など現実的な課題があるため、中国など他国動向を意識し、

国内関係機関で連携を図って海外機関と交流していただきたい。 
 産業セクターとの共同研究は何を成果としていつまでに何ができる見通しか

について第 4 期計画では明確にしてほしい。 
 （原子力以外の分野を含む）と記載されているように、ぜひあらゆる分野との

連携の可能性を模索頂き、イノベーションに繋げて頂きたいです。 
 

(6) イノベーション創出の可能性と創出に向けた取組計画の妥当性 
委員 12 名のうち、10 名の委員が「妥当」、2 名の委員が「要改善」と評した。以

下に代表的なコメントを付す。 
 イノベーション創出の可能性と創出に向けた取組が計画されている。 
 特に IS の実用化に対してイノベーション創出を期待したい。 
 産業界への技術移転のためには産業界からの具体的な要望事項の抽出にも注

意を払う必要あり。 
 この項目において技術開発の評価項目と重複しないのは、産業界への技術移

転方針の部分だけである。この点について何をどこまで、どのように移転する

のか、それをどのように決めるのかについて明確化するべき。 
 カーボンフリー水素製造技術の実用化というイノベーションももちろんのこ

と、熱利用等による新たな研究開発のシーズ探索及び他分野への橋渡し支援

も御検討いただき広いイノベーション創出可能性を御検討いただきたい。 
 

(7) 社会実装に向けた取組計画の妥当性（技術・知識基盤プラットフォームの構築・

提供を含む） 
委員 12 名のうち、9 名の委員が「妥当」、3 名の委員が「要改善」と評した。以下

に代表的なコメントを付す。 
 国内外の機関と連携を図ることで社会実装を目指す計画となっており妥当と

判断される。 
 社会実装の実例を国内外で着実に積み上げて、それを社会に広報していくし

かないように思われる。 
 社会実装に向けては高温ガス炉の環境価値を明確化、定量化することが期待

されている。海外への展開については動向を適切にベンチマークすることが

必要。 
 この項目の内訳として書かれていることは（1）と重複している。評価項目と

して独立した内容を持てないなら、項目自体を削除するべき。 
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 着実にビジネスモデルを構築し国内外での社会実装に繋げて頂きたい。 
 

(8) 科学技術政策、社会的・経済的意義/ニーズへの適合性 
委員 12 名のうち、9 名の委員が「妥当」、3 名の委員が「要改善」と評した。以下

に代表的なコメントを付す。 
 国の方針に合致しており、社会的ニーズへ適合している。 
 水素製造量の見込みを示せると良い。 
 原子力機構ではカーボンフリー水素製造法として IS法の研究が進められてい

るが、民間では他にも高温水蒸気電解法を含む、様々な製造方法が提案されて

いる。これらの様々な技術の高温ガス炉への適用性を幅広く調査し、早期の社

会実装を目指していただきたい。 
 エネルギー基本計画は 2030 年の温暖化ガス低減を目指しており、実装計画に

ついてはより具体化した上で、位置付けを明確にすることが必要。 
 国の方針に沿って技術開発をするのは当然のことであり、それを進め、達成す

ることが技術開発の目標となる。もし、それが科学技術政策、社会的・経済的

意義であるならば、評価項目の重複であるから削除するべきである。また、「ニ

ーズへの適合性」のニーズが産業セクターからのニーズであるなら産学連携

の項目と重複しないように項目だてをするべき。 
 

(9) 研究開発課題/成果の社会的受容性（社会へ及ぼす影響度の想定） 
委員 12 名のうち、9 名の委員が「妥当」、3 名の委員が「要改善」と評した。以下

に代表的なコメントを付す。 
 SDGs の観点からの整理も明示的にあった方が、社会への広報には良いかも

しれない。再生可能エネルギーのコミュニティとの接点も探す必要があるか

もしれない。 
 妥当であるが客観的に世論側に立った課題と対応の妥当性を充分吟味する必

要は感じる。 
 評価委員会選定基準や体制見直しも含め、パブリックアクセプタンスに向け

さらなる取り組み継続が必要。 
 発信で理解がなぜ得られると思うのか理解できない。 
 いまだに脱原発の世論が一部にはある中で、HTTR が国民の多くに安心され

る研究課題／成果として理解されてはいない。HP、Twitter といった情報発

信も重要で、改善点はあるがすでに取り組まれている。しかし、社会的受容性

を高めるためには、講演会やオンラインイベントでも質疑応答の時間を多く

とるなど、もっと双方向性のある社会との対話を重視する必要がある。 
 

(10) 人材育成に関する取組の妥当性（原子力を担う人材等） 
委員 12 名のうち、10 名の委員が「妥当」、2 名の委員が「要改善」と評した。以

下に代表的なコメントを付す。 
 社会的受容性については、本来的な意味での広報（public relation）を実施し

ていただきたい。また、社会的な懸念や動向に基づいて自らを見直すことなど

も含めて計画に含めることが本来かと思います。 

 

 

 英国原子力規制局から、日本の規制庁に両国の協調的規制を働きかけてもら

うことも、国際的にバランスの取れた規制が実施できて良いのかもしれない。

国際社会における英国の影響力は依然として大きいと考えられる。 
 実用プラント製作にはユーザーだけでなくプラントメーカーが必須です。そ

の点での連携の計画があまり見えませんが、お考えはいかがでしょうか。高温

ガス炉の実用化には国外実証炉が必要と考えると、その機会を得なければ、本

課題は研究のままで塩漬けになる可能性があり、海外プロジェクトでの高温

ガス炉技術採用は最重要課題です。技術採用は人的交流だけでなく、資金調達、

コスト、建設期間など現実的な課題があるため、中国など他国動向を意識し、

国内関係機関で連携を図って海外機関と交流していただきたい。 
 産業セクターとの共同研究は何を成果としていつまでに何ができる見通しか

について第 4 期計画では明確にしてほしい。 
 （原子力以外の分野を含む）と記載されているように、ぜひあらゆる分野との

連携の可能性を模索頂き、イノベーションに繋げて頂きたいです。 
 

(6) イノベーション創出の可能性と創出に向けた取組計画の妥当性 
委員 12 名のうち、10 名の委員が「妥当」、2 名の委員が「要改善」と評した。以

下に代表的なコメントを付す。 
 イノベーション創出の可能性と創出に向けた取組が計画されている。 
 特に IS の実用化に対してイノベーション創出を期待したい。 
 産業界への技術移転のためには産業界からの具体的な要望事項の抽出にも注

意を払う必要あり。 
 この項目において技術開発の評価項目と重複しないのは、産業界への技術移

転方針の部分だけである。この点について何をどこまで、どのように移転する

のか、それをどのように決めるのかについて明確化するべき。 
 カーボンフリー水素製造技術の実用化というイノベーションももちろんのこ

と、熱利用等による新たな研究開発のシーズ探索及び他分野への橋渡し支援

も御検討いただき広いイノベーション創出可能性を御検討いただきたい。 
 

(7) 社会実装に向けた取組計画の妥当性（技術・知識基盤プラットフォームの構築・

提供を含む） 
委員 12 名のうち、9 名の委員が「妥当」、3 名の委員が「要改善」と評した。以下

に代表的なコメントを付す。 
 国内外の機関と連携を図ることで社会実装を目指す計画となっており妥当と

判断される。 
 社会実装の実例を国内外で着実に積み上げて、それを社会に広報していくし

かないように思われる。 
 社会実装に向けては高温ガス炉の環境価値を明確化、定量化することが期待

されている。海外への展開については動向を適切にベンチマークすることが

必要。 
 この項目の内訳として書かれていることは（1）と重複している。評価項目と

して独立した内容を持てないなら、項目自体を削除するべき。 
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 5 名以上の研究者受入れが高温ガス炉の実用化とどのようにつながるのか、取

組としては妥当だが、手段の数値目標ではなく、成果の目標（現状の人員規模

を維持する等）を記載いただきたい。 
 核融合では国の研究機関と大学との共同研究が盛んに行われている。高温ガ

ス炉も大学での研究開発を通して、若手研究者の育成や支援ができないか検

討していただきたい。 
 組織維持のための人材育成と高温ガス炉技術の人材育成がイコールであるか

のように見える目標設定は国民の理解を得られるだろうか。組織維持につい

ては別に項目をたてて現状把握に基づいた増員等の理解を得られるようにす

べきと思う。 
 受入人材については、原子力機構等高温ガス炉の技術者・研究者の獲得を目指

すという範囲に限定せず、人文社会学系の学生や大学院生などより幅広い分

野の研究者や学生を受け入れ、高温ガス炉の可能性について範囲を限定せず

に探っていただきたいと思いますのでそれに対応した目標設定も御検討くだ

さい。また、人材育成の視点から、人材の受入れのみでなく、HTTR 職員が外

に出て様々な経験や知見や人的つながりを得られるような目標や支援も設定

してはいかがでしょうか。 
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5．まとめ 
 事前評価に関して、複数の評価委員が「要改善」と評価した項目はあるものの、過半の委員

が「妥当」と評価した。また、「要改善」とした指摘事項は、今後の研究開発をより良くする

ための追加の提案・コメント及び評価項目の設定に対するコメントであり、第 4 期中長期計

画案へ直接反映するものではないが、中長期計画に基づき事業年度の業務運営に関する計画

（年度計画）又は年度計画が求める目標の達成に必要な措置を定めた年度実施計画等へ反映

させることで、2050 年カーボンニュートラルの実現に向けたより良い研究開発を進めるため

に役立てることを期待する。 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 5 名以上の研究者受入れが高温ガス炉の実用化とどのようにつながるのか、取

組としては妥当だが、手段の数値目標ではなく、成果の目標（現状の人員規模

を維持する等）を記載いただきたい。 
 核融合では国の研究機関と大学との共同研究が盛んに行われている。高温ガ

ス炉も大学での研究開発を通して、若手研究者の育成や支援ができないか検

討していただきたい。 
 組織維持のための人材育成と高温ガス炉技術の人材育成がイコールであるか

のように見える目標設定は国民の理解を得られるだろうか。組織維持につい

ては別に項目をたてて現状把握に基づいた増員等の理解を得られるようにす

べきと思う。 
 受入人材については、原子力機構等高温ガス炉の技術者・研究者の獲得を目指

すという範囲に限定せず、人文社会学系の学生や大学院生などより幅広い分

野の研究者や学生を受け入れ、高温ガス炉の可能性について範囲を限定せず

に探っていただきたいと思いますのでそれに対応した目標設定も御検討くだ

さい。また、人材育成の視点から、人材の受入れのみでなく、HTTR 職員が外

に出て様々な経験や知見や人的つながりを得られるような目標や支援も設定

してはいかがでしょうか。 
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 【

事
前

評
価

】
第

4
期

中
長

期
計

画
期

間
中

の
研

究
計

画
に

関
す

る
評

価
委

員
か

ら
の

意
見

一
覧

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
別

添
2 

 
評

価
 

研 究 開 発 課 題 「 高 温 ガ ス 炉 と こ れ に よ る 熱 利 用 技 術 の 研 究 開 発 」 熱 利 用 技 術 開 発  

(1
) 
研

究
開

発
課

題
の

選
定

の
妥

当
性
（

効
果
・
効

用
（

ア
ウ

ト
カ

ム
）

の
観

点
を

含
む

）
 

 
エ

ネ
ル

ギ
ー

基
本

計
画

及
び

グ
リ

ー
ン

成
長

戦
略

等
、

国
の

方
針

に
基

づ
き

「
高

温
ガ

ス
炉

及
び

こ
れ

に
よ

る
熱

利
用

技
術

の
研

究
開

発
」

を
実

施
す

る
。

 
 

「
グ

リ
ー

ン
成

長
戦

略
」

の
ロ

ー
ド

マ
ッ

プ
に

は
20

30
年

ま
で

に
H

TT
R
の

固
有

の
安

全
性

確
認

の
た

め
の

試
験

、
カ

ー
ボ

ン
フ

リ
ー

水
素

製
造

に
必

要
な

技
術

開
発

を
行

う
と

示
さ

れ
て

い
る

。
 

 
こ

れ
ら

に
沿

っ
て

、
第

4
期

中
長

期
目

標
期

間
中

で
は

、
H

TT
R
に

よ
る

安
全

性
試

験
、

高
温

ガ
ス

炉
技

術
の

高
度

化
研

究
、
H

TT
R
に

水
素

製
造

施
設

を
接

続
し

た
熱

利
用

試
験

及
び

水
素

製
造

技
術

の
研

究
開

発
を

行
う

。
 

 
妥

当
8
名

、
要

改
善

2
名

 
 

高
温

ガ
ス

炉
お

よ
び

こ
れ

に
よ

る
熱

利
用

技
術

の
研

究
開

発
は

、
国

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

政
策

や
経

済
政

策
と

の
平

仄
は

取
れ

て
い

る
。
高

温
ガ

ス
炉

の
安

全
性

を
確

保
す

る
た

め
の

研
究

の
重

要
性

は
高

い
。
ま

た
、
水

素
製

造
に

関
し

て
も

、
世

界
的

に
も

関
心

が
高

ま
っ

て
お

り
、
課

題
の

選
定

は
妥

当
と

判
断

さ
れ

る
。
放

射
性

ヨ
ウ

素
に

係

る
研

究
に

つ
い

て
は

、
軽

水
炉

と
の

違
い

な
ど

を
説

明
し

、
冷

却
水

を
用

い
な

い
高

温
ガ

ス
炉

特
有

の
課

題
を

分

か
り

易
く

説
明

す
る

必
要

が
あ

る
。
福

島
原

発
事

故
を

経
て

、
社

会
的

に
は

、
放

射
性

ヨ
ウ

素
よ

り
も

、
放

射
性

セ
シ

ウ
ム

の
挙

動
が

気
に

な
る

よ
う

に
思

う
。

 

妥
当

 

付
録

6
の

6
頁

の
期

待
さ

れ
る

成
果

2
は

「
そ

れ
を

反
映

し
た

将
来

炉
の

安
全

性
の

さ
ら

な
る

向
上

」
で

は
な

く
、
「

そ
れ

を
反

映
し

た
将

来
炉

の
安

全
性

評
価

の
精

緻
化

」
で

は
な

い
で

し
ょ

う
か

。
付

録
6
の

12
頁

に
つ

い
て

、
口

頭
で

は
、
緊

急
時

対
応
（

オ
フ

サ
イ

ト
）
も

検
討

対
象

と
い

う
こ

と
で

し
た

が
、
資

料
に

は
記

載
が

あ

り
ま

せ
ん

。
必

要
に

応
じ

て
追

加
い

た
だ

け
る

と
よ

い
と

思
い

ま
す

。
 

妥
当

 

国
の

方
針

に
従

っ
た

課
題

と
な

っ
て

お
り

妥
当

。
た

だ
し

水
素

製
造

に
関

す
る

研
究

開
発

は
実

用
化

に
向

け
て

解
決

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
課

題
は

ほ
か

に
も

あ
る

と
考

え
ら

れ
る

。
第

4
期

中
長

期
計

画
期

間
内

で
ど

の
レ

ベ
ル

ま
で

開
発

を
完

了
さ

せ
る

の
か

、
そ

の
た

め
に

必
要

な
研

究
課

題
に

な
っ

て
い

る
か
（

必
要

条
件

だ
が

十
分

条
件

に
な

っ
て

い
る

の
か

）
再

考
が

望
ま

れ
る

。
 

要
改

善
 

現
在

の
技

術
段

階
を

踏
ま

え
国

の
方

針
を

反
映

さ
せ

た
研

究
開

発
課

題
を

選
定

し
て

お
り

妥
当

と
判

断
さ

れ

る
。

 
妥

当
 

グ
リ

ー
ン

成
長

戦
略

に
お

い
て

SM
R
は

重
要

で
、
高

温
ガ

ス
炉

は
有

用
で

あ
る

。
グ

リ
ー

ン
水

素
は

必
要

で
あ

り
、

IS
法

に
よ

る
水

素
製

造
は

妥
当

で
あ

る
。

SM
R

と
し

て
の

H
TG

R
の

価
値

を
明

示
で

き
る

と
良

い
。

水

素
の

製
造

に
つ

い
て

IS
以

外
の

在
来

の
手

法
と

の
連

携
可

能
性

、
電

力
需

要
変

動
対

応
に

つ
い

て
検

討
が

出
来

る
と

、
社

会
受

容
性

が
よ

り
高

ま
る

。
 

妥
当

 

―
 

妥
当

 
高

温
ガ

ス
炉

の
安

全
性

高
度

化
と

、
熱

利
用

技
術

と
し

て
水

素
製

造
と

い
う

課
題

は
社

会
の

流
れ

と
も

マ
ッ

チ

し
妥

当
と

判
断

し
ま

す
。

 
妥

当
 

―
 

妥
当

 
本

技
術

開
発

の
20

50
年

社
会

実
装

の
た

め
、
次

期
（

第
4
期

）
中

長
期

計
画

で
は

こ
れ

ま
で

の
研

究
開

発
を

踏
ま

え
、
商

業
装

置
と

し
て

の
安

全
性

と
実

効
性

の
足

固
め

が
最

優
先

課
題

。
こ

の
観

点
か

ら
、
選

定
さ

れ
た

研
究

開
発

課
題

は
妥

当
と

考
え

る
。

特
に

熱
利

用
の

た
め

の
H

TT
R
と

の
接

続
に

よ
る

性
能

確
認

は
必

須
。

 
妥

当
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高
温

ガ
ス

炉
の

製
造

時
及

び
水

素
製

造
時

に
お

け
る

C
O

2
排

出
量

を
定

量
化

し
、

低
減

す
る

観
点

が
必

要
。

排

出
量

定
量

化
手

法
に

関
す

る
研

究
テ

ー
マ

、
排

出
量

の
大

き
い

製
造

工
程

、
材

料
を

見
直

す
た

め
の

研
究

テ
ー

マ

が
必

要
と

思
わ

れ
る

。
 

要
改

善
 

(2
) 
方

向
性
・
目

的
・
目

標
等

の
妥

当
性
（

効
果
・
効

用
（

ア
ウ

ト
カ

ム
）

の
観

点
を

含
む

）
  

 
国

の
方

針
に

基
づ

き
、
第

4
期

中
長

期
目

標
期

間
中

で
は

、
H

TT
R
に

よ
る

安
全

性
試

験
、
高

温
ガ

ス
炉

技
術

の
高

度
化

研
究

、
H

TT
R
に

水
素

製
造

施
設

を
接

続
し

た
熱

利
用

試
験

及
び

水
素

製
造

技
術

の
研

究
開

発
を

行
う

。
 

 
上

記
の

研
究

開
発

を
通

し
て

、
高

温
ガ

ス
炉

の
安

全
性

の
さ

ら
な

る
向

上
、
高

温
ガ

ス
炉

の
経

済
性

向
上

、
高

温
ガ

ス
炉

と
水

素
製

造
施

設
の

接
続

に
係

る
基

盤
技

術
の

確
立

及
び

カ
ー

ボ
ン

フ
リ

ー
水

素
製

造
技

術
の

確
立

を
行

な
い

、
高

温
ガ

ス
炉

の
社

会
実

装
に

向
け

た
準

備
の

加
速

が
期

待
で

き
る

。
 

 
妥

当
7
名

、
要

改
善

3
名

 
 

社
会

受
容

性
、
政

治
的

な
説

明
の

容
易

性
な

ど
を

考
え

る
と

、
SM

R
と

い
う

新
技

術
と

し
て

社
会

に
認

識
し

て

も
ら

う
こ

と
が

重
要

な
よ

う
に

思
わ

れ
、

SM
R
と

い
う

観
点

か
ら

の
研

究
課

題
が

な
い

か
確

認
し

て
い

た
だ

き

た
い

。
 

カ
ー

ボ
ン

フ
リ

ー
水

素
製

造
技

術
と

し
て

、
非

常
に

注
目

さ
れ

て
お

り
、
不

退
転

の
決

意
で

研
究

開
発

を
進

め
な

く
て

は
な

ら
な

い
状

況
に

な
っ

て
い

る
と

思
わ

れ
る

。
水

素
製

造
技

術
と

し
て

、
高

温
水

電
解

な
ど

、
前

向
き

に

選
択

肢
を

増
や

す
こ

と
も

必
要

か
も

し
れ

な
い

。
メ

タ
ン

熱
分

解
は

C
O

2
排

出
が

伴
う

た
め

、
昨

今
の

急
激

な

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

へ
の

政
治

的
な

流
れ

を
考

え
る

と
、

早
め

に
選

択
肢

か
ら

除
外

し
た

方
が

非
難

を
受

け
ず

に
穏

当
か

も
し

れ
な

い
。

 

妥
当

 

―
 

妥
当

 
国

の
方

針
に

従
っ

た
目

標
と

な
っ

て
お

り
妥

当
。

人
材

育
成

に
関

し
て

は
目

標
の

具
体

化
を

検
討

さ
れ

た
い

。
 

妥
当

 

国
の

方
針

を
反

映
さ

せ
た

方
向

性
・

目
的

・
目

標
と

な
っ

て
お

り
妥

当
と

判
断

さ
れ

る
。

 
妥

当
 

水
素

製
造

の
た

め
の

、
装

置
、

原
子

炉
と

製
造

プ
ラ

ン
ト

の
接

続
に

関
し

て
も

適
切

に
検

討
さ

れ
て

い
る

。
 

グ
リ

ー
ン

水
素

製
造

と
し

て
の

水
蒸

気
電

解
法

な
ど

へ
の

貢
献

な
ど

を
明

確
に

示
せ

る
と

良
い

。
メ

タ
ン

燃
料

改
質

水
素

は
グ

レ
ー

水
素

で
あ

り
、

C
C

S
を

セ
ッ

ト
に

し
た

検
討

で
あ

る
こ

と
を

明
示

す
べ

き
。

IS
実

用
化

ま

で
の

つ
な

ぎ
と

し
て

在
来

の
水

電
気

分
解

グ
リ

ー
ン

水
素

を
検

討
に

含
め

る
と

、
水

素
開

発
戦

略
と

し
て

わ
か

り
易

い
。

 

妥
当

 

水
素

製
造

設
備

に
つ

い
て

、
現

在
10

0L
/h
（

18
m

×4
m
）
。
将

来
の

目
標

は
3×

10
7 L

/h
と

な
っ

て
い

る
。
現

在

の
規

模
で

ス
ケ

ー
ル

ア
ッ

プ
す

る
と

4.
6k

m
×

4.
6k

m
の

面
積

が
必

要
と

な
る

。
3×

10
5 ×

18
m
×

4m
＝

21
6×

10
5 m

2 ＝
21

.6
km

2 。
ス

ケ
ー

ル
ア

ッ
プ

に
伴

う
コ

ン
パ

ク
ト

技
術

開
発

が
必

用
で

あ
る

。
 

要
改

善
 

(1
)高

温
ガ

ス
炉

技
術

、
H

TT
R
と

水
素

製
造

施
設

接
続

試
験

：
妥

当
と

判
断

し
ま

す
。

 
(2

)水
素

製
造

技
術

の
研

究
開

発
 

・
個

別
要

素
技

術
の

産
業

界
へ

の
技

術
移

転
：
掲

げ
ら

れ
て

い
る

よ
う

に
開

発
段

階
か

ら
の

産
業

界
（

ユ
ー

ザ
ー

だ
け

で
な

く
プ

ラ
ン

ト
メ

ー
カ

ー
が

大
事

）
を

取
り

込
む

こ
と

が
必

要
と

考
え

ま
す

。
 

・
特

許
：
有

効
期

間
は

出
願

か
ら

20
年

で
す

。
実

用
化

時
期

に
効

力
が

な
い

と
意

味
が

な
く

、
先

に
出

し
た

特

許
に

阻
害

さ
れ

、
必

要
な

時
期

に
必

要
な

特
許

が
成

立
し

な
い

こ
と

も
あ

り
ま

す
の

で
、
全

体
観

を
持

っ
て

戦
略

的
に

進
め

る
必

要
が

あ
る

と
思

い
ま

す
。

 

要
改

善
 

 

 
 【

事
前

評
価

】
第

4
期

中
長

期
計

画
期

間
中

の
研

究
計

画
に

関
す

る
評

価
委

員
か

ら
の

意
見

一
覧

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
別

添
2 

 
評

価
 

研 究 開 発 課 題 「 高 温 ガ ス 炉 と こ れ に よ る 熱 利 用 技 術 の 研 究 開 発 」 熱 利 用 技 術 開 発  

(1
) 
研

究
開

発
課

題
の

選
定

の
妥

当
性
（

効
果
・
効

用
（

ア
ウ

ト
カ

ム
）

の
観

点
を

含
む

）
 

 
エ

ネ
ル

ギ
ー

基
本

計
画

及
び

グ
リ

ー
ン

成
長

戦
略

等
、

国
の

方
針

に
基

づ
き

「
高

温
ガ

ス
炉

及
び

こ
れ

に
よ

る
熱

利
用

技
術

の
研

究
開

発
」

を
実

施
す

る
。

 
 

「
グ

リ
ー

ン
成

長
戦

略
」

の
ロ

ー
ド

マ
ッ

プ
に

は
20

30
年

ま
で

に
H

TT
R
の

固
有

の
安

全
性

確
認

の
た

め
の

試
験

、
カ

ー
ボ

ン
フ

リ
ー

水
素

製
造

に
必

要
な

技
術

開
発

を
行

う
と

示
さ

れ
て

い
る

。
 

 
こ

れ
ら

に
沿

っ
て

、
第

4
期

中
長

期
目

標
期

間
中

で
は

、
H

TT
R
に

よ
る

安
全

性
試

験
、

高
温

ガ
ス

炉
技

術
の

高
度

化
研

究
、
H

TT
R
に

水
素

製
造

施
設

を
接

続
し

た
熱

利
用

試
験

及
び

水
素

製
造

技
術

の
研

究
開

発
を

行
う

。
 

 
妥

当
8
名

、
要

改
善

2
名

 
 

高
温

ガ
ス

炉
お

よ
び

こ
れ

に
よ

る
熱

利
用

技
術

の
研

究
開

発
は

、
国

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

政
策

や
経

済
政

策
と

の
平

仄
は

取
れ

て
い

る
。
高

温
ガ

ス
炉

の
安

全
性

を
確

保
す

る
た

め
の

研
究

の
重

要
性

は
高

い
。
ま

た
、
水

素
製

造
に

関
し

て
も

、
世

界
的

に
も

関
心

が
高

ま
っ

て
お

り
、
課

題
の

選
定

は
妥

当
と

判
断

さ
れ

る
。
放

射
性

ヨ
ウ

素
に

係

る
研

究
に

つ
い

て
は

、
軽

水
炉

と
の

違
い

な
ど

を
説

明
し

、
冷

却
水

を
用

い
な

い
高

温
ガ

ス
炉

特
有

の
課

題
を

分

か
り

易
く

説
明

す
る

必
要

が
あ

る
。
福

島
原

発
事

故
を

経
て

、
社

会
的

に
は

、
放

射
性

ヨ
ウ

素
よ

り
も

、
放

射
性

セ
シ

ウ
ム

の
挙

動
が

気
に

な
る

よ
う

に
思

う
。

 

妥
当

 

付
録

6
の

6
頁

の
期

待
さ

れ
る

成
果

2
は

「
そ

れ
を

反
映

し
た

将
来

炉
の

安
全

性
の

さ
ら

な
る

向
上

」
で

は
な

く
、
「

そ
れ

を
反

映
し

た
将

来
炉

の
安

全
性

評
価

の
精

緻
化

」
で

は
な

い
で

し
ょ

う
か

。
付

録
6
の

12
頁

に
つ

い
て

、
口

頭
で

は
、
緊

急
時

対
応
（

オ
フ

サ
イ

ト
）
も

検
討

対
象

と
い

う
こ

と
で

し
た

が
、
資

料
に

は
記

載
が

あ

り
ま

せ
ん

。
必

要
に

応
じ

て
追

加
い

た
だ

け
る

と
よ

い
と

思
い

ま
す

。
 

妥
当

 

国
の

方
針

に
従

っ
た

課
題

と
な

っ
て

お
り

妥
当

。
た

だ
し

水
素

製
造

に
関

す
る

研
究

開
発

は
実

用
化

に
向

け
て

解
決

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
課

題
は

ほ
か

に
も

あ
る

と
考

え
ら

れ
る

。
第

4
期

中
長

期
計

画
期

間
内

で
ど

の
レ

ベ
ル

ま
で

開
発

を
完

了
さ

せ
る

の
か

、
そ

の
た

め
に

必
要

な
研

究
課

題
に

な
っ

て
い

る
か
（

必
要

条
件

だ
が

十
分

条
件

に
な

っ
て

い
る

の
か

）
再

考
が

望
ま

れ
る

。
 

要
改

善
 

現
在

の
技

術
段

階
を

踏
ま

え
国

の
方

針
を

反
映

さ
せ

た
研

究
開

発
課

題
を

選
定

し
て

お
り

妥
当

と
判

断
さ

れ

る
。

 
妥

当
 

グ
リ

ー
ン

成
長

戦
略

に
お

い
て

SM
R
は

重
要

で
、
高

温
ガ

ス
炉

は
有

用
で

あ
る

。
グ

リ
ー

ン
水

素
は

必
要

で
あ

り
、

IS
法

に
よ

る
水

素
製

造
は

妥
当

で
あ

る
。

SM
R

と
し

て
の

H
TG

R
の

価
値

を
明

示
で

き
る

と
良

い
。

水

素
の

製
造

に
つ

い
て

IS
以

外
の

在
来

の
手

法
と

の
連

携
可

能
性

、
電

力
需

要
変

動
対

応
に

つ
い

て
検

討
が

出
来

る
と

、
社

会
受

容
性

が
よ

り
高

ま
る

。
 

妥
当

 

―
 

妥
当

 
高

温
ガ

ス
炉

の
安

全
性

高
度

化
と

、
熱

利
用

技
術

と
し

て
水

素
製

造
と

い
う

課
題

は
社

会
の

流
れ

と
も

マ
ッ

チ

し
妥

当
と

判
断

し
ま

す
。

 
妥

当
 

―
 

妥
当

 
本

技
術

開
発

の
20

50
年

社
会

実
装

の
た

め
、
次

期
（

第
4
期

）
中

長
期

計
画

で
は

こ
れ

ま
で

の
研

究
開

発
を

踏
ま

え
、
商

業
装

置
と

し
て

の
安

全
性

と
実

効
性

の
足

固
め

が
最

優
先

課
題

。
こ

の
観

点
か

ら
、
選

定
さ

れ
た

研
究

開
発

課
題

は
妥

当
と

考
え

る
。

特
に

熱
利

用
の

た
め

の
H

TT
R
と

の
接

続
に

よ
る

性
能

確
認

は
必

須
。

 
妥

当
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―
 

妥
当

 
本

技
術

開
発

の
20

50
年

社
会

実
装

の
た

め
、
次

期
（

第
4
期

）
中

長
期

計
画

で
は

こ
れ

ま
で

の
研

究
開

発
を

踏
ま

え
、
商

業
装

置
と

し
て

の
安

全
性

と
実

効
性

の
足

固
め

が
最

優
先

課
題

。
こ

の
観

点
か

ら
、
選

定
さ

れ
た

研
究

開
発

課
題

は
妥

当
と

考
え

る
。

特
に

熱
利

用
の

た
め

の
H

TT
R
と

の
接

続
に

よ
る

性
能

確
認

は
必

須
。

 
妥

当
 

高
温

ガ
ス

炉
と

水
素

製
造

施
設

の
接

続
に

つ
い

て
は

課
題

の
明

確
化

が
必

要
。

安
全

性
と

経
済

性
を

両
立

す
る

観
点

、
社

会
実

装
に

向
け

法
規

・
基

準
を

整
備

す
る

視
点

が
必

要
。

 
要

改
善

 

(3
) 
研

究
開

発
の

進
め

方
の

妥
当

性
 

 
エ

ネ
ル

ギ
ー

基
本

計
画

及
び

グ
リ

ー
ン

成
長

戦
略

等
、

国
の

方
針

に
基

づ
き

、
研

究
開

発
を

進
め

る
。

 
 
ま

た
、
革

新
的

水
素

製
造

技
術

に
関

し
、
外

部
専

門
家

を
含

め
た

委
員

会
に

よ
る

技
術

評
価

を
完

了
し

実
用

プ
ラ

ン
ト

製
作

に
向

け
た

技
術

開
発

へ
の

移
行

を
判

断
す

る
計

画
で

あ
る

。
 

 
妥

当
8
名

、
要

改
善

2
名

 
 

余
剰

電
力

の
熱

利
用

な
ど

、
太

陽
光

発
電

や
風

力
発

電
と

の
協

調
的

な
運

用
が

望
ま

れ
る

が
、
そ

の
た

め
の

会
議

体
や

組
織

を
構

成
す

る
必

要
が

あ
る

か
も

し
れ

な
い

。
 

妥
当

 

―
 

妥
当

 
ス

テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
と

協
力

し
て

研
究

開
発

を
進

め
る

計
画

で
あ

り
、

進
め

方
は

妥
当

。
 

妥
当

 
国

の
方

針
に

基
づ

き
、

専
門

家
の

意
見

を
入

れ
な

が
ら

研
究

開
発

を
進

め
る

計
画

と
な

っ
て

お
り

妥
当

と
判

断

さ
れ

る
。

 
妥

当
 

IS
水

素
製

造
が

検
討

さ
れ

、
妥

当
で

あ
る

。
グ

リ
ー

ン
水

素
製

造
と

し
て

の
水

蒸
気

電
解

法
な

ど
へ

の
貢

献
な

ど
を

明
確

に
示

せ
る

と
良

い
。
カ

ー
ボ

ン
ニ

ュ
ー

ト
ラ

ル
へ

の
貢

献
性

を
明

示
で

き
る

と
良

い
。
水

電
気

分
解

、

タ
ー

ビ
ン

発
電

研
究

を
明

示
で

き
る

と
良

い
。

 
妥

当
 

20
30

年
に

は
温

室
効

果
ガ

ス
46

％
削

減
が

日
本

の
目

標
で

あ
る

の
で

、
こ

れ
も

国
の

方
針

で
あ

る
。

 
要

改
善

 
―

 
妥

当
 

―
 

妥
当

 
原

子
力

水
素

製
造

対
象

技
術

は
、
こ

れ
ま

で
の

IS
法

の
他

に
も

各
種

存
在

し
、
そ

の
社

会
実

装
の

規
模

、
時

期

な
ど

を
勘

案
す

る
必

要
が

あ
る

。
技

術
評

価
委

員
会

等
に

よ
る

コ
ー

ル
ド

ア
イ

を
入

れ
つ

つ
、
着

実
な

推
進

に
賛

成
す

る
。

 
妥

当
 

・
国

の
C

N
政

策
は

、
幅

広
い

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

可
能

性
を

模
索

す
る

も
の

で
あ

り
、

水
素

製
造

以
外

に
発

電
用

と
、

産
業

利
用

セ
ク

タ
ー

へ
の

社
会

実
装

の
可

能
性

を
検

討
す

べ
き

。
 

・
水

素
以

外
の

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

合
成

燃
料

製
造

へ
の

高
温

ガ
ス

炉
の

応
用

可
能

性
に

つ
い

て
検

討
が

必
要

。
SM

R
に

つ
い

て
は

再
エ

ネ
由

来
電

気
と

C
C

S
に

よ
り

キ
ャ

プ
チ

ャ
ー

し
た

C
O

2
の

活
用

を
検

討
す

べ

き
。

 

要
改

善
 

(4
) 
研

究
資

金
・
人

材
（

体
制

）
等

の
研

究
開

発
資

源
の

配
分

資
源

を
各

方
面

に
求

め
、

妥
当

と
判

断
さ

れ
る

。
 

妥
当

 
―

 
妥

当
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の
妥

当
性

 
 

H
TT

R
の

運
転

維
持

費
、
ポ

ー
ラ

ン
ド

高
温

ガ
ス

炉
計

画
等

は
文

科
省

の
交

付
金

の
獲

得
に

努
め

る
。

 
 

H
TT

R
-熱

利
用

試
験

に
関

し
て

は
、
エ

ネ
庁

委
託

事
業

の
外

部
資

金
獲

得
に

努
め

る
。

 
 
ポ

ー
ラ

ン
ド

高
温

ガ
ス

炉
計

画
へ

の
協

力
及

び
新

た
な

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
あ

る
H

TT
R

-熱
利

用
試

験
に

対
し

て
は

人
材

の
増

強
に

取
り

組
む

。
 

 
妥

当
10

名
、

要
改

善
0
名

 
 

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

の
潮

流
を

受
け

、
さ

ら
な

る
資

金
獲

得
に

期
待

し
た

い
。

 
妥

当
 

研
究

開
発

に
必

要
な

リ
ソ

ー
ス

を
確

保
し

つ
つ

有
効

に
配

分
す

る
計

画
と

な
っ

て
お

り
妥

当
と

判
断

さ
れ

る
。

 
妥

当
 

産
学

官
と

協
力

し
て

、
ポ

ー
ラ

ン
ド

や
英

国
等

と
協

力
を

行
い

高
温

ガ
ス

炉
技

術
の

海
外

展
開

を
進

め
て

い
る

が
、

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

に
貢

献
す

る
こ

と
を

よ
り

積
極

的
に

開
発

す
る

戦
略

が
示

せ
る

と
良

い
。

 
妥

当
 

―
 

妥
当

 
―

 
妥

当
 

今
期

中
長

計
中

に
H

TT
R

も
初

臨
界

30
年

を
経

過
し

、
設

備
維

持
の

た
め

の
費

用
が

増
え

て
い

く
可

能
性

が

高
い

。
資

金
配

分
に

当
た

っ
て

留
意

す
べ

き
と

考
え

る
。

 
妥

当
 

特
に

異
論

無
し

。
 

妥
当

 
海

外
連

携
等

を
活

用
し

た
資

金
獲

得
は

妥
当

。
 

妥
当

 

(5
) 
国

内
外

他
機

関
と

の
連

携
の

妥
当

性
 

 
高

温
ガ

ス
炉

産
学

官
協

議
会

で
実

用
化

に
向

け
た

課
題

の
議

論
、
ユ

ー
ザ

ー
と

な
る

電
力

及
び

製
鉄

メ
ー

カ
と

の
共

研
の

実
施

及
び

海
外

の
研

究
機

関
と

の
連

携
に

よ
る

高
温

ガ
ス

炉
技

術
の

確
証

に
よ

り
、
高

温
ガ

ス
炉

の
社

会
実

装
の

加
速

が
期

待
で

き
る

。
 

 
ポ

ー
ラ

ン
ド

N
C

B
J、

英
国

N
N

L
及

び
O

N
R

等
と

の
連

携
を

継
続

し
、

H
TT

R
を

英
国

原
子

力
規

制
局

か
ら

、
日

本
の

原
子

力
規

制
庁

に
両

国
の

協
調

的
規

制
を

働
き

か
け

て
も

ら
う

こ
と

も
、
国

際
的

に
バ

ラ
ン

ス
の

取
れ

た
規

制
が

実
施

で
き

て
良

い
の

か
も

し
れ

な
い

。
国

際
社

会
に

お
け

る
英

国
の

影
響

力
は

依
然

と
し

て
大

き
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

妥
当

 

―
 

妥
当

 
更

な
る

シ
ン

パ
の

獲
得

に
も

注
力

い
た

だ
き

た
い

。
 

妥
当

 
産

業
界

・
海

外
の

機
関

と
連

携
を

図
り

研
究

開
発

を
進

め
る

計
画

と
な

っ
て

お
り

妥
当

と
判

断
さ

れ
る

。
 

妥
当

 
高

温
ガ

ス
炉

産
学

官
協

議
、

英
国

な
ど

の
連

携
が

進
ん

で
い

る
。

 
妥

当
 

―
 

妥
当

 
(1

)実
用

プ
ラ

ン
ト

製
作

に
は

ユ
ー

ザ
ー

だ
け

で
な

く
プ

ラ
ン

ト
メ

ー
カ

ー
が

必
須

で
す

。
そ

の
点

で
の

連
携

の

計
画

が
あ

ま
り

見
え

ま
せ

ん
が

、
お

考
え

は
い

か
が

で
し

ょ
う

か
。

 
(2

)高
温

ガ
ス

炉
の

実
用

化
に

は
国

外
実

証
炉

が
必

要
と

考
え

る
と

、
そ

の
機

会
を

得
な

け
れ

ば
、

本
課

題
は

研

究
の

ま
ま

で
塩

漬
け

に
な

る
可

能
性

が
あ

り
、

海
外

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
の

高
温

ガ
ス

炉
技

術
採

用
は

最
重

要
課

要
改

善
 

 

 
 

―
 

妥
当

 
本

技
術

開
発

の
20

50
年

社
会

実
装

の
た

め
、
次

期
（

第
4
期

）
中

長
期

計
画

で
は

こ
れ

ま
で

の
研

究
開

発
を

踏
ま

え
、
商

業
装

置
と

し
て

の
安

全
性

と
実

効
性

の
足

固
め

が
最

優
先

課
題

。
こ

の
観

点
か

ら
、
選

定
さ

れ
た

研
究

開
発

課
題

は
妥

当
と

考
え

る
。

特
に

熱
利

用
の

た
め

の
H

TT
R
と

の
接

続
に

よ
る

性
能

確
認

は
必

須
。

 
妥

当
 

高
温

ガ
ス

炉
と

水
素

製
造

施
設

の
接

続
に

つ
い

て
は

課
題

の
明

確
化

が
必

要
。

安
全

性
と

経
済

性
を

両
立

す
る

観
点

、
社

会
実

装
に

向
け

法
規

・
基

準
を

整
備

す
る

視
点

が
必

要
。

 
要

改
善

 

(3
) 
研

究
開

発
の

進
め

方
の

妥
当

性
 

 
エ

ネ
ル

ギ
ー

基
本

計
画

及
び

グ
リ

ー
ン

成
長

戦
略

等
、

国
の

方
針

に
基

づ
き

、
研

究
開

発
を

進
め

る
。

 
 
ま

た
、
革

新
的

水
素

製
造

技
術

に
関

し
、
外

部
専

門
家

を
含

め
た

委
員

会
に

よ
る

技
術

評
価

を
完

了
し

実
用

プ
ラ

ン
ト

製
作

に
向

け
た

技
術

開
発

へ
の

移
行

を
判

断
す

る
計

画
で

あ
る

。
 

 
妥

当
8
名

、
要

改
善

2
名

 
 

余
剰

電
力

の
熱

利
用

な
ど

、
太

陽
光

発
電

や
風

力
発

電
と

の
協

調
的

な
運

用
が

望
ま

れ
る

が
、
そ

の
た

め
の

会
議

体
や

組
織

を
構

成
す

る
必

要
が

あ
る

か
も

し
れ

な
い

。
 

妥
当

 

―
 

妥
当

 
ス

テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
と

協
力

し
て

研
究

開
発

を
進

め
る

計
画

で
あ

り
、

進
め

方
は

妥
当

。
 

妥
当

 
国

の
方

針
に

基
づ

き
、

専
門

家
の

意
見

を
入

れ
な

が
ら

研
究

開
発

を
進

め
る

計
画

と
な

っ
て

お
り

妥
当

と
判

断

さ
れ

る
。

 
妥

当
 

IS
水

素
製

造
が

検
討

さ
れ

、
妥

当
で

あ
る

。
グ

リ
ー

ン
水

素
製

造
と

し
て

の
水

蒸
気

電
解

法
な

ど
へ

の
貢

献
な

ど
を

明
確

に
示

せ
る

と
良

い
。
カ

ー
ボ

ン
ニ

ュ
ー

ト
ラ

ル
へ

の
貢

献
性

を
明

示
で

き
る

と
良

い
。
水

電
気

分
解

、

タ
ー

ビ
ン

発
電

研
究

を
明

示
で

き
る

と
良

い
。

 
妥

当
 

20
30

年
に

は
温

室
効

果
ガ

ス
46

％
削

減
が

日
本

の
目

標
で

あ
る

の
で

、
こ

れ
も

国
の

方
針

で
あ

る
。

 
要

改
善

 
―

 
妥

当
 

―
 

妥
当

 
原

子
力

水
素

製
造

対
象

技
術

は
、
こ

れ
ま

で
の

IS
法

の
他

に
も

各
種

存
在

し
、
そ

の
社

会
実

装
の

規
模

、
時

期

な
ど

を
勘

案
す

る
必

要
が

あ
る

。
技

術
評

価
委

員
会

等
に

よ
る

コ
ー

ル
ド

ア
イ

を
入

れ
つ

つ
、
着

実
な

推
進

に
賛

成
す

る
。

 
妥

当
 

・
国

の
C

N
政

策
は

、
幅

広
い

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

可
能

性
を

模
索

す
る

も
の

で
あ

り
、

水
素

製
造

以
外

に
発

電
用

と
、

産
業

利
用

セ
ク

タ
ー

へ
の

社
会

実
装

の
可

能
性

を
検

討
す

べ
き

。
 

・
水

素
以

外
の

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

合
成

燃
料

製
造

へ
の

高
温

ガ
ス

炉
の

応
用

可
能

性
に

つ
い

て
検

討
が

必
要

。
SM

R
に

つ
い

て
は

再
エ

ネ
由

来
電

気
と

C
C

S
に

よ
り

キ
ャ

プ
チ

ャ
ー

し
た

C
O

2
の

活
用

を
検

討
す

べ

き
。

 

要
改

善
 

(4
) 
研

究
資

金
・
人

材
（

体
制

）
等

の
研

究
開

発
資

源
の

配
分

資
源

を
各

方
面

に
求

め
、

妥
当

と
判

断
さ

れ
る

。
 

妥
当

 
―

 
妥

当
 

JAEA-Evaluation 2022-006

- 59 -



 

 
 

通
じ

て
培

っ
た

我
が

国
の

高
温

ガ
ス

炉
技

術
を

海
外

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
採

用
さ

せ
る

よ
う

協
議

を
行

う
。

 
 
妥

当
11

名
、

要
改

善
1
名

 
 

題
で

す
。
技

術
採

用
は

人
的

交
流

だ
け

で
な

く
、
資

金
調

達
、
コ

ス
ト

、
建

設
期

間
な

ど
現

実
的

な
課

題
が

あ
る

た
め

、
中

国
な

ど
他

国
動

向
を

意
識

し
、
国

内
関

係
機

関
で

連
携

を
図

っ
て

海
外

機
関

と
交

流
し

て
い

た
だ

き
た

い
。

 
―

 
妥

当
 

大
い

に
国

内
外

他
機

関
と

の
連

携
し

、
本

研
究

開
発

の
社

会
実

装
を

加
速

し
て

ほ
し

い
。

 
妥

当
 

低
炭

素
化

が
必

要
か

つ
容

易
で

な
い

分
野

と
の

高
温

ガ
ス

炉
活

用
に

係
る

連
携

は
妥

当
。

 
妥

当
 

産
業

セ
ク

タ
ー

と
の

共
同

研
究

は
何

を
成

果
と

し
て

い
つ

ま
で

に
何

が
で

き
る

見
通

し
か

に
つ

い
て

第
4

期
計

画
で

は
明

確
に

し
て

ほ
し

い
。

 
妥

当
 

（
原

子
力

以
外

の
分

野
を

含
む

）
と

記
載

さ
れ

て
い

る
よ

う
に

、
ぜ

ひ
あ

ら
ゆ

る
分

野
と

の
連

携
の

可
能

性
を

模

索
頂

き
、

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
に

繋
げ

て
頂

き
た

い
で

す
。

 
妥

当
 

(6
) 
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

創
出

の
可

能
性

と
創

出
に

向
け

た
取

組
計

画
の

妥
当

性
 

 
高

温
ガ

ス
炉

へ
の

水
素

製
造

シ
ス

テ
ム

の
接

続
技

術
の

開
発

、
カ

ー
ボ

ン
フ

リ
ー

水
素

製
造

技
術

開
発

等
を

通
じ

て
新

た
な

価
値

を
見

い
だ

し
、
個

別
要

素
技

術
の

産
業

界
へ

の
技

術
移

転
方

針
を

定
め

る
こ

と
に

よ
り

、
社

会
実

装
に

繋
げ

る
こ

と
で

新
た

な
価

値
に

よ
る

社
会

の
変

革
が

期
待

で
き

る
。

 
 
妥

当
10

名
、

要
改

善
2
名

 
 

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

出
の

具
体

性
に

欠
け

る
が

、
現

段
階

で
は

仕
方

が
な

い
と

思
わ

れ
る

。
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ

ー
と

の
協

調
運

用
や

、
核

熱
を

利
用

し
た

大
気

中
C

O
2
直

接
回

収
と

合
成

燃
料

製
造

な
ど

、
こ

れ
ま

で
に

な
い

技
術

の
組

み
合

わ
せ

な
ど

の
例

示
が

あ
れ

ば
と

思
う

。
 

妥
当

 

―
 

妥
当

 
特

に
IS

の
実

用
化

に
対

し
て

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

出
を

期
待

し
た

い
。

 
妥

当
 

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

出
を

意
識

し
た

研
究

開
発

計
画

と
な

っ
て

お
り

妥
当

と
判

断
さ

れ
る

。
 

妥
当

 
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

創
出

の
可

能
性

と
創

出
に

向
け

た
取

組
計

画
が

さ
れ

て
い

る
。

 
妥

当
 

―
 

妥
当

 
―

 
妥

当
 

―
 

妥
当

 
主

旨
は

大
い

に
賛

成
。

産
業

界
へ

の
技

術
移

転
の

た
め

に
は

産
業

界
か

ら
の

具
体

的
な

要
望

事
項

の
抽

出
に

も

注
意

を
払

う
必

要
あ

り
。

 
妥

当
 

カ
ー

ボ
ン

フ
リ

ー
に

つ
な

が
る

技
術

開
発

を
通

じ
て

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
を

創
出

し
、

産
業

界
へ

の
実

装
に

つ
な

げ
る

取
り

組
み

は
妥

当
。

 
妥

当
 

こ
の

項
目

に
お

い
て

技
術

開
発

の
評

価
項

目
と

重
複

し
な

い
の

は
、

産
業

界
へ

の
技

術
移

転
方

針
の

部
分

だ
け

で
あ

る
。
こ

の
点

に
つ

い
て

何
を

ど
こ

ま
で

、
ど

の
よ

う
に

移
転

す
る

の
か

、
そ

れ
を

ど
の

よ
う

に
決

め
る

の
か

に
つ

い
て

明
確

化
す

る
べ

き
。

 
要

改
善
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カ
ー

ボ
ン

フ
リ

ー
水

素
製

造
技

術
の

実
用

化
と

い
う

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
も

も
ち

ろ
ん

の
こ

と
、

熱
利

用
等

に
よ

る
新

た
な

研
究

開
発

の
シ

ー
ズ

探
索

及
び

他
分

野
へ

の
橋

渡
し

支
援

も
御

検
討

い
た

だ
き

広
い

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

出
可

能
性

を
御

検
討

い
た

だ
き

た
い

。
 

要
改

善
 

(7
) 
社

会
実

装
に

向
け

た
取

組
計

画
の

妥
当

性
（

技
術
・
知

識
基

盤
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
の

構
築

・
提

供
を

含
む

）
 

 
高

温
ガ

ス
炉

産
学

官
協

議
会

で
実

用
化

に
向

け
た

課
題

の
議

論
、
ユ

ー
ザ

ー
と

な
る

電
力

及
び

製
鉄

メ
ー

カ
と

の
共

研
の

実
施

及
び

海
外

の
研

究
機

関
と

の
連

携
に

よ
る

高
温

ガ
ス

炉
技

術
の

確
証

に
よ

り
、
高

温
ガ

ス
炉

の
社

会
実

装
の

加
速

が
期

待
で

き
る

。
 

 
ポ

ー
ラ

ン
ド

N
C

B
J、

英
国

N
N

L
及

び
O

N
R

等
と

の
連

携
を

継
続

し
、

H
TT

R
を

通
じ

て
培

っ
た

我
が

国
の

高
温

ガ
ス

炉
技

術
を

海
外

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
採

用
さ

せ
る

よ
う

協
議

を
行

う
。

 
 

妥
当

9
名

、
要

改
善

3
名

 
 

社
会

実
装

の
実

例
を

国
内

外
で

着
実

に
積

み
上

げ
て

、
そ

れ
を

社
会

に
広

報
し

て
い

く
し

か
な

い
よ

う
に

思
わ

れ
る

。
 

妥
当

 

―
 

妥
当

 
社

会
実

装
に

向
け

た
数

々
の

取
り

組
み

が
計

画
さ

れ
て

お
り

、
妥

当
。

 
妥

当
 

国
内

外
の

機
関

と
連

携
を

図
る

こ
と

で
社

会
実

装
を

目
指

す
計

画
と

な
っ

て
お

り
妥

当
と

判
断

さ
れ

る
。

 
妥

当
 

高
温

ガ
ス

炉
産

学
官

協
議

会
で

実
用

化
に

向
け

た
課

題
の

議
論

が
計

画
さ

れ
て

い
る

。
 

妥
当

 
―

 
妥

当
 

(1
)実

用
プ

ラ
ン

ト
製

作
に

は
ユ

ー
ザ

ー
だ

け
で

な
く

プ
ラ

ン
ト

メ
ー

カ
ー

が
必

須
で

す
。

そ
の

点
で

の
連

携
の

計
画

が
あ

ま
り

見
え

ま
せ

ん
が

、
お

考
え

は
い

か
が

で
し

ょ
う

か
。

 
(2

)高
温

ガ
ス

炉
の

実
用

化
に

は
国

外
実

証
炉

が
必

要
と

考
え

る
と

、
そ

の
機

会
を

得
な

け
れ

ば
、

本
課

題
は

研

究
の

ま
ま

で
塩

漬
け

に
な

る
可

能
性

が
あ

り
、

海
外

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
の

高
温

ガ
ス

炉
技

術
採

用
は

最
重

要
課

題
で

す
。
技

術
採

用
は

人
的

交
流

だ
け

で
な

く
、
資

金
調

達
、
コ

ス
ト

、
建

設
期

間
な

ど
現

実
的

な
課

題
が

あ
る

た
め

、
中

国
な

ど
他

国
動

向
を

意
識

し
、
国

内
関

係
機

関
で

連
携

を
図

っ
て

海
外

機
関

と
交

流
し

て
い

た
だ

き
た

い
。

 

要
改

善
 

―
 

妥
当

 
異

論
無

し
。

 
妥

当
 

社
会

実
装

に
向

け
て

は
高

温
ガ

ス
炉

の
環

境
価

値
を

明
確

化
、
定

量
化

す
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
て

い
る

。
海

外
へ

の
展

開
に

つ
い

て
は

動
向

を
適

切
に

ベ
ン

チ
マ

ー
ク

す
る

こ
と

が
必

要
。

 
要

改
善

 

こ
の

項
目

の
内

訳
と

し
て

書
か

れ
て

い
る

こ
と

は
（

1）
と

重
複

し
て

い
る

。
評

価
項

目
と

し
て

独
立

し
た

内
容

を
持

て
な

い
な

ら
、

項
目

自
体

を
削

除
す

る
べ

き
。

 
要

改
善

 

着
実

に
ビ

ジ
ネ

ス
モ

デ
ル

を
構

築
し

国
内

外
で

の
社

会
実

装
に

繋
げ

て
頂

き
た

い
。

 
妥

当
 

(8
) 
科

学
技

術
政

策
、

社
会

的
・
経

済
的

意
義

／
ニ

ー
ズ

へ
の

適
合

性
 

軽
水

炉
や

高
速

炉
が

逆
風

下
で

振
る

わ
な

い
中

、
高

温
ガ

ス
炉

は
追

い
風

に
乗

っ
て

お
り

、
核

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

平

和
利

用
技

術
の

騎
手

と
し

て
の

責
任

感
も

生
じ

て
い

る
よ

う
に

思
う

。
 

妥
当

 

―
 

妥
当

 

 

 
 

通
じ

て
培

っ
た

我
が

国
の

高
温

ガ
ス

炉
技

術
を

海
外

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
採

用
さ

せ
る

よ
う

協
議

を
行

う
。

 
 
妥

当
11

名
、

要
改

善
1
名

 
 

題
で

す
。
技

術
採

用
は

人
的

交
流

だ
け

で
な

く
、
資

金
調

達
、
コ

ス
ト

、
建

設
期

間
な

ど
現

実
的

な
課

題
が

あ
る

た
め

、
中

国
な

ど
他

国
動

向
を

意
識

し
、
国

内
関

係
機

関
で

連
携

を
図

っ
て

海
外

機
関

と
交

流
し

て
い

た
だ

き
た

い
。

 
―

 
妥

当
 

大
い

に
国

内
外

他
機

関
と

の
連

携
し

、
本

研
究

開
発

の
社

会
実

装
を

加
速

し
て

ほ
し

い
。

 
妥

当
 

低
炭

素
化

が
必

要
か

つ
容

易
で

な
い

分
野

と
の

高
温

ガ
ス

炉
活

用
に

係
る

連
携

は
妥

当
。

 
妥

当
 

産
業

セ
ク

タ
ー

と
の

共
同

研
究

は
何

を
成

果
と

し
て

い
つ

ま
で

に
何

が
で

き
る

見
通

し
か

に
つ

い
て

第
4

期
計

画
で

は
明

確
に

し
て

ほ
し

い
。

 
妥

当
 

（
原

子
力

以
外

の
分

野
を

含
む

）
と

記
載

さ
れ

て
い

る
よ

う
に

、
ぜ

ひ
あ

ら
ゆ

る
分

野
と

の
連

携
の

可
能

性
を

模

索
頂

き
、

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
に

繋
げ

て
頂

き
た

い
で

す
。

 
妥

当
 

(6
) 
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

創
出

の
可

能
性

と
創

出
に

向
け

た
取

組
計

画
の

妥
当

性
 

 
高

温
ガ

ス
炉

へ
の

水
素

製
造

シ
ス

テ
ム

の
接

続
技

術
の

開
発

、
カ

ー
ボ

ン
フ

リ
ー

水
素

製
造

技
術

開
発

等
を

通
じ

て
新

た
な

価
値

を
見

い
だ

し
、
個

別
要

素
技

術
の

産
業

界
へ

の
技

術
移

転
方

針
を

定
め

る
こ

と
に

よ
り

、
社

会
実

装
に

繋
げ

る
こ

と
で

新
た

な
価

値
に

よ
る

社
会

の
変

革
が

期
待

で
き

る
。

 
 
妥

当
10

名
、

要
改

善
2
名

 
 

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

出
の

具
体

性
に

欠
け

る
が

、
現

段
階

で
は

仕
方

が
な

い
と

思
わ

れ
る

。
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ

ー
と

の
協

調
運

用
や

、
核

熱
を

利
用

し
た

大
気

中
C

O
2
直

接
回

収
と

合
成

燃
料

製
造

な
ど

、
こ

れ
ま

で
に

な
い

技
術

の
組

み
合

わ
せ

な
ど

の
例

示
が

あ
れ

ば
と

思
う

。
 

妥
当

 

―
 

妥
当

 
特

に
IS

の
実

用
化

に
対

し
て

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

出
を

期
待

し
た

い
。

 
妥

当
 

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

出
を

意
識

し
た

研
究

開
発

計
画

と
な

っ
て

お
り

妥
当

と
判

断
さ

れ
る

。
 

妥
当

 
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

創
出

の
可

能
性

と
創

出
に

向
け

た
取

組
計

画
が

さ
れ

て
い

る
。

 
妥

当
 

―
 

妥
当

 
―

 
妥

当
 

―
 

妥
当

 
主

旨
は

大
い

に
賛

成
。

産
業

界
へ

の
技

術
移

転
の

た
め

に
は

産
業

界
か

ら
の

具
体

的
な

要
望

事
項

の
抽

出
に

も

注
意

を
払

う
必

要
あ

り
。

 
妥

当
 

カ
ー

ボ
ン

フ
リ

ー
に

つ
な

が
る

技
術

開
発

を
通

じ
て

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
を

創
出

し
、

産
業

界
へ

の
実

装
に

つ
な

げ
る

取
り

組
み

は
妥

当
。

 
妥

当
 

こ
の

項
目

に
お

い
て

技
術

開
発

の
評

価
項

目
と

重
複

し
な

い
の

は
、

産
業

界
へ

の
技

術
移

転
方

針
の

部
分

だ
け

で
あ

る
。
こ

の
点

に
つ

い
て

何
を

ど
こ

ま
で

、
ど

の
よ

う
に

移
転

す
る

の
か

、
そ

れ
を

ど
の

よ
う

に
決

め
る

の
か

に
つ

い
て

明
確

化
す

る
べ

き
。

 
要

改
善
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高

温
ガ

ス
炉

及
び

カ
ー

ボ
ン

フ
リ

ー
水

素
製

造
に

関
す

る
研

究
開

発
を

行
い

、
第

6
次

エ
ネ

ル
ギ

ー
基

本
計

画
、

20
50

年
カ

ー
ボ

ン
ニ

ュ
ー

ト
ラ

ル
に

伴
う

グ
リ

ー
ン

成
長

戦
略

等
の

国
の

施
策

に
貢

献
す

る
。

 
 

妥
当

9
名

、
要

改
善

3
名

 
 

国
の

方
針

に
合

致
し

て
お

り
、

社
会

的
ニ

ー
ズ

へ
適

合
し

て
い

る
。

 
妥

当
 

国
の

グ
リ

ー
ン

成
長

戦
略

等
の

施
策

へ
の

貢
献

を
意

識
し

た
計

画
と

な
っ

て
お

り
妥

当
と

判
断

さ
れ

る
。

 
妥

当
 

水
素

製
造

量
の

見
込

み
を

示
せ

る
と

良
い

。
 

妥
当

 

20
30

年
に

は
温

室
効

果
ガ

ス
46

％
削

減
に

貢
献

す
る

も
入

れ
て

ほ
し

い
。

 
要

改
善

 
―

 
妥

当
 

原
子

力
機

構
で

は
カ

ー
ボ

ン
フ

リ
ー

水
素

製
造

法
と

し
て

IS
法

の
研

究
が

進
め

ら
れ

て
い

る
が

、
民

間
で

は
他

に
も

高
温

水
蒸

気
電

解
法

を
含

む
、
様

々
な

製
造

方
法

が
提

案
さ

れ
て

い
る

。
こ

れ
ら

の
様

々
な

技
術

の
高

温
ガ

ス
炉

へ
の

適
用

性
を

幅
広

く
調

査
し

、
早

期
の

社
会

実
装

を
目

指
し

て
い

た
だ

き
た

い
。

 
妥

当
 

異
論

無
し

。
 

妥
当

 
エ

ネ
ル

ギ
ー

基
本

計
画

は
20

30
年

の
温

暖
化

ガ
ス

低
減

を
目

指
し

て
お

り
、
実

装
計

画
に

つ
い

て
は

よ
り

具
体

化
し

た
上

で
、

位
置

付
け

を
明

確
す

る
こ

と
が

必
要

。
 

要
改

善
 

国
の

方
針

に
沿

っ
て

技
術

開
発

を
す

る
の

は
当

然
の

こ
と

で
あ

り
、
そ

れ
を

進
め

、
達

成
す

る
こ

と
が

技
術

開
発

の
目

標
と

な
る

。
も

し
、
そ

れ
が

科
学

技
術

政
策

、
社

会
的
・
経

済
的

意
義

で
あ

る
な

ら
ば

、
評

価
項

目
の

重
複

で
あ

る
か

ら
削

除
す

る
べ

き
で

あ
る

。
ま

た
、「

ニ
ー

ズ
へ

の
適

合
性

」
の

ニ
ー

ズ
が

産
業

セ
ク

タ
ー

か
ら

の
ニ

ー
ズ

で
あ

る
な

ら
産

学
連

携
の

項
目

と
重

複
し

な
い

よ
う

に
項

目
だ

て
を

す
る

べ
き

。
 

要
改

善
 

―
 

妥
当

 
(9

) 
研

究
開

発
課

題
／

成
果

の
社

会
的

受
容

性
（

社
会

へ
及

ぼ
す

影
響

度
の

想
定

）
 

 
講

演
会

や
H

P、
Tw

it
te

r等
を

活
用

し
て

広
く

一
般

の
方

々
に

広
報

し
、
か

つ
説

明
を

受
け

る
方

の
レ

ベ
ル

に
合

わ
せ

た
説

明
や

資
料

作
成

を
行

い
、
高

温
ガ

ス
炉

の
社

会
実

装
に

向
け

た
取

組
の

国
民

の
理

解
を

得
る

。
 

 

SD
G

s
の

観
点

か
ら

の
整

理
も

明
示

的
に

あ
っ

た
方

が
、

社
会

へ
の

広
報

に
は

良
い

か
も

し
れ

な
い

。
 

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

と
の

接
点

も
探

す
必

要
が

あ
る

か
も

し
れ

な
い

。
 

妥
当

 

―
 

妥
当

 
中

長
期

計
画

期
間

中
で

も
都

度
発

信
形

態
に

つ
い

て
は

見
直

し
を

期
待

し
た

い
。

 
妥

当
 

社
会

へ
の

情
報

発
信

を
強

く
意

識
し

た
計

画
と

な
っ

て
お

り
妥

当
と

判
断

さ
れ

る
。

 
妥

当
 

研
究

開
発

課
題

／
成

果
の

社
会

的
受

容
性

の
検

討
が

計
画

さ
れ

て
い

る
。

 
妥

当
 

―
 

妥
当

 
H

TT
R

再
稼

働
は

広
く

平
易

な
表

現
で

も
報

道
さ

れ
、

多
く

の
方

の
理

解
を

得
ら

れ
た

よ
う

に
感

じ
ま

す
。

今

後
も

継
続

的
に

発
信

お
願

い
い

た
し

ま
す

。
 

妥
当

 

―
 

妥
当
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妥
当

9
名

、
要

改
善

3
名

 
 

妥
当

で
あ

る
が

客
観

的
に

世
論

側
に

立
っ

た
課

題
と

対
応

の
妥

当
性

を
充

分
吟

味
す

る
必

要
は

感
じ

る
。

 
妥

当
 

評
価

委
員

会
選

定
基

準
や

体
制

見
直

し
も

含
め

、
パ

ブ
リ

ッ
ク

ア
ク

セ
プ

タ
ン

ス
に

向
け

さ
ら

な
る

取
り

組
み

継
続

が
必

要
。

 
要

改
善

 

説
明

を
受

け
る

側
の

レ
ベ

ル
と

い
う

の
は

何
の
「

レ
ベ

ル
」
に

つ
い

て
言

っ
て

い
る

の
か

。
発

信
で

理
解

が
な

ぜ

得
ら

れ
る

と
思

う
の

か
理

解
で

き
な

い
。

 
要

改
善

 

い
ま

だ
に

脱
原

発
の

世
論

が
一

部
に

は
あ

る
中

で
、

H
TT

R
が

国
民

の
多

く
に

安
心

さ
れ

る
研

究
課

題
／

成
果

と
し

て
理

解
さ

れ
て

は
い

な
い

。
H

P、
Tw

it
te

r
と

い
っ

た
情

報
発

信
も

重
要

で
、

改
善

点
は

あ
る

が
す

で
に

取
り

組
ま

れ
て

い
る

。
し

か
し

、
社

会
的

受
容

性
を

高
め

る
た

め
に

は
、
講

演
会

や
オ

ン
ラ

イ
ン

イ
ベ

ン
ト

で
も

質
疑

応
答

の
時

間
を

多
く

と
る

な
ど

、
も

っ
と

双
方

向
性

の
あ

る
社

会
と

の
対

話
を

重
視

す
る

必
要

が
あ

る
。

 

要
改

善
 

(1
0)

 人
材

育
成

に
関

す
る

取
組

の
妥

当
性

(原
子

力
を

担
う

人
材

等
) 

 
H

TT
R

に
国

内
外

の
研

究
者

等
を

毎
年

5
名

以
上

受
入

れ
、
個

別
に

設
定

し
た

テ
ー

マ
に

つ
い

て
研

修
を

行
な

う
と

と
も

に
、
高

温
ガ

ス
炉

の
研

究
開

発
に

携
わ

る
若

手
職

員
を

熟
練

職
員

と
ペ

ア
で

業
務

に
取

り
組

ま
せ

技
術

の
継

承
を

図
り

、
原

子
力

を
担

う
人

材
を

育
成

す
る

。
 

 
妥

当
10

名
、

要
改

善
2
名

 
 

妥
当

と
判

断
さ

れ
る

。
 

妥
当

 
社

会
的

受
容

性
に

つ
い

て
は

、
本

来
的

な
意

味
で

の
広

報
（

pu
bl

ic
 r

el
at

io
n）

を
実

施
し

て
い

た
だ

き
た

い
。

ま
た

、
社

会
的

な
懸

念
や

動
向

に
基

づ
い

て
自

ら
を

見
直

す
こ

と
な

ど
も

含
め

て
計

画
に

含
め

る
こ

と
が

本
来

か
と

思
い

ま
す

。
 

妥
当

 

5
名

以
上

の
研

究
者

受
入

れ
が

高
温

ガ
ス

炉
の

実
用

化
と

ど
の

よ
う

に
つ

な
が

る
の

か
、
取

組
と

し
て

は
妥

当
だ

が
、
手

段
の

数
値

目
標

で
は

な
く

、
成

果
の

目
標
（

現
状

の
人

員
規

模
を

維
持

す
る

等
）
を

記
載

い
た

だ
き

た
い

。
 

要
改

善
 

今
後

も
原

子
力

人
材

育
成

に
積

極
的

に
取

り
組

む
計

画
と

な
っ

て
お

り
妥

当
と

判
断

さ
れ

る
。

 
妥

当
 

H
TT

R
に

国
内

外
の

研
究

者
等

を
毎

年
5
名

以
上

受
入

れ
努

力
が

さ
れ

て
い

る
。

 
妥

当
 

―
 

妥
当

 
―

 
妥

当
 

核
融

合
で

は
国

の
研

究
機

関
と

大
学

と
の

共
同

研
究

が
盛

ん
に

行
わ

れ
て

い
る

。
高

温
ガ

ス
炉

も
大

学
で

の
研

究
開

発
を

通
し

て
、

若
手

研
究

者
の

育
成

や
支

援
が

で
き

な
い

か
検

討
し

て
い

た
だ

き
た

い
。

 
妥

当
 

異
論

無
し

。
 

妥
当

 
若

手
の

研
修

、
技

術
の

継
承

に
係

る
人

材
育

成
の

取
り

組
み

は
妥

当
。

 
妥

当
 

組
織

維
持

の
た

め
の

人
材

育
成

と
高

温
ガ

ス
炉

技
術

の
人

材
育

成
が

イ
コ

ー
ル

で
あ

る
か

の
よ

う
に

見
え

る
目

標
設

定
は

国
民

の
理

解
を

得
ら

れ
る

だ
ろ

う
か

。
組

織
維

持
に

つ
い

て
は

別
に

項
目

を
た

て
て

現
状

把
握

に
基

づ
い

た
増

員
等

の
理

解
を

得
ら

れ
る

よ
う

に
す

べ
き

と
思

う
。

 
要

改
善

 

受
入

人
材

に
つ

い
て

は
、
原

子
力

機
構

等
高

温
ガ

ス
炉

の
技

術
者
・
研

究
者

の
獲

得
を

目
指

す
と

い
う

範
囲

に
限

要
改

善
 

 

 
 

  
高

温
ガ

ス
炉

及
び

カ
ー

ボ
ン

フ
リ

ー
水

素
製

造
に

関
す

る
研

究
開

発
を

行
い

、
第

6
次

エ
ネ

ル
ギ

ー
基

本
計

画
、

20
50

年
カ

ー
ボ

ン
ニ

ュ
ー

ト
ラ

ル
に

伴
う

グ
リ

ー
ン

成
長

戦
略

等
の

国
の

施
策

に
貢

献
す

る
。

 
 

妥
当

9
名

、
要

改
善

3
名

 
 

国
の

方
針

に
合

致
し

て
お

り
、

社
会

的
ニ

ー
ズ

へ
適

合
し

て
い

る
。

 
妥

当
 

国
の

グ
リ

ー
ン

成
長

戦
略

等
の

施
策

へ
の

貢
献

を
意

識
し

た
計

画
と

な
っ

て
お

り
妥

当
と

判
断

さ
れ

る
。

 
妥

当
 

水
素

製
造

量
の

見
込

み
を

示
せ

る
と

良
い

。
 

妥
当

 

20
30

年
に

は
温

室
効

果
ガ

ス
46

％
削

減
に

貢
献

す
る

も
入

れ
て

ほ
し

い
。

 
要

改
善

 
―

 
妥

当
 

原
子

力
機

構
で

は
カ

ー
ボ

ン
フ

リ
ー

水
素

製
造

法
と

し
て

IS
法

の
研

究
が

進
め

ら
れ

て
い

る
が

、
民

間
で

は
他

に
も

高
温

水
蒸

気
電

解
法

を
含

む
、
様

々
な

製
造

方
法

が
提

案
さ

れ
て

い
る

。
こ

れ
ら

の
様

々
な

技
術

の
高

温
ガ

ス
炉

へ
の

適
用

性
を

幅
広

く
調

査
し

、
早

期
の

社
会

実
装

を
目

指
し

て
い

た
だ

き
た

い
。

 
妥

当
 

異
論

無
し

。
 

妥
当

 
エ

ネ
ル

ギ
ー

基
本

計
画

は
20

30
年

の
温

暖
化

ガ
ス

低
減

を
目

指
し

て
お

り
、
実

装
計

画
に

つ
い

て
は

よ
り

具
体

化
し

た
上

で
、

位
置

付
け

を
明

確
す

る
こ

と
が

必
要

。
 

要
改

善
 

国
の

方
針

に
沿

っ
て

技
術

開
発

を
す

る
の

は
当

然
の

こ
と

で
あ

り
、
そ

れ
を

進
め

、
達

成
す

る
こ

と
が

技
術

開
発

の
目

標
と

な
る

。
も

し
、
そ

れ
が

科
学

技
術

政
策

、
社

会
的
・
経

済
的

意
義

で
あ

る
な

ら
ば

、
評

価
項

目
の

重
複

で
あ

る
か

ら
削

除
す

る
べ

き
で

あ
る

。
ま

た
、「

ニ
ー

ズ
へ

の
適

合
性

」
の

ニ
ー

ズ
が

産
業

セ
ク

タ
ー

か
ら

の
ニ

ー
ズ

で
あ

る
な

ら
産

学
連

携
の

項
目

と
重

複
し

な
い

よ
う

に
項

目
だ

て
を

す
る

べ
き

。
 

要
改

善
 

―
 

妥
当

 
(9

) 
研

究
開

発
課

題
／

成
果

の
社

会
的

受
容

性
（

社
会

へ
及

ぼ
す

影
響

度
の

想
定

）
 

 
講

演
会

や
H

P、
Tw

it
te

r等
を

活
用

し
て

広
く

一
般

の
方

々
に

広
報

し
、
か

つ
説

明
を

受
け

る
方

の
レ

ベ
ル

に
合

わ
せ

た
説

明
や

資
料

作
成

を
行

い
、
高

温
ガ

ス
炉

の
社

会
実

装
に

向
け

た
取

組
の

国
民

の
理

解
を

得
る

。
 

 

SD
G

s
の

観
点

か
ら

の
整

理
も

明
示

的
に

あ
っ

た
方

が
、

社
会

へ
の

広
報

に
は

良
い

か
も

し
れ

な
い

。
 

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

と
の

接
点

も
探

す
必

要
が

あ
る

か
も

し
れ

な
い

。
 

妥
当

 

―
 

妥
当

 
中

長
期

計
画

期
間

中
で

も
都

度
発

信
形

態
に

つ
い

て
は

見
直

し
を

期
待

し
た

い
。

 
妥

当
 

社
会

へ
の

情
報

発
信

を
強

く
意

識
し

た
計

画
と

な
っ

て
お

り
妥

当
と

判
断

さ
れ

る
。

 
妥

当
 

研
究

開
発

課
題

／
成

果
の

社
会

的
受

容
性

の
検

討
が

計
画

さ
れ

て
い

る
。

 
妥

当
 

―
 

妥
当

 
H

TT
R

再
稼

働
は

広
く

平
易

な
表

現
で

も
報

道
さ

れ
、

多
く

の
方

の
理

解
を

得
ら

れ
た

よ
う

に
感

じ
ま

す
。

今

後
も

継
続

的
に

発
信

お
願

い
い

た
し

ま
す

。
 

妥
当

 

―
 

妥
当
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定
せ

ず
、
人

文
社

会
学

系
の

学
生

や
大

学
院

生
な

ど
よ

り
幅

広
い

分
野

の
研

究
者

や
学

生
を

受
け

入
れ

、
高

温
ガ

ス
炉

の
可

能
性

に
つ

い
て

範
囲

を
限

定
せ

ず
に

探
っ

て
い

た
だ

き
た

い
と

思
い

ま
す

の
で

そ
れ

に
対

応
し

た
目

標
設

定
も

御
検

討
く

だ
さ

い
。
ま

た
、
人

材
育

成
の

視
点

か
ら

、
人

材
の

受
入

れ
の

み
で

な
く

、
H

TT
R
職

員
が

外
に

出
て

様
々

な
経

験
や

知
見

や
人

的
つ

な
が

り
を

得
ら

れ
る

よ
う

な
目

標
や

支
援

も
設

定
は

い
か

が
で

し
ょ

う
か

。
 

総
合

所
見

 

堅
実

な
計

画
案

と
思

わ
れ

る
が

、
か

つ
て

の
IS

法
の

よ
う

に
、

部
外

者
や

若
者

の
関

心
も

引
く

よ
う

な
研

究
開

発
課

題
を

打
ち

上
げ

て
も

良
い

と
思

わ
れ

る
。

 
―

 
計

画
は

概
ね

妥
当

。
高

温
ガ

ス
炉

水
素

製
造

の
実

現
に

向
け

、
第

4
期

中
長

期
計

画
で

ど
こ

ま
で

達
成

す
る

の
か

を
明

確

に
し

、
計

画
的

な
推

進
を

期
待

し
ま

す
。

 
そ

れ
ぞ

れ
の

項
目

に
つ

い
て

、
現

在
ま

で
の

開
発

状
況

及
び

国
の

方
針

を
反

映
し

た
計

画
と

な
っ

て
お

り
妥

当
と

判
断

さ

れ
る

。
 

グ
リ

ー
ン

成
長

戦
略

に
お

い
て

SM
R
は

重
要

で
、

高
温

ガ
ス

炉
は

有
用

で
あ

る
。

グ
リ

ー
ン

水
素

は
必

要
で

あ
り

、
IS

法
に

よ
る

水
素

製
造

は
妥

当
で

あ
る

。
SM

R
と

し
て

の
H

TG
R
の

価
値

を
明

示
で

き
る

と
良

い
。

水
素

の
製

造
に

つ
い

て
IS

以
外

の
在

来
の

手
法

と
の

連
携

可
能

性
、

電
力

需
要

変
動

対
応

に
つ

い
て

検
討

が
出

来
る

と
、

社
会

受
容

性
が

よ
り

高
ま

る
。

グ
リ

ー
ン

水
素

製
造

と
し

て
の

水
蒸

気
電

解
法

な
ど

へ
の

貢
献

な
ど

を
明

確
に

示
せ

る
と

良
い

。
メ

タ
ン

燃
料

改
質

水
素

は
グ

レ
ー

水
素

で
あ

り
、

C
C

S
を

セ
ッ

ト
に

し
た

検
討

で
あ

る
こ

と
を

明
示

す
べ

き
。

IS
実

用
化

ま
で

の
つ

な

ぎ
と

し
て

在
来

の
水

電
気

分
解

グ
リ

ー
ン

水
素

を
検

討
に

含
め

る
と

、
水

素
開

発
戦

略
と

し
て

わ
か

り
易

い
。

 
「

20
50

年
カ

ー
ボ

ン
ニ

ュ
ー

ト
ラ

ル
に

伴
う

グ
リ

ー
ン

成
長

戦
略

等
の

国
の

施
策

に
貢

献
す

る
」

と
あ

る
が

、
20

50
年

は
30

年
後

で
あ

り
、

現
在

の
関

係
者

が
ほ

と
ん

ど
退

職
し

て
い

る
も

の
と

考
え

ら
れ

る
。

そ
こ

で
、
「

20
30

年
温

室
効

果

ガ
ス

46
％

削
減

に
貢

献
」

を
目

標
に

入
れ

る
こ

と
が

必
要

と
考

え
る

。
 

原
子

力
機

構
は

研
究

開
発

機
関

で
あ

る
が

、
本

課
題

で
は

高
温

ガ
ス

炉
の

海
外

実
績

作
り

や
水

素
製

造
技

術
の

実
用

化
な

ど
産

業
界

と
の

協
力

が
必

要
な

課
題

が
多

く
あ

り
、

前
広

に
連

携
し

な
が

ら
進

め
て

い
た

だ
き

た
い

。
 

第
4
期

中
長

期
計

画
で

は
熱

利
用

試
験

が
大

き
な

柱
と

な
っ

て
い

る
。

特
に

高
温

ガ
ス

炉
と

水
素

製
造

プ
ラ

ン
ト

等
の

熱

利
用

施
設

と
の

接
続

に
関

す
る

許
認

可
に

つ
い

て
は

、
今

後
の

高
温

ガ
ス

炉
の

展
開

上
き

わ
め

て
重

要
と

考
え

ら
れ

る
の
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で
、

こ
の

許
認

可
を

通
し

て
規

制
の

考
え

方
を

明
ら

か
に

し
、

世
界

標
準

と
な

る
よ

う
尽

力
い

た
だ

き
た

い
。

 
次

期
（

第
4
期

）
中

長
期

計
画

は
、

本
開

発
が

20
50

年
カ

ー
ボ

ン
ニ

ュ
ー

ト
ラ

ル
実

現
の

一
翼

を
担

う
た

め
に

、
こ

れ
ま

で
の

研
究

開
発

を
踏

ま
え

商
業

装
置

と
し

て
の

安
全

性
と

実
効

性
の

足
固

め
を

す
る

重
要

期
間

と
認

識
す

る
。

そ
の

た
め

の
方

針
等

が
凡

そ
盛

り
込

ま
れ

て
お

り
妥

当
と

判
断

す
る

。
 

エ
ネ

ル
ギ

ー
基

本
計

画
の

改
訂

で
は

多
様

な
ニ

ー
ズ

に
応

え
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
て

お
り

、
長

期
計

画
、

中
期

計
画

い
ず

れ
も

改
善

の
余

地
が

あ
り

と
思

わ
れ

る
。

 
上

に
書

い
た

よ
う

に
評

価
項

目
の

独
立

性
と

原
子

力
関

係
者

、
高

温
ガ

ス
炉

関
係

者
以

外
か

ら
み

て
の
「

社
会

貢
献

」
の

項

目
と

し
て

妥
当

性
を

再
検

討
し

、
抜

本
的

な
見

直
し

を
す

る
べ

き
と

考
え

る
。

 
よ

く
練

ら
れ

て
い

る
と

思
い

ま
す

が
、

い
く

つ
か

コ
メ

ン
ト

を
述

べ
さ

せ
て

い
た

だ
き

ま
し

た
。

 
               

 
 

定
せ

ず
、
人

文
社

会
学

系
の

学
生

や
大

学
院

生
な

ど
よ

り
幅

広
い

分
野

の
研

究
者

や
学

生
を

受
け

入
れ

、
高

温
ガ

ス
炉

の
可

能
性

に
つ

い
て

範
囲

を
限

定
せ

ず
に

探
っ

て
い

た
だ

き
た

い
と

思
い

ま
す

の
で

そ
れ

に
対

応
し

た
目

標
設

定
も

御
検

討
く

だ
さ

い
。
ま

た
、
人

材
育

成
の

視
点

か
ら

、
人

材
の

受
入

れ
の

み
で

な
く

、
H

TT
R
職

員
が

外
に

出
て

様
々

な
経

験
や

知
見

や
人

的
つ

な
が

り
を

得
ら

れ
る

よ
う

な
目

標
や

支
援

も
設

定
は

い
か

が
で

し
ょ

う
か

。
 

総
合

所
見

 

堅
実

な
計

画
案

と
思

わ
れ

る
が

、
か

つ
て

の
IS

法
の

よ
う

に
、

部
外

者
や

若
者

の
関

心
も

引
く

よ
う

な
研

究
開

発
課

題
を

打
ち

上
げ

て
も

良
い

と
思

わ
れ

る
。

 
―

 
計

画
は

概
ね

妥
当

。
高

温
ガ

ス
炉

水
素

製
造

の
実

現
に

向
け

、
第

4
期

中
長

期
計

画
で

ど
こ

ま
で

達
成

す
る

の
か

を
明

確

に
し

、
計

画
的

な
推

進
を

期
待

し
ま

す
。

 
そ

れ
ぞ

れ
の

項
目

に
つ

い
て

、
現

在
ま

で
の

開
発

状
況

及
び

国
の

方
針

を
反

映
し

た
計

画
と

な
っ

て
お

り
妥

当
と

判
断

さ

れ
る

。
 

グ
リ

ー
ン

成
長

戦
略

に
お

い
て

SM
R
は

重
要

で
、

高
温

ガ
ス

炉
は

有
用

で
あ

る
。

グ
リ

ー
ン

水
素

は
必

要
で

あ
り

、
IS

法
に

よ
る

水
素

製
造

は
妥

当
で

あ
る

。
SM

R
と

し
て

の
H

TG
R
の

価
値

を
明

示
で

き
る

と
良

い
。

水
素

の
製

造
に

つ
い

て
IS

以
外

の
在

来
の

手
法

と
の

連
携

可
能

性
、

電
力

需
要

変
動

対
応

に
つ

い
て

検
討

が
出

来
る

と
、

社
会

受
容

性
が

よ
り

高
ま

る
。

グ
リ

ー
ン

水
素

製
造

と
し

て
の

水
蒸

気
電

解
法

な
ど

へ
の

貢
献

な
ど

を
明

確
に

示
せ

る
と

良
い

。
メ

タ
ン

燃
料

改
質

水
素

は
グ

レ
ー

水
素

で
あ

り
、

C
C

S
を

セ
ッ

ト
に

し
た

検
討

で
あ

る
こ

と
を

明
示

す
べ

き
。

IS
実

用
化

ま
で

の
つ

な

ぎ
と

し
て

在
来

の
水

電
気

分
解

グ
リ

ー
ン

水
素

を
検

討
に

含
め

る
と

、
水

素
開

発
戦

略
と

し
て

わ
か

り
易

い
。

 
「

20
50

年
カ

ー
ボ

ン
ニ

ュ
ー

ト
ラ

ル
に

伴
う

グ
リ

ー
ン

成
長

戦
略

等
の

国
の

施
策

に
貢

献
す

る
」

と
あ

る
が

、
20

50
年

は
30

年
後

で
あ

り
、

現
在

の
関

係
者

が
ほ

と
ん

ど
退

職
し

て
い

る
も

の
と

考
え

ら
れ

る
。

そ
こ

で
、
「

20
30

年
温

室
効

果

ガ
ス

46
％

削
減

に
貢

献
」

を
目

標
に

入
れ

る
こ

と
が

必
要

と
考

え
る

。
 

原
子

力
機

構
は

研
究

開
発

機
関

で
あ

る
が

、
本

課
題

で
は

高
温

ガ
ス

炉
の

海
外

実
績

作
り

や
水

素
製

造
技

術
の

実
用

化
な

ど
産

業
界

と
の

協
力

が
必

要
な

課
題

が
多

く
あ

り
、

前
広

に
連

携
し

な
が

ら
進

め
て

い
た

だ
き

た
い

。
 

第
4
期

中
長

期
計

画
で

は
熱

利
用

試
験

が
大

き
な

柱
と

な
っ

て
い

る
。

特
に

高
温

ガ
ス

炉
と

水
素

製
造

プ
ラ

ン
ト

等
の

熱

利
用

施
設

と
の

接
続

に
関

す
る

許
認

可
に

つ
い

て
は

、
今

後
の

高
温

ガ
ス

炉
の

展
開

上
き

わ
め

て
重

要
と

考
え

ら
れ

る
の
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6. 原子力機構の措置 
 

評価委員会の提言と原子力機構の措置を以下に示す。 
 

6.1 第 3 期中長期計画期間の研究実績の評価に対する原子力機構の措置 

(1)高温ガス炉研究開発 
提言 原子力機構の措置 

【新規制基準適合確認を受けて再稼働】 

 安全設計の観点からは、HTTR での EAL 規

制対応の知見が、実用高温ガス炉の評価に

おける検討項目の抽出などへ貢献すること

はないだろうか。「屋内退避等に至る事象が

設計想定（中略）をはるかに超える」という

表現は情緒的であり、客観的・技術的な記

載が望ましいと考える。 
 

 

 

 

 

 

 安全性実証試験の RUN3 ではコンクリート

の温度制限から 30％出力としたが、一連の

試験から 100％出力からの事象進展が解析

可能と思われるので、今後の安全研究の進

展に期待したい。 

 
 安全設計の観点では、事故が発生した際に

物理現象のみで事象が収束すること、多層

の閉じ込め機能がそれぞれ独立しており、

放射性物質の放出が促進されるような事

象が発生しないことが示されれば、実用高

温ガス炉の EAL にも反映できると考えて

います。また、御指摘の「屋内退避等に至

る事象が・・・」の記載だけではなく、紙

面上の都合で記載を省略している箇所も

ありますが、「設計想定（津波高さ 17.6m、

火山灰層厚 50cm、竜巻風速 100m/s）をは

るかに超える自然現象」と客観的・技術的

に記載しています。 
 安全性実証試験の RUN2 と RUN3 の結果

を合わせて、100％出力からの事象進展に

ついて解析を行う予定です。 

【実用高温ガス炉の安全基準整備】 
 PRA 手法構築に関する検討についても本

研究など波及的に得られた成果も記載に含

めることができるのではないか。 
 原子力機構では安全研究センターにおいて

軽水炉のレベル 3PSA の検討がなされてき

たが、今 後、高温 ガス炉に おいても

OECD/NEA 等で国際的な取組がなされる

可能性もある。評価手法の確立等、世界を

リードできるような研究開発に期待してい

る。 

 
 PRA 手法構築に関する検討についても波

及的に得られた成果として自己評価書へ

の記載を検討します。 
 英知を結集した原子力科学技術・人材育成

推進事業「高温ガス炉の確率論的安全評価

手法の開発」（平成 27 年度～平成 29 年度）

の成果により、高温ガス炉 PSA 上の課題

であった地震起因事故シーケンスのリス

ク評価手法を確立しております。 
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【高燃焼化・高出力密度化の燃料要素開発】

 高燃焼度化や高出力密度となれば、安全性

には様々な課題があり、それを過剰に追求

すると量産化困難、燃料コストアップにつ

ながることが多く、必要性能の見極めをお

願いする。 

 
 燃料要素開発を進めるに当たっては、高燃

焼度及び高出力密度の炉心の安全性評価

や燃料要素の製造性評価等を行うことで、

必要な性能を見極めるようにします。 

【HTTR-熱利用試験施設のシステム設計・

安全評価】 
 熱出力を炉外に取り出す方式として熱交換

器を介した二次ヘリウムを用いることで、

核分裂生成物質が環境に放出される可能性

を低減できるが、二次ヘリウムで駆動され

るヘリウムタービンへのそれらの物質の沈

着の可能性もほぼなくなると考えられる。

 
 
 
 

 システム設計及び安全評価に係る技術的知

見の蓄積が進んだが、原子炉変更申請に十

分な検証できたとまでは認められない。 

 
 

 経済性の目標を達成するため、実用高温ガ

ス炉では、一次系にヘリウムガスタービ

ンを設置する設計（単純な直接サイクルガ

スタービン発電システム）が適切と考えて

います。この際に必要となるガスタービン

翼への FP 沈着低減技術については、第 3
期中長期計画期間で研究開発（候補合金中

への FP 拡散係数の取得等）を行い、ガス

タービン保守時の被ばく線量率が制限値

を超えないことを確認しています。 
 システム設計及び安全評価のみならず、

HTTR にヘリウムガスタービン及び水素

製造施設から構成される熱利用施設を接

続したシステムの原子炉設置変更許可申

請書の原案作成を完了しており、申請に向

けた取組の進捗は十分と考えています。今

後は天然ガス水蒸気改質法による水素製

造施設を接続したシステムを対象に原子

炉設置変更許可申請書を作成します。 
 

(2)熱利用技術開発 
提言 原子力機構の措置 

【連続水素試験装置の運転制御技術】 
 学術的には A であるが、水素の製造量が少

なすぎるため技術的に考えると B。 
 
 
 
 

 
 第 3 期中長期計画においては、運転制御

技術及び信頼性確証について、当初計画の

成果を挙げることができたと考えていま

す。水素製造量の拡大など実用化に向け、

次年度以降、産業界への技術移転方針を策

定します。 

 

 

6. 原子力機構の措置 
 

評価委員会の提言と原子力機構の措置を以下に示す。 
 

6.1 第 3 期中長期計画期間の研究実績の評価に対する原子力機構の措置 

(1)高温ガス炉研究開発 
提言 原子力機構の措置 

【新規制基準適合確認を受けて再稼働】 

 安全設計の観点からは、HTTR での EAL 規

制対応の知見が、実用高温ガス炉の評価に

おける検討項目の抽出などへ貢献すること

はないだろうか。「屋内退避等に至る事象が

設計想定（中略）をはるかに超える」という

表現は情緒的であり、客観的・技術的な記

載が望ましいと考える。 
 

 

 

 

 

 

 安全性実証試験の RUN3 ではコンクリート

の温度制限から 30％出力としたが、一連の

試験から 100％出力からの事象進展が解析

可能と思われるので、今後の安全研究の進

展に期待したい。 

 
 安全設計の観点では、事故が発生した際に

物理現象のみで事象が収束すること、多層

の閉じ込め機能がそれぞれ独立しており、

放射性物質の放出が促進されるような事

象が発生しないことが示されれば、実用高

温ガス炉の EAL にも反映できると考えて

います。また、御指摘の「屋内退避等に至

る事象が・・・」の記載だけではなく、紙

面上の都合で記載を省略している箇所も

ありますが、「設計想定（津波高さ 17.6m、

火山灰層厚 50cm、竜巻風速 100m/s）をは

るかに超える自然現象」と客観的・技術的

に記載しています。 
 安全性実証試験の RUN2 と RUN3 の結果

を合わせて、100％出力からの事象進展に

ついて解析を行う予定です。 

【実用高温ガス炉の安全基準整備】 
 PRA 手法構築に関する検討についても本

研究など波及的に得られた成果も記載に含

めることができるのではないか。 
 原子力機構では安全研究センターにおいて

軽水炉のレベル 3PSA の検討がなされてき

たが、今 後、高温 ガス炉に おいても

OECD/NEA 等で国際的な取組がなされる

可能性もある。評価手法の確立等、世界を

リードできるような研究開発に期待してい

る。 

 
 PRA 手法構築に関する検討についても波

及的に得られた成果として自己評価書へ

の記載を検討します。 
 英知を結集した原子力科学技術・人材育成

推進事業「高温ガス炉の確率論的安全評価

手法の開発」（平成 27 年度～平成 29 年度）

の成果により、高温ガス炉 PSA 上の課題

であった地震起因事故シーケンスのリス

ク評価手法を確立しております。 
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 連続試験で生成された水素と酸素の量を見

る限り、系統内の硫酸が過度に分解されて

酸素の生成が多いように思われる。 
 
 
 

 運転制御技術の開発が課題であるが、制御

パラメータの抽出に留まっており、実用的

な制御技術の確立を目指しさらなる前進が

期待される。 
 開発中の組成変動制御技術の有効性を早期

に確認して、長期安定運転への実装が進展

することを期待する。 

 水素製造が安定した状態では水素と酸素が

2：1 で生成されました。酸素の生成が多

いのは、試験途中に生じた組成変動の修正

のため、一時的にヨウ化水素（HI）系統

の運転条件を変更し、水素製造量を減少さ

せたことによるものです。 
 制御パラメータの抽出結果を基に、運転中

の組成変動を抑制するための制御対象（反

応器）及び制御量（入熱量等）を複数の反

応器で連動させて決定する制御ロジックを

構築し、長期的組成変動制御技術の基盤を

完成しています。次年度から、組成変動制

御技術の実用プラントへの実装に向けて自

動運転制御技術の開発と検証を進めます。

【将来の実用化・技術の民間移転等】 
 研究目標の明確化という課題と実際の内容

がマッチしていないが、硫酸分解器以外の

ガラスライニング製品も金属材料とできな

いか？ 

 
 

 実用化や民間技術移転の目標について、マ

イルストーンの具体化が必要。 
 
 
 
 

 
 平成 28 年度までに研究目標の明確化を行

い、その一つである硫酸分解器最適化の一

環として、新規耐食合金の開発を行ってき

ました。硫酸分解器以外の液相の高腐食性

環境では、現在開発中の金属材料の使用は

難しいと考えています。 
 第 3 期中長期計画の研究開発成果である耐

食性の向上に加え、今後、機械強度を評価

し、実用化の可否を判断した後に、IS プロ

セス要素技術の一つとして、民間技術移転

の目標（マイルストーン）等を決定したい

と考えています。 
【核分裂生成物の沈着低減技術】 
 2 次ヘリウムで駆動するとタービン翼に核

分裂生成物の沈着は抑制できるが、その場

合はこの要素技術開発の意義について検討

が必要なように思われる。 
 
 
 
 
 

 
 日本原子力産業会議が主催した「原子炉熱

利用に関する将来展開検討会」（2001 年開

催）において、高温ガス炉ガスタービン発

電システム GTHTR300 のユーザー要件が

議論された際、経済性の目標達成のため、

単純な直接サイクルガスタービン発電シス

テムの構成が採用された経緯があり、現時

点では検討が必要とは考えておりません。
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 単結晶性合金の耐久性を評価してほしい。

 
 本要素技術開発で候補材料とした単結晶性

合金は、天然ガス燃焼ガスタービンの翼材

料として多数の使用実績があります。その

使用温度域は 1,500℃以上に達し、本要素

技術開発で適用する高温ガス炉のヘリウム

ガスタービン（温度上限 950℃）よりも遙

かに高温です。そのため、使用温度域にお

いて単結晶性材料は十分な耐久性を持つと

考えています。 

 

(3)人材育成 
提言 原子力機構の措置 

 技術の継承の観点から、どんな人間を、い

つ採用するかの計画はあるか。計画どおり

の採用となっているか。 

 原子炉施設の運転・保守要員の育成には 10
年程度の長期間の OJT が必要です。技術系

職員に関しては、毎年新卒（大卒・高卒）

者を 1～2 名採用し、計画どおりの採用に

なっていますが、絶対数が不足しているた

め、中途採用を含め継続的かつ幅広い分野

からの採用を採用部署に要望していきま

す。また、研究系職員に関しては、高温ガ

ス炉の高度化に必要な解析技術や熱利用技

術開発のノウハウ等を継承するための計画

どおりの採用となっており、今後も採用部

署に対して、継続的かつ幅広い分野からの

採用を要望していきます。 

 

(4)産業界との連携 
提言 原子力機構の措置 

 英国規制当局だけではなく NRA も巻き込

み、高温ガス炉の規制の国際標準化はでき

ないか。 
 
 
 
 
 
 

 これまで IAEA において、高温ガス炉の安

全設計要件の作成を原子力機構が主導し

て進めてきました。今後、まずは、ポーラ

ンド、英国等を含む海外の実証炉計画にお

いて、日本の技術を採用させた高温ガス炉

の規制の国際標準化を目指します。それを

基に国内実証炉計画が具体化する段階に

おいて日本の原子力規制委員会と協議を

進めていきます。 

 

 

 連続試験で生成された水素と酸素の量を見

る限り、系統内の硫酸が過度に分解されて

酸素の生成が多いように思われる。 
 
 
 

 運転制御技術の開発が課題であるが、制御

パラメータの抽出に留まっており、実用的

な制御技術の確立を目指しさらなる前進が

期待される。 
 開発中の組成変動制御技術の有効性を早期

に確認して、長期安定運転への実装が進展

することを期待する。 

 水素製造が安定した状態では水素と酸素が

2：1 で生成されました。酸素の生成が多

いのは、試験途中に生じた組成変動の修正

のため、一時的にヨウ化水素（HI）系統

の運転条件を変更し、水素製造量を減少さ

せたことによるものです。 
 制御パラメータの抽出結果を基に、運転中

の組成変動を抑制するための制御対象（反

応器）及び制御量（入熱量等）を複数の反

応器で連動させて決定する制御ロジックを

構築し、長期的組成変動制御技術の基盤を

完成しています。次年度から、組成変動制

御技術の実用プラントへの実装に向けて自

動運転制御技術の開発と検証を進めます。

【将来の実用化・技術の民間移転等】 
 研究目標の明確化という課題と実際の内容

がマッチしていないが、硫酸分解器以外の

ガラスライニング製品も金属材料とできな

いか？ 

 
 

 実用化や民間技術移転の目標について、マ

イルストーンの具体化が必要。 
 
 
 
 

 
 平成 28 年度までに研究目標の明確化を行

い、その一つである硫酸分解器最適化の一

環として、新規耐食合金の開発を行ってき

ました。硫酸分解器以外の液相の高腐食性

環境では、現在開発中の金属材料の使用は

難しいと考えています。 
 第 3 期中長期計画の研究開発成果である耐

食性の向上に加え、今後、機械強度を評価

し、実用化の可否を判断した後に、IS プロ

セス要素技術の一つとして、民間技術移転

の目標（マイルストーン）等を決定したい

と考えています。 
【核分裂生成物の沈着低減技術】 
 2 次ヘリウムで駆動するとタービン翼に核

分裂生成物の沈着は抑制できるが、その場

合はこの要素技術開発の意義について検討

が必要なように思われる。 
 
 
 
 
 

 
 日本原子力産業会議が主催した「原子炉熱

利用に関する将来展開検討会」（2001 年開

催）において、高温ガス炉ガスタービン発

電システム GTHTR300 のユーザー要件が

議論された際、経済性の目標達成のため、

単純な直接サイクルガスタービン発電シス

テムの構成が採用された経緯があり、現時

点では検討が必要とは考えておりません。

JAEA-Evaluation 2022-006

- 69 -



 

 

 水素製造に関する産業界との連携において

積極性が見られないように思われる。 
 高温ガス炉による水素製造など熱利用の

実用化像などを検討する高温ガス炉産官

学協議会に、エンジニアリングメーカーを

メンバーに加えており、また、IS 法に係る

多くの特許（第 3 期中長期計画中 10 件）

をメーカーと共同で出願するなど、産業界

との連携に努めてきたと考えています。 

 

(5)社会的貢献 
提言 原子力機構の措置 

【若手研究者の育成・支援への貢献】 
 外部研究者等に対する育成及び原子力機構

職員に対する育成がどのような「社会的貢

献」につながっているのかの説明が欲しい。

 
 
 
 
 

 組織を維持するための活動（技術継承・採

用）と外部者の教育は目的が違うので分け

て考え、それぞれ KPI を定めて評価するべ

きと思う。そうでないと何を評価の基準と

するべきか分からない。 
 高温ガス炉技術の継承を支える人材育成は

着実に達成できたと評価するが、実用化プ

ロジェクトを支える人材育成との目標設定

が混在していたように見受けられる。 

 
 外部研究者等へ高温ガス炉に関する知識

を習得させ、高温ガス炉分野を担う若手研

究者・技術者の裾野を広げること、原子力

機構職員に高温ガス炉技術を継承し、高温

ガス炉の実用化に向けて持続的に研究開

発を進める人材を育成することにより、

2050 年カーボンニュートラル社会の実現

に貢献できると考えています。 
 人材育成の目的は、「高温ガス炉に関する

知識を習得させる」ことであり、将来的に

原子力機構の人材確保が目的です。また、

海外においては、人材育成を通じて当該国

において日本の技術を採用させることが

目的です。高温ガス炉技術の継承と外部研

究者等の育成に関する内容が混在してい

た部分があったと考えます。今後目的に応

じた目標を設定していきます。 
【国内外他機関との連携の妥当性】 
 国内外他機関との連携がどのような「社会

的貢献」につながっているのかの説明が欲

しい。 
 
 

 共同研究は何を成果としていつまでに何が

できる見通しかについて第 4 期中長期計画

では明確にしてほしい。 

 
 国内外他機関との連携を進め、高温ガス炉

の実用化に向けた活動を推進することで、

2050 年カーボンニュートラル社会の実現

に貢献することが期待できると考えてい

ます。 
 共同研究計画書において、最終的に得られ

る成果、全体計画及びその中での当該年度

の研究の位置付けを記載することで、成果
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としていつまでに何ができる見通しかを

明確にします。 
【イノベーション創出への取組の妥当性】 
 SMR という観点からの明示的な取組があ

ればと思う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 具体的なイノベーション創出例の記載が欲

しい。 
 
 
 
 
 
 
 

 この項目への取組として何を評価してほし

いのか不明。当該ページに説明なし。 
 
 

 国内外他機関との連携は認められるが、そ

こから新たな価値創造にはまだ至っていな

い。 
 

 
 HTGR は SMR の代表的な炉型の一つであ

り、SMR の観点から社会に認識してもらえ

るよう引き続き情報発信を行っていきま

す。高温ガス炉の SMR 設計例としては、

従来の熱出力 600MW の高温ガス炉

（GTHTR300）に加え、ポーランドへの導

入を念頭に置いた熱出力 165MW の高温ガ

ス炉の炉心設計を行っています。引き続

き、高温ガス炉の実用化というイノベーシ

ョン創出に向けた活動に取り組んでいき

ます。 
 高温ガス炉の実用化に関するイノベーシ

ョン創出の具体例として、高温ガス炉と水

素製造プラントの接続技術及び核熱によ

る大量の水素製造と産業利用技術（鉄鋼業

でのゼロカーボン・スチール等）を記載し

ておりましたが、社会実装による経済社会

の変化を創出する将来展望の説明が不十

分でしたので、今後資料構成や説明を充実

させていきます。 
 評価項目の独立性がより明確となるよう、

原子力機構の担当部署（評価室）へ改善を

依頼するとともに、今後は資料構成や説明

を工夫します。 
 取組の妥当性を評価いただく項目であり、

現時点では、イノベーション創出に至って

いない内容もあります。今後、資料構成等

について工夫します。 
【社会実装の達成度、取組の妥当性】 
 再稼働に時間を要し、水素製造の社会実装

の観点からは特筆すべき進捗は認められな

い。 
 
 

 
 水素製造技術の社会実装に向けて必須と

なる実証試験（HTTR-熱利用試験）の準備

費用（設備の設計費など）が予算化される

など、特筆すべき進捗があったと考えてい

ます。 

 

 

 水素製造に関する産業界との連携において

積極性が見られないように思われる。 
 高温ガス炉による水素製造など熱利用の

実用化像などを検討する高温ガス炉産官

学協議会に、エンジニアリングメーカーを

メンバーに加えており、また、IS 法に係る

多くの特許（第 3 期中長期計画中 10 件）

をメーカーと共同で出願するなど、産業界

との連携に努めてきたと考えています。 

 

(5)社会的貢献 
提言 原子力機構の措置 

【若手研究者の育成・支援への貢献】 
 外部研究者等に対する育成及び原子力機構

職員に対する育成がどのような「社会的貢

献」につながっているのかの説明が欲しい。

 
 
 
 
 

 組織を維持するための活動（技術継承・採

用）と外部者の教育は目的が違うので分け

て考え、それぞれ KPI を定めて評価するべ

きと思う。そうでないと何を評価の基準と

するべきか分からない。 
 高温ガス炉技術の継承を支える人材育成は

着実に達成できたと評価するが、実用化プ

ロジェクトを支える人材育成との目標設定

が混在していたように見受けられる。 

 
 外部研究者等へ高温ガス炉に関する知識

を習得させ、高温ガス炉分野を担う若手研

究者・技術者の裾野を広げること、原子力

機構職員に高温ガス炉技術を継承し、高温

ガス炉の実用化に向けて持続的に研究開

発を進める人材を育成することにより、

2050 年カーボンニュートラル社会の実現

に貢献できると考えています。 
 人材育成の目的は、「高温ガス炉に関する

知識を習得させる」ことであり、将来的に

原子力機構の人材確保が目的です。また、

海外においては、人材育成を通じて当該国

において日本の技術を採用させることが

目的です。高温ガス炉技術の継承と外部研

究者等の育成に関する内容が混在してい

た部分があったと考えます。今後目的に応

じた目標を設定していきます。 
【国内外他機関との連携の妥当性】 
 国内外他機関との連携がどのような「社会

的貢献」につながっているのかの説明が欲

しい。 
 
 

 共同研究は何を成果としていつまでに何が

できる見通しかについて第 4 期中長期計画

では明確にしてほしい。 

 
 国内外他機関との連携を進め、高温ガス炉

の実用化に向けた活動を推進することで、

2050 年カーボンニュートラル社会の実現

に貢献することが期待できると考えてい

ます。 
 共同研究計画書において、最終的に得られ

る成果、全体計画及びその中での当該年度

の研究の位置付けを記載することで、成果
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 この項目への取組として何を評価してほし

いのか不明。 
 
 

 評価項目の独立性がより明確となるよう、

原子力機構の担当部署（評価室）へ改善を

依頼するとともに、今後は資料構成や説明

を工夫します。 
【科学技術政策、社会的・経済的意義/ニー

ズへの適合性】 
 カーボンフリー水素製造のポテンシャルを

活かした国の施策への貢献があったとまで

は認められない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ここに書かれていることは、高温ガス炉技

術開発の評価項目と重複している。技術的

達成と科学技術政策、社会的・経済的意義

／ニーズへの適合性を同一視すべきでな

い。 

 
 

 グリーン成長戦略（経済産業省策定）に

「…HTTR を活用し…大量かつ安価なカ

ーボンフリー水素製造に必要な技術開発

…IS 法やメタン熱分解法等を含む超高温

熱を活用したカーボンフリー水素製造方

法についても開発を支援する。」と示され

るとともに、この取組を実施するための

「超高温を利用した水素大量製造技術実

証事業」が資源エネルギー庁から概算要求

（R4）されており、原子力機構の活動が国

の施策策定に反映されていると考えてい

ます。 
 原子力機構全体に対するコメントとして、

社会的貢献の評価項目については、評価項

目の独立性がより明確となるよう、原子力

機構の担当部署（評価室）へ改善を依頼す

るとともに、今後は資料構成や説明を工夫

します。 
【研究開発課題/成果の社会的受容性】 
 高温ガス炉には、日本社会における原子力

分野全体のイメージ改善の役割も新たに加

わったように思われ、それを意識した具体

的な活動も企画し実行することが望まれ

る。 
 技術的達成と科学技術政策、社会的・経済

的意義／ニーズへの適合性を同一視すべき

でない。EAL 該当項目削減の記載について

は削除するべき。また、社会へ及ぼす影響

度の想定に関連して、付録 5 の 12 頁に「新

しい EAL の具体的な内容「HTTR の屋内

退避等に至る事象は、想定をはるかに超え

 
 高温ガス炉のみならず原子力全般の社会

受容性向上も意識し、原子力機構内の関連

部署とも協力して情報発信を行います。 
 
 
 原子力機構全体に対するコメントとして、

社会的貢献の評価項目については、評価項

目の独立性がより明確となるよう、原子力

機構の担当部署（評価室）へ改善を依頼す

るとともに、今後は資料構成や説明を工夫

いたします。また、今後、高温ガス炉の安
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る自然現象（テロ含む）のみと認められた」」

と書かれているが、「想定をはるかに超え

る」事態を 3.11 で経験している国民に対

し、この説明は通らない。社会へ及ぼす影

響度の評価方法とその説明方法について抜

本的に見直していただきたい。 
 プロジェクトの理解促進のため及び高温ガ

ス炉の必要性・重要性の理解を得るための

情報発信は多く取り組まれてきているが、

一方通行で対話の形成は決して多くない。

 
 
 

全性を国民と共有する方法（基準とその示

し方）の見直しに取り組みます。 
 
 
 

 
 第 3 期中長期計画期間では、高温ガス炉の

認知度を高めること、社会的受容性を向上

させることを目標に、プレスリリース、マ

スコミの取材を通じた新聞報道、HTTR 運

転再開を含む高温ガス炉開発の動画公開、

HP 及び Twitter 等の SNS を活用した情報

発信並びに近隣の自治体が開催した避難

誘導計画の住民説明会での対話を行いま

した。今後も上記取組を継続するととも

に、原子力機構の担当部署（広報部）と協

議しながら双方向で対話を行う場の強化

を検討します。 
【人材育成に関する取組の妥当性】 
 成果があったかどうかの観点として、学生

時代に受入れた学生を職員として採用する

ことのメリットについても明記いただける

とよいのではと思います。 
 
 

 人材育成の目的・計画を明確にして取り組

むべき。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 実習等に来ていただいた学生は、既に業務

内容を理解しているので、採用後もスムー

ズに業務に従事できる傾向があります。こ

の点はメリットの一つに挙げられると考

えています。今後はメリットについても説

明資料に明記します。 
 人材育成の目的は、外部研究者等に対して

「高温ガス炉に関する知識を習得させる」

ことであり、将来的には原子力機構の人材

確保が目的です。また、海外においては、

人材育成を通じて当該国において日本の

技術を採用させることが目的です。このた

め、原子力機構では HTTR を活用した人材

育成として、国内外の学生、研究者等を受

け入れ、高温ガス炉に関する知識を習得さ

せるとともに、ポーランドを対象に高温ガ

ス炉セミナーを開催し、NCBJ 研究員、民

間企業技術者、学生等に高温ガス炉技術等

 

 

 この項目への取組として何を評価してほし

いのか不明。 
 
 

 評価項目の独立性がより明確となるよう、

原子力機構の担当部署（評価室）へ改善を

依頼するとともに、今後は資料構成や説明

を工夫します。 
【科学技術政策、社会的・経済的意義/ニー

ズへの適合性】 
 カーボンフリー水素製造のポテンシャルを

活かした国の施策への貢献があったとまで

は認められない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ここに書かれていることは、高温ガス炉技

術開発の評価項目と重複している。技術的

達成と科学技術政策、社会的・経済的意義

／ニーズへの適合性を同一視すべきでな

い。 

 
 

 グリーン成長戦略（経済産業省策定）に

「…HTTR を活用し…大量かつ安価なカ

ーボンフリー水素製造に必要な技術開発

…IS 法やメタン熱分解法等を含む超高温

熱を活用したカーボンフリー水素製造方

法についても開発を支援する。」と示され

るとともに、この取組を実施するための

「超高温を利用した水素大量製造技術実

証事業」が資源エネルギー庁から概算要求

（R4）されており、原子力機構の活動が国

の施策策定に反映されていると考えてい

ます。 
 原子力機構全体に対するコメントとして、

社会的貢献の評価項目については、評価項

目の独立性がより明確となるよう、原子力

機構の担当部署（評価室）へ改善を依頼す

るとともに、今後は資料構成や説明を工夫

します。 
【研究開発課題/成果の社会的受容性】 
 高温ガス炉には、日本社会における原子力

分野全体のイメージ改善の役割も新たに加

わったように思われ、それを意識した具体

的な活動も企画し実行することが望まれ

る。 
 技術的達成と科学技術政策、社会的・経済

的意義／ニーズへの適合性を同一視すべき

でない。EAL 該当項目削減の記載について

は削除するべき。また、社会へ及ぼす影響

度の想定に関連して、付録 5 の 12 頁に「新

しい EAL の具体的な内容「HTTR の屋内

退避等に至る事象は、想定をはるかに超え

 
 高温ガス炉のみならず原子力全般の社会

受容性向上も意識し、原子力機構内の関連

部署とも協力して情報発信を行います。 
 
 
 原子力機構全体に対するコメントとして、

社会的貢献の評価項目については、評価項

目の独立性がより明確となるよう、原子力

機構の担当部署（評価室）へ改善を依頼す

るとともに、今後は資料構成や説明を工夫

いたします。また、今後、高温ガス炉の安
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 「若手研究者の育成・支援への貢献の程度」

の評価項目と重複。評価に値しない。 

の講義を行い、ポーランド国内への高温ガ

ス炉の研究開発に協力しこれを担う人材

の育成を図っています。 
 人材育成は外部研究者等に対する育成を

意図し、若手研究者の育成は原子力機構職

員の育成を意図しており、別の観点での評

価となります。資料及び説明で不十分な点

があったため、今後の説明では改善いたし

ます。 
 

(6)総合所見 
提言 原子力機構の措置 

 今期中長期計画中に、経産省が NEXIP を

立ち上げ高温ガス炉が課題として認知され

たこと、電力会社の高温ガス炉への興味が

醸成される等、高温ガス炉の社会的な価値

は格段に向上したと考える。これは原子力

機構の地道なアウトリーチ活動によるとこ

ろが大きいので、今後も推進していただき

たい。 
 ポーランドとの連携に係る資金は日本から

の持ち出しのみであり、資金的には一方通

行である。今後、ポーランドから日本への

資金の流れが必要と考えられる。 
 
 

 水素製造研究開発という観点ではテーマ

にふさわしい進捗があったとまでは認め

られない。 
 
 
 
 

 
 
 原子力規制庁と原子力機構の安全研究セン

ターがHTTRを対象として実施している耐

 高温ガス炉のユーザー獲得に向け、電力業

界や製鉄業界等と意見交換を実施してい

ます。興味を持っていただいた企業とは共

同研究も実施しています。今後も高温ガス

炉の社会実装に向けたアウトリーチ活動

を継続していきます。 
 
 

 ポーランド NCBJ で計画している高温ガ

ス炉の実験炉の導入に関して、ポーランド

政府から基本設計の予算が NCBJ に措置

されており、その一部を原子力機構への有

償契約で基本設計の協力を進めて行くよ

う協議しています。 
 第 3 期中長期計画においては、水素製造法

（IS 法）の運転制御技術及び機器信頼性確

証と、高温ガス炉と水素製造施設との接続

に用いる機器（高温ヘリウムガスと熱交

換）として重要な 900℃レベルの高温腐蝕

環境に耐えるセラミックス反応器の設計

に用いる強度評価方法の作成について進

捗があり、当初計画の成果を挙げることが

できたと考えています。 
 原子力規制庁と原子力機構の安全研究セ

ンターとの共同研究として、令和元年度か

JAEA-Evaluation 2022-006

- 74 -



 

 

震性に関する安全研究なども関連する研

究、あるいは貢献として位置付けるなどよ
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6.2 第 4 期中長期計画期間の研究計画の評価に対する原子力機構の措置 
(1)研究開発課題の選定の妥当性 

提言 原子力機構の措置 
 放射性ヨウ素に係る研究については、軽水

炉との違いなどを説明し、冷却水を用いな

い高温ガス炉特有の課題を分かり易く説明

する必要がある。福島原発事故を経て、社

会的には、放射性ヨウ素よりも、放射性セ

シウムの挙動が気になる。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国の方針に従った課題となっており妥当。

ただし水素製造に関する研究開発は実用化

に向けて解決しなければならない課題はほ

かにもあると考えられる。第 4 期中長期計

画期間内でどのレベルまで開発を完了させ

るのか、そのために必要な研究課題になっ

ているか（必要条件だが十分条件になって

いるのか）再考が望まれる。 
 高温ガス炉の製造時及び水素製造時におけ

る CO2 排出量を定量化し、低減する観点が

必要。排出量定量化手法に関する研究テー

マ、排出量の大きい製造工程、材料を見直す

ための研究テーマが必要と思われる。 

 HTTR の運転中、一次冷却系から希ガスを

サンプリング測定し、燃料から放出される

FP ガスの挙動モデルを高度化します。しか

しながら、放射性ヨウ素は一次冷却系配管

に沈着するため、測定が困難で、直接測定

はできません。そこで、出力急停止を伴う

実炉試験を通じて、核分裂生成分及び冷却

系内滞留分のヨウ素を系統的に測定しま

す。過去に保守的に評価されていたヨウ素

の発生量及び挙動を定量的に測定すること

で、今後のプラント設計における遮蔽厚及

び FP 除去用フィルター等の数量を最適評

価できます。また、配管破断事故時の被曝

評価、遮蔽設計及び環境汚染推測に応用で

きる評価モデルを構築します。なお、通常

運転時及び事故時共に、放射性セシウムは

燃料内部に安全に閉じ込められます。 
 事前評価において原子力機構が選定した研

究開発課題を進めつつ、次年度から資源エ

ネルギー庁が公募する「超高温を利用した

水素大量製造技術実証事業」の成果を原子

力機構の取組に反映し研究課題を抽出して

年度ごとの研究開発計画を策定すること

で、実用化に向けての解決課題やそれらの

到達レベルを見直し改善していきます。 
 御指摘の課題は、原子力産業全体に渡る検

討により実効的なものとする必要があるた

め、今後の原子力産業に対する CO2 排出量

の国の評価動向と国策を注視し、どこに高

温ガス炉及びこれによる水素製造が貢献で

きるのか検討していきます。 
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(2)方向性・目的・目標等の妥当性 
 社会受容性、政治的な説明の容易性などを

考えると、SMR という新技術として社会に

認識してもらうことが重要なように思わ

れ、SMR という観点からの研究課題がない

か確認していただきたい。 
 
 
 水素製造技術として、高温水電解など、前

向きに選択肢を増やすことも必要かもしれ

ない。メタン熱分解は CO2排出が伴うため、

昨今の急激なカーボンニュートラルへの政

治的な流れを考えると、早めに選択肢から

除外した方が非難を受けずに穏当かもしれ

ない。 
 
 
 
 
 

 高温ガス炉と水素製造施設の接続について

は課題の明確化が必要。安全性と経済性を

両立する観点、社会実装に向け法規・基準

を整備する視点が必要。 
 
 
 人材育成に関しては目標の具体化を検討さ

れたい。 
 
 
 
 
 
 

 水素製造設備について、現在 100L/h
（18m×4m）。将来の目標は 3×107L/h とな

っている。現在の規模でスケールアップす

 HTGR は SMR の代表的な炉型の一つであ

り、SMR の観点から社会に認識してもらえ

るようアウトリーチ活動等を通じた情報発

信の中で、HTGR が SMR の代表的な炉型

の一つであることを説明するようにいたし

ます。また、SMR に関連した研究課題の検

討も行っていきます。 
 高温水蒸気電解・メタン熱分解（固体炭素

を生成することで CO2 を排出しない）につ

いては、上記資源エネルギー庁事業におけ

る成果を原子力機構の取組に反映すること

で対応したいと考えています。メタンの水

蒸気改質による水素製造技術の位置付け

は、原子炉と水素製造施設との安全な接続

技術を確立するための手段であることを分

かり易く発信することで非難を受け難いよ

うにしていきます。なお、CCS と組み合わ

せることで CO2を排出しない水素を供給で

きる可能性があると考えています。 
 接続技術については、安全性と経済性を両

立可能とする機器やシステム設計、安全評

価技術、及び社会実装に向けて、水素製造

施設に高圧ガス保安法を適用可能とする安

全設計を確立すべく、次年度から開始する

検討において課題を明確化します。 
 人材育成の目的は、外部研究者等に対して

「高温ガス炉に関する知識を習得させる」

ことであり、将来的には原子力機構の人材

確保が目的です。また、海外においては、人

材育成を通じて当該国において日本の技術

を採用させることが目的です。これらの目

的が分かるよう、今後は資料構成や説明を

工夫いたします。 
 スケールアップに係る課題については、上

記資源エネルギー庁事業における成果を原

子力機構の取組に反映し、グリーン成長戦
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ると 4.6km×4.6km の面積が必要となる。

3×105 × 18m × 4m ＝ 216×105m2 ＝

21.6km2。スケールアップに伴うコンパク

ト技術開発が必用である。 
 水素製造技術の研究開発に関して、個別要

素技術の産業界への技術移転は、掲げられ

ているように開発段階からの産業界（ユー

ザーだけでなくプラントメーカーが大事）

を取り込むことが必要と考えます。また、特

許の有効期間は出願から 20 年です。実用化

時期に効力がないと意味がなく、先に出し

た特許に阻害され、必要な時期に必要な特

許が成立しないこともありますので、全体

観を持って戦略的に進める必要があると思

います。 

略の工程に則り 2040 年までに実用化まで

のスケールアップに必要な実証を行う予定

です。 
 
 プラントメーカーを含め、産業界からの要

求を取り入れて技術移転方針を定めていき

ます。特許化については、産業界からの要

求及び情報公開、商用化等の目的に応じて

特許化する内容及び時期を定め、特許化を

進めていきます。 
 

 
(3)研究開発の進め方の妥当性 

提言 原子力機構の措置 
 余剰電力の熱利用など、太陽光発電や風力

発電との協調的な運用が望まれるが、その

ための会議体や組織を構成する必要がある

かもしれない。 
 国の CN 政策は、幅広いエネルギーの可能

性を模索するものであり、水素製造以外に

発電用と、産業利用セクターへの社会実装

の可能性を検討すべき。水素以外のカーボ

ンニュートラル合成燃料製造への高温ガス

炉の応用可能性について検討が必要。SMR
については再エネ由来電気と CCS により

キャプチャーした CO2 の活用を検討すべ

き。 

 高温ガス炉の社会実装に向けて、電力業界

との連携を図っていきます。 
 

 
 高温ガス炉による水素製造以外に、高温ガ

ス炉 SMR による発電、鉄鋼業でのゼロカ

ーボン・スチール等の産業利用技術の社会

実装の可能性を検討しています。また、水

素以外のカーボンニュートラル合成燃料製

造への高温ガス炉の応用可能性について

は、今後の調査・検討課題と考えています。

さらに、文部科学省原子力システム研究開

発事業での検討結果 （高温ガス炉による再

生可能エネルギーの出力平準化や CO2再資

源化への貢献度の定量化） を原子力機構の

取組に反映したいと考えています。 
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(4) 研究資金・人材等の研究開発資源の配分の妥当性 

提言 原子力機構の措置 
 産学官と協力して、ポーランドや英国等と

協力を行い高温ガス炉技術の海外展開を進

めているが、カーボンニュートラルに貢献

することをより積極的に開発する戦略が示

せると良い。 
 
 

 今期中長計中に HTTR も初臨界 30 年を経

過し、設備維持のための費用が増えていく

可能性が高い。資金配分に当たって留意す

べきと考える。 

 我が国の高温ガス炉技術の実証のため、ポ

ーランド、英国等と協力し海外展開を目指

していますが、その後、国内で高温ガス炉

の社会実装がなされればカーボンニュート

ラルに貢献することができます。戦略の具

体化については、産学官と連携しながら議

論を行い、戦略を示すようにしていきます。

 これまでの保守経験の蓄積を基に点検項

目、保守内容・周期等の見直しによる経費

節減に努めてきました。取組を継続すると

ともに、高経年化対応を始めとする設備維

持費用については緊急度及び重要性を考慮

し、優先順位に従って実施していくことで

費用の年度負担を平準化させます。 
 

(5) 国内外他機関との連携の妥当性 
提言 原子力機構の措置 

 英国原子力規制局から、日本の規制庁に両

国の協調的規制を働きかけてもらうこと

も、国際的にバランスの取れた規制が実施

できて良いのかもしれない。国際社会にお

ける英国の影響力は依然として大きいと考

えられる。 
 
 
 
 産業セクターとの共同研究は何を成果とし

ていつまでに何ができる見通しかについて

第 4 期計画では明確にしてほしい。 
 

 これまで IAEA において、高温ガス炉の安

全設計要件の作成を原子力機構が主導して

進めてきました。今後、まずは、ポーラン

ド、英国等を含む海外の実証炉計画におい

て、日本の技術を採用させた高温ガス炉の

規制の国際標準化を目指します。それを基

に国内実証炉計画が具体化する段階におい

て、日本の原子力規制委員会との協議を進

めていきます。 
 共同研究計画書に、最終的に得られる成果、

全体計画及びその中での当該年度の研究の

位置付けを記載することで、成果としてい

つまでに何ができる見通しかを明確にする

よう努めます。 
 
 
 
 

 

 

ると 4.6km×4.6km の面積が必要となる。

3×105 × 18m × 4m ＝ 216×105m2 ＝

21.6km2。スケールアップに伴うコンパク

ト技術開発が必用である。 
 水素製造技術の研究開発に関して、個別要

素技術の産業界への技術移転は、掲げられ

ているように開発段階からの産業界（ユー

ザーだけでなくプラントメーカーが大事）

を取り込むことが必要と考えます。また、特

許の有効期間は出願から 20 年です。実用化

時期に効力がないと意味がなく、先に出し

た特許に阻害され、必要な時期に必要な特

許が成立しないこともありますので、全体

観を持って戦略的に進める必要があると思

います。 

略の工程に則り 2040 年までに実用化まで

のスケールアップに必要な実証を行う予定

です。 
 
 プラントメーカーを含め、産業界からの要

求を取り入れて技術移転方針を定めていき

ます。特許化については、産業界からの要

求及び情報公開、商用化等の目的に応じて

特許化する内容及び時期を定め、特許化を

進めていきます。 
 

 
(3)研究開発の進め方の妥当性 

提言 原子力機構の措置 
 余剰電力の熱利用など、太陽光発電や風力

発電との協調的な運用が望まれるが、その

ための会議体や組織を構成する必要がある

かもしれない。 
 国の CN 政策は、幅広いエネルギーの可能

性を模索するものであり、水素製造以外に

発電用と、産業利用セクターへの社会実装

の可能性を検討すべき。水素以外のカーボ

ンニュートラル合成燃料製造への高温ガス

炉の応用可能性について検討が必要。SMR
については再エネ由来電気と CCS により

キャプチャーした CO2 の活用を検討すべ

き。 

 高温ガス炉の社会実装に向けて、電力業界

との連携を図っていきます。 
 

 
 高温ガス炉による水素製造以外に、高温ガ

ス炉 SMR による発電、鉄鋼業でのゼロカ

ーボン・スチール等の産業利用技術の社会

実装の可能性を検討しています。また、水

素以外のカーボンニュートラル合成燃料製

造への高温ガス炉の応用可能性について

は、今後の調査・検討課題と考えています。

さらに、文部科学省原子力システム研究開

発事業での検討結果 （高温ガス炉による再

生可能エネルギーの出力平準化や CO2再資

源化への貢献度の定量化） を原子力機構の

取組に反映したいと考えています。 
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(6)イノベーション創出の可能性と創出に向けた取組計画の妥当性 

提言 原子力機構の措置 
 再生可能エネルギーとの協調運用や、核熱

を利用した大気中 CO2直接回収と合成燃料

製造など、これまでにない技術の組み合わ

せなどの例示があればと思う。 
 
 

 
 
 特に IS の実用化に対してイノベーション

創出を期待したい。 
 

 産業界への技術移転のためには産業界から

の具体的な要望事項の抽出にも注意を払う

必要あり。 
 この項目において技術開発の評価項目と重

複しないのは、産業界への技術移転方針の

部分だけである。この点について何をどこ

まで、どのように移転するのか、それをど

のように決めるのかについて明確化するべ

き。 
 カーボンフリー水素製造技術の実用化とい

うイノベーションももちろんのこと、熱利

用等による新たな研究開発のシーズ探索及

び他分野への橋渡し支援も御検討いただ

き、広いイノベーション創出可能性を御検

討いただきたい。 

 再生可能エネルギーとの協調運用について

は、上記文部科学省原子力システム研究開

発事業での検討結果（高温ガス炉による再

生可能エネルギーの出力平準化）を原子力

機構の取組に反映したいと考えています。

核熱を利用する CO2直接回収と合成燃料製

造については今後の調査・検討課題と考え

ています。 
 カーボンフリー水素製造技術を実用化し、

社会実装していく過程でイノベーションを

創出できると考えています。 
 要素技術について、産業界へ移転可能な技

術の抽出並びにそれらの移転方法及び時期

を産業界への技術移転方針として定め、こ

れに基づき、特許化を進めます。その際、産

業界からの要求を取り入れながら、情報公

開、商用化等、目的に応じて技術の移転範

囲、特許化する内容及び時期を定めて特許

化していきます。 
 
 水素に加えて、核熱を利用する CO2 直接回

収と合成燃料製造などのシーズ探索・調査

は、今後、新たなイノベーションを創出し

て行くための検討課題と考えています。 

 
(7)社会実装に向けた取組計画の妥当性 

提言 原子力機構の措置 
 実用プラント製作にはユーザーだけでなく

プラントメーカーが必須です。その点での

連携の計画があまり見えませんが、お考え

はいかがでしょうか。高温ガス炉の実用化

には国外実証炉が必要と考えると、その機

 高温ガス炉の実用化戦略に関しては、高温

ガス炉産学官協議会でプラントメーカーを

含む産学官と連携しながら検討を進めてい

ます。また、産学官協議会の下の海外戦略

検討 WG において、国外実証炉を含む海外
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会を得なければ、本課題は研究のままで塩

漬けになる可能性があり、海外プロジェク

トでの高温ガス炉技術採用は最重要課題で

す。技術採用は人的交流だけでなく、資金

調達、コスト、建設期間など現実的な課題

があるため、中国など他国動向を意識し、

国内関係機関で連携を図って海外機関と交

流していただきたい。 
 社会実装に向けては高温ガス炉の環境価値

を明確化、定量化することが期待されてい

る。海外への展開については動向を適切に

ベンチマークすることが必要。 
 この項目の内訳として書かれていることは

（1）と重複している。評価項目として独立

した内容を持てないなら、項目自体を削除

するべき。 

プロジェクト戦略を検討しております。海

外プロジェクトにおける日本の高温ガス炉

技術採用に向けて、国内外の機関と連携し

ていきます。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 原子力機構全体に対するコメントとして、

社会的貢献の評価項目については、評価項

目の独立性がより明確となるよう、原子力

機構の担当部署（評価室）へ改善を依頼す

るとともに、今後は資料構成や説明を工夫

いたします。 
 

(8)科学技術政策、社会的・経済的意義/ニーズへの適合性 
提言 原子力機構の措置 

 水素製造量の見込みを示せると良い。 
 
 
 
 国の方針に沿って技術開発をするのは当然

のことであり、それを進め、達成することが

技術開発の目標となる。もし、それが科学技

術政策、社会的・経済的意義であるならば、

評価項目の重複であるから削除するべきで

ある。また、「ニーズへの適合性」のニーズ

が産業セクターからのニーズであるなら産

学連携の項目と重複しないように項目だて

をするべき。 

 「高温ガス炉及び水素製造研究開発の概

要」に示した、10,000 m3/h 以上（高温ガス

炉 1 基当たり）規模の高温ガス炉水素製造

システムの実用化を目指します。 
 原子力機構全体に対するコメントとして、

社会的貢献の評価項目については、評価項

目の独立性がより明確となるよう、原子力

機構の担当部署（評価室）へ改善を依頼す

るとともに、今後は資料構成や説明を工夫

いたします。 
 

 
 
 
 

 

 

 
(6)イノベーション創出の可能性と創出に向けた取組計画の妥当性 

提言 原子力機構の措置 
 再生可能エネルギーとの協調運用や、核熱

を利用した大気中 CO2直接回収と合成燃料

製造など、これまでにない技術の組み合わ

せなどの例示があればと思う。 
 
 

 
 
 特に IS の実用化に対してイノベーション
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 産業界への技術移転のためには産業界から

の具体的な要望事項の抽出にも注意を払う

必要あり。 
 この項目において技術開発の評価項目と重

複しないのは、産業界への技術移転方針の

部分だけである。この点について何をどこ

まで、どのように移転するのか、それをど

のように決めるのかについて明確化するべ

き。 
 カーボンフリー水素製造技術の実用化とい

うイノベーションももちろんのこと、熱利

用等による新たな研究開発のシーズ探索及

び他分野への橋渡し支援も御検討いただ

き、広いイノベーション創出可能性を御検

討いただきたい。 

 再生可能エネルギーとの協調運用について

は、上記文部科学省原子力システム研究開

発事業での検討結果（高温ガス炉による再

生可能エネルギーの出力平準化）を原子力

機構の取組に反映したいと考えています。

核熱を利用する CO2直接回収と合成燃料製

造については今後の調査・検討課題と考え

ています。 
 カーボンフリー水素製造技術を実用化し、

社会実装していく過程でイノベーションを

創出できると考えています。 
 要素技術について、産業界へ移転可能な技

術の抽出並びにそれらの移転方法及び時期

を産業界への技術移転方針として定め、こ

れに基づき、特許化を進めます。その際、産

業界からの要求を取り入れながら、情報公

開、商用化等、目的に応じて技術の移転範

囲、特許化する内容及び時期を定めて特許

化していきます。 
 
 水素に加えて、核熱を利用する CO2 直接回

収と合成燃料製造などのシーズ探索・調査

は、今後、新たなイノベーションを創出し

て行くための検討課題と考えています。 

 
(7)社会実装に向けた取組計画の妥当性 

提言 原子力機構の措置 
 実用プラント製作にはユーザーだけでなく

プラントメーカーが必須です。その点での

連携の計画があまり見えませんが、お考え

はいかがでしょうか。高温ガス炉の実用化

には国外実証炉が必要と考えると、その機

 高温ガス炉の実用化戦略に関しては、高温

ガス炉産学官協議会でプラントメーカーを

含む産学官と連携しながら検討を進めてい

ます。また、産学官協議会の下の海外戦略

検討 WG において、国外実証炉を含む海外
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(9)研究開発課題/成果の社会的受容性 

提言 原子力機構の措置 
 SDGs の観点からの整理も明示的にあった

方が、社会への広報には良いかもしれない。

 再生可能エネルギーのコミュニティとの接

点も探す必要があるかもしれない。 
 
 客観的に世論側に立った課題と対応の妥当

性を充分吟味する必要は感じる。 
 

 評価委員会選定基準や体制見直しも含め、

パブリックアクセプタンスに向けさらなる

取組継続が必要。 
 発信で理解がなぜ得られると思うのか理解

できない。 
 いまだに脱原発の世論が一部にはある中

で、HTTR が国民の多くに安心される研究

課題／成果として理解されてはいない。

HP、Twitter といった情報発信も重要で、

改善点はあるがすでに取り組まれている。

しかし、社会的受容性を高めるためには、講

演会やオンラインイベントでも質疑応答の

時間を多くとるなど、もっと双方向性のあ

る社会との対話を重視する必要がある。 

 高温ガス炉の社会への広報に向けて、SDGs
の観点から整理して明示していきます。 
 高温ガス炉の社会実装に向けて再生可能エ

ネルギーなどの他分野との連携の必要性を

評価します。 
 評価委員会で頂いたコメントを吟味し、客

観的な視点から課題と対応の妥当性の見直

しに取り組みます。 
 評価委員会につきましては、その議論の結

果がパブリックアクセプタンス向上につな

がるよう取り組んでいきます。また、原子

力機構の担当部署（広報部）と協議しなが

ら、一方通行にならない情報発信の仕方に

ついても検討していきます。 

 
(10)人材育成に関する取組の妥当性 

提言 原子力機構の措置 
 社会的受容性については、本来的な意味で

の広報（public relation）を実施していただ

きたい。また、社会的な懸念や動向に基づ

いて自らを見直すことなども含めて計画に

含めることが本来かと思います。 
 
 
 
 

 高温ガス炉の認知度を高めること、社会的

受容性を向上させることを目標に、第 3 期

中長期目標期間の取組（プレスリリース、

マスコミの取材を通じた新聞報道、HTTR
運転再開を含む高温ガス炉開発の動画公

開、HP 及び Twitter 等の SNS を活用した

情報発信並びに近隣の自治体が開催した避

難誘導計画の住民説明会での対話等）を行

いました。今後も上記取組を継続するとと
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 5 名以上の研究者受入れが高温ガス炉の実

用化とどのようにつながるのか、取組とし

ては妥当だが、手段の数値目標ではなく、

成果の目標（現状の人員規模を維持する等）

を記載いただきたい。 
 核融合では国の研究機関と大学との共同研

究が盛んに行われている。高温ガス炉も大

学での研究開発を通して、若手研究者の育

成や支援ができないか検討していただきた

い。 
 
 組織維持のための人材育成と高温ガス炉技

術の人材育成がイコールであるかのように

見える目標設定は国民の理解を得られるだ

ろうか。組織維持については別に項目をた

てて現状把握に基づいた増員等の理解を得

られるようにすべきと思う。 
 受入人材については、原子力機構等高温ガ

ス炉の技術者・研究者の獲得を目指すとい

う範囲に限定せず、人文社会学系の学生や

大学院生などより幅広い分野の研究者や学

生を受け入れ、高温ガス炉の可能性につい

て範囲を限定せずに探っていただきたいと

思いますのでそれに対応した目標設定も御

検討ください。また、人材育成の視点から、

人材の受入れのみでなく、HTTR 職員が外

に出て様々な経験や知見や人的つながりを

得られるような目標や支援も設定はいかが

でしょうか。 

もに、原子力機構の担当部署（広報部）と協

議しながら双方向で対話を行う場の強化を

検討します。 
 年度評価において、高温ガス炉技術を発展・

継承できる研究員や HTTR の運転・維持を

行う技術員の維持を明記するようにしま

す。 
 
 第 3 期中長期目標期間において、東京工業

大学、九州大学、熊本大学、福井大学、北海

道大学及び山梨大学と共同研究を行いまし

た。第 4 期中長期目標期間においても、引

き続き大学との共同研究を推進し、若手研

究者の育成や支援を行っていきます。 
 年度計画において、高温ガス炉技術継承の

ための人材育成と組織維持のための人材育

成を別項目として目標を立てるようにしま

す。 
 
 
 高温ガス炉の社会実装に向けて原子力分野

に限らず幅広い分野の研究者や学生に参加

していただくことが重要と考えておりま

す。令和 3 年度の夏期休暇実習生の募集に

おいては、原子力等の専門知識を要しない

テーマの募集も行いました。この取組を今

後も継続していきます。また、原子力機構

職員が経験、知見及び外部機関との人的つ

ながりを得られるように学会、講演等への

参加を継続しています。さらに、原子力機

構が主催する成果報告会、技術セミナーな

どでも、高温ガス炉について広く理解が得

られるような発表を行いました。今後もこ

のような活動を継続していきます。 
 
 
 
 

 

 

 
(9)研究開発課題/成果の社会的受容性 
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 SDGs の観点からの整理も明示的にあった

方が、社会への広報には良いかもしれない。

 再生可能エネルギーのコミュニティとの接

点も探す必要があるかもしれない。 
 
 客観的に世論側に立った課題と対応の妥当
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改善点はあるがすでに取り組まれている。

しかし、社会的受容性を高めるためには、講

演会やオンラインイベントでも質疑応答の

時間を多くとるなど、もっと双方向性のあ

る社会との対話を重視する必要がある。 

 高温ガス炉の社会への広報に向けて、SDGs
の観点から整理して明示していきます。 
 高温ガス炉の社会実装に向けて再生可能エ

ネルギーなどの他分野との連携の必要性を

評価します。 
 評価委員会で頂いたコメントを吟味し、客

観的な視点から課題と対応の妥当性の見直

しに取り組みます。 
 評価委員会につきましては、その議論の結

果がパブリックアクセプタンス向上につな

がるよう取り組んでいきます。また、原子

力機構の担当部署（広報部）と協議しなが

ら、一方通行にならない情報発信の仕方に

ついても検討していきます。 

 
(10)人材育成に関する取組の妥当性 

提言 原子力機構の措置 
 社会的受容性については、本来的な意味で

の広報（public relation）を実施していただ

きたい。また、社会的な懸念や動向に基づ

いて自らを見直すことなども含めて計画に

含めることが本来かと思います。 
 
 
 
 

 高温ガス炉の認知度を高めること、社会的

受容性を向上させることを目標に、第 3 期

中長期目標期間の取組（プレスリリース、

マスコミの取材を通じた新聞報道、HTTR
運転再開を含む高温ガス炉開発の動画公

開、HP 及び Twitter 等の SNS を活用した

情報発信並びに近隣の自治体が開催した避

難誘導計画の住民説明会での対話等）を行

いました。今後も上記取組を継続するとと
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(11)総合所見 

提言 原子力機構の措置 
 水素の製造について IS 以外の在来の手法

との連携可能性、電力需要変動対応につい

て検討が出来ると、社会受容性がより高ま

る。グリーン水素製造としての水蒸気電解

法などへの貢献などを明確に示せると良

い。メタン燃料改質水素はグレー水素であ

り、CCS をセットにした検討であることを

明示すべき。IS 実用化までのつなぎとして

在来の水電気分解グリーン水素を検討に含

めると、水素開発戦略としてわかり易い。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 「2050 年カーボンニュートラルに伴うグ

リーン成長戦略等の国の施策に貢献する」

とあるが、2050 年は 30 年後であり、現在

の関係者がほとんど退職しているものと考

えられる。そこで、「2030 年温室効果ガス

46％削減に貢献」を目標に入れることが必

要と考える。 
 エネルギー基本計画の改訂では多様なニー

 高温水蒸気電解や水電解及び様々な水素製

造手法については、上記資源エネルギー庁

事業における「カーボンフリー水素製造技

術のフィージビリティースタディー」（水素

製造技術を調査し各々の技術の比較/国際

動向に加え国内の既存事業の進捗を踏まえ

た調査）の成果を活用し、原子力機構の取

組・戦略に反映することで対応したいと考

えています。また、再生可能エネルギーに

係る電力需要変動対応については、上記文

部科学省原子力システム研究開発事業「脱

炭素化・レジリエンス強化に資する分散型

小型モジュラー炉を活用したエネルギーシ

ステムの統合シミュレーション手法開発」

（再エネ大量導入や CO2排出量制約条件下

での高温ガス炉の導入シナリオの分析）で

の検討結果（高温ガス炉による再生可能エ

ネルギーの出力平準化）を原子力機構の取

組に反映したいと考えています。さらに、

メタン燃料改質水素の原子力機構の研究開

発における位置付けは、原子炉と水素製造

との安全な接続技術を確立するための手段

であることを分かり易く発信していきま

す。また、CCSとの組み合わせることでCO2

を排出しない水素を供給できる可能性があ

ると考えています。 
 2050 年カーボンニュートラルに伴うグリ

ーン成長戦略等の国の方針に従い、高温ガ

ス炉の実用化に向けた計画は、2040 年頃に

国内実証炉、2050 年頃に国内実用炉の運転

開始を目指しています。このため 2030 年の

温室効果ガス 46％削減に高温ガス炉が貢

献することは困難と考えています。 
 第 6 次エネルギー基本計画に従い、第 4 期
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るとともに、今後は資料構成や説明を工夫

いたします。 
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 水素の製造について IS 以外の在来の手法
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て検討が出来ると、社会受容性がより高ま
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めると、水素開発戦略としてわかり易い。
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リーン成長戦略等の国の施策に貢献する」

とあるが、2050 年は 30 年後であり、現在

の関係者がほとんど退職しているものと考

えられる。そこで、「2030 年温室効果ガス

46％削減に貢献」を目標に入れることが必

要と考える。 
 エネルギー基本計画の改訂では多様なニー

 高温水蒸気電解や水電解及び様々な水素製

造手法については、上記資源エネルギー庁

事業における「カーボンフリー水素製造技

術のフィージビリティースタディー」（水素

製造技術を調査し各々の技術の比較/国際

動向に加え国内の既存事業の進捗を踏まえ

た調査）の成果を活用し、原子力機構の取

組・戦略に反映することで対応したいと考

えています。また、再生可能エネルギーに

係る電力需要変動対応については、上記文

部科学省原子力システム研究開発事業「脱

炭素化・レジリエンス強化に資する分散型

小型モジュラー炉を活用したエネルギーシ

ステムの統合シミュレーション手法開発」

（再エネ大量導入や CO2排出量制約条件下

での高温ガス炉の導入シナリオの分析）で

の検討結果（高温ガス炉による再生可能エ

ネルギーの出力平準化）を原子力機構の取

組に反映したいと考えています。さらに、

メタン燃料改質水素の原子力機構の研究開

発における位置付けは、原子炉と水素製造

との安全な接続技術を確立するための手段

であることを分かり易く発信していきま

す。また、CCSとの組み合わせることでCO2

を排出しない水素を供給できる可能性があ

ると考えています。 
 2050 年カーボンニュートラルに伴うグリ

ーン成長戦略等の国の方針に従い、高温ガ

ス炉の実用化に向けた計画は、2040 年頃に

国内実証炉、2050 年頃に国内実用炉の運転

開始を目指しています。このため 2030 年の

温室効果ガス 46％削減に高温ガス炉が貢

献することは困難と考えています。 
 第 6 次エネルギー基本計画に従い、第 4 期
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付録 1 

 
 
 
 

 

令０３原機（炉）０１８

令 和 ３ 年 ８ 月 ２ 日

 

高温ガス炉及び水素製造研究開発･評価委員会 

委員長 藤井 康正 殿 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

高速炉・新型炉研究開発部門 

部門長 大島 宏之 （公印省略） 

 

 

 

研究開発課題の事後評価及び事前評価について（諮問） 

 

研究開発・評価委員会の設置について（17（達）第 42 号）第 3 条に基づき、下記の

事項について諮問します。 

 

 

記 

 

 

〔諮問事項〕 

 

・第３期中長期計画における「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発」

に関する事後評価 

・第４期中長期計画における「高温ガス炉とこれによる熱利用技術の研究開発」

に関する事前評価 

 

 

 

以上
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年

度
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績
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評
価
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果

と
原

子
力

機
構

の
措

置
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1）

－
1 

令
和

2
年

度
実

績
の

年
度

評
価

（
技

術
系

委
員

向
け

）
 

総
合

評
価

；
A（

S
判

定
1
名

、
A
判

定
8
名

、
B
判

定
1
名

）
 

 
指

摘
事

項
 

評
価

 
原

子
力

機
構

の
措

置
 

高 温 ガ ス 炉 研 究 開 発  

H
TT

R
の

新
規

制
基

準
へ

の
適

合
性

確
認

の
対

応
（

原
子

力
規

制
庁

に
よ

る
審

査
）

 

①
 
今

後
何

ら
か

の
自

然
災

害
が

発
生

し
た

と
し

て
も

20
11

年

時
の

よ
う

な
長

期
停
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な

く
、
継

続
的

に
研

究
開

発
が

で
き
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う
な

備
え

が
必

要
と

思
い

ま
す

。
（

規
制

対
応

を
超

え

ま
す

が
）
重

要
度

が
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く
な
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含
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て
検

討
を

さ

れ
る

と
さ

ら
に
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成
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が
得
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る
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ま
す
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S:
9
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A:

1
名

 

①
 
規
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要

求
に

加
え
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果
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、

総
合

的

な
重

要
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の
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化

を
進

め
て

い
き

ま
す
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蒸
気

供
給

用
高

温
ガ

ス
炉

シ
ス

テ
ム

の
設

計
 

①
 
目

標
が

「
大

幅
な

削
減

」
と

あ
り

定
量

評
価

が
で

き
な

い
目

標
。
約

30
％

の
建

設
コ

ス
ト

低
減

は
顕

著
と

ま
で

は
言

い
難

い
。

 
S:

1
名

 
A:

8
名

 
B:

1
名

 

①
 
概

念
設

計
と

い
う

こ
と

も
あ

り
コ

ス
ト

削
減

幅
の

目

標
値

を
設

定
せ

ず
、
検

討
を

行
い

ま
し

た
。
本

件
を

含

め
、
こ

れ
ま

で
の

検
討

で
得

ら
れ

た
成

果
を

基
に

、
基

本
設

計
で

経
済

性
の

更
な

る
向

上
に

向
け

た
検

討
を

行
い

た
い

。
 

 
 

指
摘

事
項

 
評

価
 

原
子

力
機

構
の

措
置

 

水 素 製 造 研 究 開 発  

H
TT

R
と

の
接

続
を

想
定

し
た

起
動

・
停

止
な

ど
の

運
転

手
順

検
証

及
び

運
転

後
の

プ
ロ

セ
ス

①
 
連

続
運

転
の

た
め

の
オ

ン
ラ

イ
ン

制
御

パ
ラ

メ
ー

タ
デ

ー
タ

の
整

備
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今
後

の
安

定
運

転
に

大
い

に
貢

献
で

き
る

成
果

と

評
価

す
る

が
、

硫
黄

析
出

問
題

は
本

質
的

な
課

題
で

あ
り

、

根
本

的
な

対
応

が
必

要
と

考
え

る
。

 

S:
1
名

 
A:

7
名

B:
2
名

①
 
硫

黄
析

出
問

題
は

、
配

管
閉

塞
に
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り

プ
ラ
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ト

を

停
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至
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し

め
る

運
転
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定

性
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る

課
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組
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で

い
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す
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、
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物

は
、

材
料

表
面

に
薄

く
緻

密

に
密

着
し

て
お

り
系

統
内

に
大

量
に

流
れ

込
む

こ
と

は
な

く
、

IS
プ

ロ
セ

ス
の

連
続

運
転

へ
の

影
響

は
ほ

と
ん

ど
な

い
と

考
え

て
い

ま
す

が
、

今
後

も
腐

食
生

成
物

の
剥

離
が

な
い

こ
と

を
確

認
し

な
が

ら
材

料
開

発
を

進
め

ま
す

。
 

 

人 材 育 成  

国
内

外
の

研
究

者
・

技
術

者
の

受
け

入
れ

実
績

 

①
 
受

け
入

れ
た

学
生

が
職

員
に

応
募

・
採

用
さ

れ
た

か
ど

う
か

な
ど

、
具

体
的

な
成

果
の

有
無

で
評

価
し

た
い

。
 

A:
9
名

B:
1
名

①
 
博

士
研

究
員

及
び

夏
期

休
暇

実
習

生
と

し
て

受
け

入

れ
た

者
の

う
ち

、
9

名
を

職
員

と
し

て
採

用
し

ま
し

た
。

 

 

 

 
 

付
録

2 
令

和
2
年

度
研

究
実

績
の

評
価

結
果

と
原

子
力

機
構

の
措

置
 

（
1）

－
1 

令
和

2
年

度
実

績
の

年
度

評
価

（
技

術
系

委
員

向
け

）
 

総
合

評
価

；
A（

S
判

定
1
名

、
A
判

定
8
名

、
B
判

定
1
名

）
 

 
指

摘
事

項
 

評
価

 
原

子
力

機
構

の
措

置
 

高 温 ガ ス 炉 研 究 開 発  

H
TT

R
の

新
規

制
基

準
へ

の
適

合
性

確
認

の
対

応
（

原
子

力
規

制
庁

に
よ

る
審

査
）

 

①
 
今

後
何

ら
か

の
自

然
災

害
が

発
生

し
た

と
し

て
も

20
11

年

時
の

よ
う

な
長

期
停

止
な

く
、
継

続
的

に
研

究
開

発
が

で
き

る
よ

う
な

備
え

が
必

要
と

思
い

ま
す

。
（

規
制

対
応

を
超

え

ま
す

が
）
重

要
度

が
高

く
な

い
SS

Cs
も

含
め

て
検

討
を

さ

れ
る

と
さ

ら
に

よ
い

成
果

が
得

ら
れ

る
と

思
い

ま
す

。
 

S:
9
名

 
A:

1
名

 

①
 
規

制
要

求
に

加
え

費
用

対
効

果
も

考
慮

し
、

総
合

的

な
重

要
度

の
最

適
化

を
進

め
て

い
き

ま
す

。
 

 

蒸
気

供
給

用
高

温
ガ

ス
炉

シ
ス

テ
ム

の
設

計
 

①
 
目

標
が

「
大

幅
な

削
減

」
と

あ
り

定
量

評
価

が
で

き
な

い
目

標
。
約

30
％

の
建

設
コ

ス
ト

低
減

は
顕

著
と

ま
で

は
言

い
難

い
。

 
S:

1
名

 
A:

8
名

 
B:

1
名

 

①
 
概

念
設

計
と

い
う

こ
と

も
あ

り
コ

ス
ト

削
減

幅
の

目

標
値

を
設

定
せ

ず
、
検

討
を

行
い

ま
し

た
。
本

件
を

含

め
、
こ

れ
ま

で
の

検
討

で
得

ら
れ

た
成

果
を

基
に

、
基

本
設

計
で

経
済

性
の

更
な

る
向

上
に

向
け

た
検

討
を

行
い

た
い

。
 

 
 

指
摘

事
項

 
評

価
 

原
子

力
機

構
の

措
置

 

水 素 製 造 研 究 開 発  

H
TT

R
と

の
接

続
を

想
定

し
た

起
動

・
停

止
な

ど
の

運
転

手
順

検
証

及
び

運
転

後
の

プ
ロ

セ
ス

①
 
連

続
運

転
の

た
め

の
オ

ン
ラ

イ
ン

制
御

パ
ラ

メ
ー

タ
デ

ー
タ

の
整

備
は

今
後

の
安

定
運

転
に

大
い

に
貢

献
で

き
る

成
果

と

評
価

す
る

が
、

硫
黄

析
出

問
題

は
本

質
的

な
課

題
で

あ
り

、

根
本

的
な

対
応

が
必

要
と

考
え

る
。

 

S:
1
名

 
A:

7
名

B:
2
名

①
 
硫

黄
析

出
問

題
は

、
配

管
閉

塞
に

よ
り

プ
ラ

ン
ト

を

停
止

に
至

ら
し

め
る

運
転

安
定

性
に

係
る

課
題

の
た

め
、
優

先
的

に
取

り
組

ん
で

い
ま

す
。
現

在
、
硫

黄
生

成
条

件
な

ら
び

に
硫

黄
生

成
反

応
の

反
応

速
度

等
の

基
本

デ
ー

タ
を

拡
充

し
て

お
り

、
こ

れ
に

基
づ

き
、

今
年

度
中

に
は

、
硫

黄
生

成
を

抑
制

す
る

運
転

条
件
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指
摘

事
項

 
評

価
 

原
子

力
機

構
の

措
置

 
総

合
所

見
 

①
 
目

標
が

曖
昧

な
た

め
、

評
価

が
難

し
い

項
目

が
有

り
ま

す
。

高
温

ガ
ス

炉
の

実
用

化
及

び
そ

の
判

断
の

た
め

、
各

年
度

で

各
技

術
が

ど
の

レ
ベ

ル
に

達
成

し
て

い
な

け
れ

ば
な

ら
な

い

か
の

技
術

的
な

定
量

目
標

を
示

し
、

そ
れ

に
対

す
る

達
成

度

合
い

を
評

価
す

べ
き

と
考

え
ま

す
。

 
②

 
水

素
製

造
に

関
し

、
熱

交
換

器
の

閉
塞

が
発

生
す

る
な

ど
安

定
性

が
不

十
分

。
ス

ケ
ー

ル
ア

ッ
プ

や
コ

ス
ト

目
標

達
成

に

向
け

た
課

題
の

明
確

化
が

必
要

と
思

わ
れ

る
。

 
S:

1
名

 
A:

8
名

 
B:

1
名

 

①
 
具

体
的

な
定

量
目

標
を

設
定

す
る

こ
と

が
困

難
な

課

題
が

あ
り

ま
す

の
で

、
可

能
な

範
囲

で
定

量
目

標
を

立
て

る
よ

う
に

検
討

し
ま

し
た

。
第

4
期

中
長

期
計

画
（

案
）

は
マ

イ
ル

ス
ト

ー
ン

が
わ

か
る

よ
う

な
記

述
を

検
討

し
て

い
ま

す
。

 
②

 
安

定
性

に
つ

い
て

は
、「

水
素

製
造

研
究

開
発

」
最

上

段
の

②
に

記
載

の
通

り
。

 
超

高
温

を
利

用
し

た
水

素
大

量
製

造
技

術
実

証
事

業
」（

資
源

エ
ネ

ル
ギ

ー
庁

）
に

お
い

て
計

画
さ

れ
る

IS
法

を
含

め
た

種
々

の
カ

ー
ボ

ン
フ

リ
ー

水
素

の

FS
の

成
果

を
活

用
す

る
こ

と
で

、
外

部
専

門
家

等
の

視
点

を
取

り
入

れ
た

IS
プ

ロ
セ

ス
の

実
用

化
に

向

け
た

技
術

コ
ン

セ
プ

ト
（

ス
ケ

ー
ル

ア
ッ

プ
、
効

率
、

コ
ス

ト
目

標
等

）
の

明
確

化
及

び
技

術
評

価
を

、
次

期
中

長
期

計
画

で
行

っ
て

い
き

ま
す

。
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 （

1）
－

2 
令

和
2
年

度
実

績
の

年
度

評
価

（
人

文
・

社
会

科
学

系
委

員
向

け
）

 
総

合
評

価
；

B（
B
判

定
2
名

）
 

 
指

摘
事

項
 

評
価

 
原

子
力

機
構

の
措

置
 

科
学

技
術

政
策

、
社

会
的

・
経

済
的

意
義

／
ニ

ー
ズ

へ
の

適
合

性
 

①
 
炭

酸
ガ

ス
を

排
出

し
な

い
水

素
製

造
法

で
あ

る
IS

プ
ロ

セ

ス
の

開
発

は
世

界
が

カ
ー

ボ
ン

フ
リ

ー
に

向
か

う
上

で
重

要
な

貢
献

を
な

す
も

の
」
で

あ
ろ

う
と

推
測

は
で

き
る

。
開

発
の

事
実

は
高

く
評

価
さ

れ
る

べ
き

だ
が

、
ど

の
よ

う
に

世

界
的

な
脱

炭
素

社
会

の
ニ

ー
ズ

に
適

合
す

る
の

か
は

技
術

の
実

装
・
普

及
戦

略
な

し
に

判
断

で
き

な
い

。
実

用
高

温
ガ

ス
炉

に
つ

い
て

も
同

様
で

あ
る

と
考

え
る

。
 

②
 
社

会
受

容
性

の
観

点
か

ら
、
現

時
点

で
高

温
ガ

ス
炉

が
社

会

的
ニ

ー
ズ

に
十

分
適

合
し

て
い

る
と

ま
で

は
認

め
ら

れ
ず

。

B:
2
名

 

①
②

 高
温

ガ
ス

炉
の

社
会

的
ニ

ー
ズ

に
関

し
て

は
、

継
続

的
に

電
力

業
界

及
び

製
鉄

業
界

等
と

意
見

交
換

を
し

て
お

り
ま

す
。
こ

れ
ま

で
の

製
鉄

会
社

に
加

え
、
令

和

3
年

か
ら

は
電

力
会

社
と

の
共

同
研

究
を

開
始

し
ま

し
た

。
ま

た
、
高

温
ガ

ス
炉

の
社

会
実

装
に

関
す

る
国

の
方

針
（

グ
リ

ー
ン

成
長

戦
略

）
に

基
づ

き
、
ユ

ー
ザ

ー
と

の
意

見
交

換
を

通
し

て
社

会
的

ニ
ー

ズ
を

把
握

し
つ

つ
高

温
ガ

ス
炉

開
発

戦
略

の
具

体
化

を
進

め
て

参
り

ま
す

。
 

研
究

開
発

課
題

／
成

果
の

社
会

的
受

容
性

（
社

会
へ

及
ぼ

す
影

響
度

の
想

定
、

研
究

倫
理

的
妥

当
性

）
 

①
 

H
TT

R
の

安
全

性
、
水

素
製

造
の

要
素

技
術

に
つ

い
て

広
く

発
信

し
た

と
あ

る
が

、
プ

レ
ス

リ
リ

ー
ス

や
新

聞
報

道
に

よ

っ
て

ど
の

よ
う

に
社

会
的

受
容

性
が

向
上

す
る

と
考

え
て

い
る

の
か

不
明

で
あ

る
。
ま

た
実

用
高

温
ガ

ス
炉

と
水

素
製

造
技

術
研

究
の

倫
理

的
妥

当
性

に
つ

い
て

の
検

討
の

報
告

は
見

当
た

ら
な

か
っ

た
。
ま

た
こ

れ
ら

2
つ

が
実

現
し

た
時

の
社

会
に

与
え

る
影

響
度

に
つ

い
て

、
要

素
技

術
に

つ
い

て

で
は

な
く

、
シ

ス
テ

ム
全

体
と

し
て

の
検

討
も

見
当

た
ら

な

い
。

 
②

 
現

時
点

で
脱

原
発

の
世

論
が

一
部

に
は

あ
る

中
で

、
H

TT
R

が
国

民
の

多
く

に
安

心
さ

れ
る

研
究

課
題

／
成

果
と

し
て

C:
2
名

 

①
②

③
 

ま
ず

は
、
プ

レ
ス

リ
リ

ー
ス

、
マ

ス
コ

ミ
の

取
材

を
通

じ
た

新
聞

報
道

に
よ

り
、

高
温

ガ
ス

炉
認

知
度

を
高

め
る

こ
と

か
ら

社
会

的
受

容
性

を
向

上
さ

せ
た

い
と

考
え

て
い

ま
す

。
本

年
は

、
高

温
ガ

ス
炉

に
係

る
プ

レ

ス
（

5
件

）
に

加
え

、
近

隣
の

自
治

体
が

開
催

し
た

避

難
誘

導
計

画
の

住
民

説
明

会
へ

の
出

席
、

H
P
、

Tw
itt

er
等

の
SN

S
を

活
用

す
る

等
、

国
民

へ
の

情

報
発

信
を

行
い

ま
し

た
。

 
研

究
倫

理
的

妥
当

性
と

し
て

、
研

究
開

発
活

動
の

不

正
行

為
へ

の
対

応
に

つ
い

て
、

原
子

力
機

構
が

定
め

 

 
  

指
摘

事
項

 
評

価
 

原
子

力
機

構
の

措
置

 
総

合
所

見
 

①
 
目

標
が

曖
昧

な
た

め
、

評
価

が
難

し
い

項
目

が
有

り
ま

す
。

高
温

ガ
ス

炉
の

実
用

化
及

び
そ

の
判

断
の

た
め

、
各

年
度

で

各
技

術
が

ど
の

レ
ベ

ル
に

達
成

し
て

い
な

け
れ

ば
な

ら
な

い

か
の

技
術

的
な

定
量

目
標

を
示

し
、

そ
れ

に
対

す
る

達
成

度

合
い

を
評

価
す

べ
き

と
考

え
ま

す
。

 
②

 
水

素
製

造
に

関
し

、
熱

交
換

器
の

閉
塞

が
発

生
す

る
な

ど
安

定
性

が
不

十
分

。
ス

ケ
ー

ル
ア

ッ
プ

や
コ

ス
ト

目
標

達
成

に

向
け

た
課

題
の

明
確

化
が

必
要

と
思

わ
れ

る
。

 
S:

1
名

 
A:

8
名

 
B:

1
名

 

①
 
具

体
的

な
定

量
目

標
を

設
定

す
る

こ
と

が
困

難
な

課

題
が

あ
り

ま
す

の
で

、
可

能
な

範
囲

で
定

量
目

標
を

立
て

る
よ

う
に

検
討

し
ま

し
た

。
第

4
期

中
長

期
計

画
（

案
）

は
マ

イ
ル

ス
ト

ー
ン

が
わ

か
る

よ
う

な
記

述
を

検
討

し
て

い
ま

す
。

 
②

 
安

定
性

に
つ

い
て

は
、「

水
素

製
造

研
究

開
発

」
最

上

段
の

②
に

記
載

の
通

り
。

 
超

高
温

を
利

用
し

た
水

素
大

量
製

造
技

術
実

証
事

業
」（

資
源

エ
ネ

ル
ギ

ー
庁

）
に

お
い

て
計

画
さ

れ
る

IS
法

を
含

め
た

種
々

の
カ

ー
ボ

ン
フ

リ
ー

水
素

の

FS
の

成
果

を
活

用
す

る
こ

と
で

、
外

部
専

門
家

等
の

視
点

を
取

り
入

れ
た

IS
プ

ロ
セ

ス
の

実
用

化
に

向

け
た

技
術

コ
ン

セ
プ

ト
（

ス
ケ

ー
ル

ア
ッ

プ
、
効

率
、

コ
ス

ト
目

標
等

）
の

明
確

化
及

び
技

術
評

価
を

、
次

期
中

長
期

計
画

で
行

っ
て

い
き

ま
す

。
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理
解

さ
れ

て
い

る
と

は
言

い
難

い
で

す
。
自

主
的

な
発

信
と

し
て

プ
レ

ス
発

表
5
件

で
は

国
民

が
H

TT
R

研
究

開
発

成

果
を

理
解

す
る

に
は

不
十

分
と

思
わ

れ
ま

す
。
国

民
へ

の
情

報
発

信
は

H
TT

R
だ

け
で

な
く

原
子

力
機

構
全

体
と

し
て

も
っ

と
取

り
組

み
の

強
化

を
期

待
し

ま
す

。
 

③
 
原

子
力

機
構

全
体

と
し

て
研

究
開

発
活

動
上

の
不

正
行

為

の
防

止
に

関
す

る
行

動
規

範
が

定
め

ら
れ

て
い

る
よ

う
で

す
が

、
H

TT
R
で

は
そ

の
た

め
に

ど
の

よ
う

な
取

り
組

み
が

行
わ

れ
て

い
る

か
報

告
会

で
は

明
ら

か
で

は
あ

り
ま

せ
ん

で
し

た
。

 

る
規

定
に

基
づ

き
対

応
し

て
い

ま
す

。
高

温
ガ

ス
炉

シ
ス

テ
ム

が
実

現
し

た
場

合
の

社
会

に
与

え
る

影
響

に
つ

い
て

は
、
水

素
還

元
製

鉄
、
燃

料
電

池
車

、
定

置

用
燃

料
電

池
に

必
要

な
水

素
の

約
40

％
の

供
給

が
可

能
で

あ
る

こ
と

を
評

価
し

て
い

ま
す

。
 

 

成
果

の
波

及
効

果
を

十
分

に
見

極
め

る
な

ど
、
長

期
的
・
文

化
的

な
観

点
に

立
っ

た
評

価
 

①
 
日

本
の

産
業

界
と

の
ビ

ジ
ネ

ス
モ

デ
ル

に
つ

い
て

の
検

討
、

ポ
ー

ラ
ン

ド
に

対
す

る
技

術
協

力
を

活
発

に
行

っ
て

い
る

こ
と

は
評

価
で

き
る

か
、
そ

れ
ら

が
ど

の
よ

う
に

結
び

つ
い

て
高

温
ガ

ス
炉

、
並

び
に

水
素

製
造

技
術

の
実

用
に

至
る

の

か
中

長
期

的
な

視
点

か
ら

の
戦

略
、
ビ

ジ
ネ

ス
モ

デ
ル

の
検

討
の

中
身

が
示

さ
れ

て
い

る
べ

き
で

あ
る

。
 

②
 
ス

ケ
ー

ル
ア

ッ
プ

や
コ

ス
ト

目
標

達
成

に
向

け
た

議
論

が

途
上

に
あ

る
と

思
わ

れ
る

。
波

及
効

果
に

つ
い

て
は

、
成

果

に
関

す
る

情
報

開
示

を
通

じ
て

、
よ

り
オ

ー
プ

ン
な

議
論

が

必
要

と
思

わ
れ

る
。

 

B:
2
名

 

①
②

 高
温

ガ
ス

炉
の

実
用

化
に

向
け

て
、
令

和
元

年
12

月

に
高

温
ガ

ス
炉

実
用

化
研

究
協

力
推

進
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム

を
設

置
し

、
令

和
2

年
度

に
ビ

ジ
ネ

ス
モ

デ
ル

の
検

討
を

行
い

ま
し

た
。

高
温

ガ
ス

炉
の

社
会

実
装

に
関

す
る

国
の

方
針

に
基

づ
き

、
ポ

ー
ラ

ン
ド

を
含

む
国

際
連

携
を

活
用

し
、

原
子

力
機

構
で

中
長

期
的

な
シ

ナ
リ

オ
を

ま
と

め
た

と
こ

ろ
で

す
。

今
後

は
ス

ケ
ー

ル
ア

ッ
プ

や
コ

ス
ト

を
含

め
て

ユ
ー

ザ

ー
、
メ

ー
カ

と
協

議
し

、
中

長
期

的
な

高
温

ガ
ス

炉
開

発
の

具
体

的
な

戦
略

の
具

体
化

を
進

め
て

参
り

ま

す
。

 
波

及
効

果
に

関
し

て
は

、
熱

利
用

技
術

開
発

で
得

ら

れ
た

成
果

の
一

部
を
「

JA
EA

技
術

サ
ロ

ン
」
、「

JS
T
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新
技

術
説

明
会

」
で

発
表

し
、
原

子
力

分
野

以
外

へ
の

社
会

実
装

に
向

け
て

民
間

企
業

と
議

論
し

ま
し

た
。

 
新

規
科

学
技

術
の

研

究
開

発
や

利
活

用
に

お
け

る
リ

ス
ク

発
生

の
可

能
性

 

①
 
評

価
の

実
施

者
で

あ
る

評
価

委
員

の
募

集
要

項
な

い
し

は

適
格

要
件

の
情

報
が

原
子

力
機

構
内

部
（

理
事

長
、

理
事

、

評
価

室
等

）
の

み
で

集
約

さ
れ

て
お

り
社

会
に

向
け

て
分

か

り
や

す
く

公
開

さ
れ

て
い

な
い

現
状

に
は

改
善

が
必

要
と

思
わ

れ
ま

す
。
社

会
か

ら
評

価
報

告
が

信
用

に
足

る
も

の
と

受
け

入
れ

る
た

め
に

は
、
評

価
報

告
書

と
一

緒
に

評
価

法
の

詳
細

に
つ

い
て

の
上

記
の

よ
う

な
委

員
登

用
を

含
ん

だ
情

報
の

公
開

を
希

望
し

ま
す

。
ま

た
、
同

時
に

委
員

個
別

の
利

益
相

反
co

nf
lic

t 
of

 i
nt

er
es

t
も

公
開

す
べ

き
と

考
え

ま

す
。

 

A:
1
名

 
C:

1
名

 

①
 
研

究
開

発
評

価
委

員
会

の
評

価
結

果
は

、
翌

年
度

に
発

行
す

る
報

告
書

JA
EA

-E
va

lu
at

io
n
の

中
で

、
評

価

の
方

法
及

び
評

価
結

果
を

公
開

す
る

予
定

で
す

。
評

価

委
員

の
選

定
の

公
開

に
つ

い
て

は
、
経

営
企

画
部

評
価

室
と

協
議

し
、

JA
EA

-E
va

lu
at

io
n

の
中

に
明

示
す

る
こ

と
に

な
り

ま
し

た
。
な

お
、
委

員
の

利
益

相
反

が

な
い

こ
と

は
確

認
し

て
お

り
ま

す
が

、
個

人
情

報
と

な

る
た

め
公

開
し

て
お

り
ま

せ
ん

。
 

国
内

外
他

機
関

、
産

業
界

と
の

連
携

の
妥

当
性

 

①
 
そ

れ
ぞ

れ
に

つ
い

て
活

発
に

活
動

さ
れ

て
い

て
評

価
で

き

る
が

、
相

互
の

関
係

性
が

わ
か

る
と

な
お

よ
い

。
な

ん
の

た

め
に

な
ぜ

こ
の

連
携

が
必

要
で

相
互

に
そ

れ
ら

が
ど

う
結

び
つ

い
て

い
る

の
か

な
ど

。
 

②
 
脱

炭
素

社
会

へ
の

関
心

が
高

ま
っ

て
い

る
が

、
温

暖
化

ガ
ス

排
出

量
低

減
ニ

ー
ズ

の
高

い
他

分
野

と
の

連
携

が
不

足
し

て
い

る
と

思
わ

れ
る

。
 

A:
1
名

 
B:

1
名

 

①
②

 電
力

や
製

鉄
等

、
温

暖
化

ガ
ス

排
出

量
低

減
ニ

ー
ズ

の
高

い
分

野
と

の
連

携
に

加
え

、
先

方
か

ら
の

要
請

に
よ

り
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
関

連
企

業
と

高
温

ガ
ス

炉
に

関
す

る
議

論
を

行
い

ま
し

た
。
ま

た
、
相

互
の

関
係

性

が
わ

か
る

よ
う

に
、

国
際

協
力

に
お

い
て

は
資

料
に

相
互

の
関

係
が

分
か

る
よ

う
な

図
を

挿
入

す
る

等
、

説
明

を
工

夫
い

た
し

ま
す

。
 

     

 

 
 

理
解

さ
れ

て
い

る
と

は
言

い
難

い
で

す
。
自

主
的

な
発

信
と

し
て

プ
レ

ス
発

表
5
件

で
は

国
民

が
H

TT
R

研
究

開
発

成

果
を

理
解

す
る

に
は

不
十

分
と

思
わ

れ
ま

す
。
国

民
へ

の
情

報
発

信
は

H
TT

R
だ

け
で

な
く

原
子

力
機

構
全

体
と

し
て

も
っ

と
取

り
組

み
の

強
化

を
期

待
し

ま
す

。
 

③
 
原

子
力

機
構

全
体

と
し

て
研

究
開

発
活

動
上

の
不

正
行

為

の
防

止
に

関
す

る
行

動
規

範
が

定
め

ら
れ

て
い

る
よ

う
で

す
が

、
H

TT
R
で

は
そ

の
た

め
に

ど
の

よ
う

な
取

り
組

み
が

行
わ

れ
て

い
る

か
報

告
会

で
は

明
ら

か
で

は
あ

り
ま

せ
ん

で
し

た
。

 

る
規

定
に

基
づ

き
対

応
し

て
い

ま
す

。
高

温
ガ

ス
炉

シ
ス

テ
ム

が
実

現
し

た
場

合
の

社
会

に
与

え
る

影
響

に
つ

い
て

は
、
水

素
還

元
製

鉄
、
燃

料
電

池
車

、
定

置

用
燃

料
電

池
に

必
要

な
水

素
の

約
40

％
の

供
給

が
可

能
で

あ
る

こ
と

を
評

価
し

て
い

ま
す

。
 

 

成
果

の
波

及
効

果
を

十
分

に
見

極
め

る
な

ど
、
長

期
的
・
文

化
的

な
観

点
に

立
っ

た
評

価
 

①
 
日

本
の

産
業

界
と

の
ビ

ジ
ネ

ス
モ

デ
ル

に
つ

い
て

の
検

討
、

ポ
ー

ラ
ン

ド
に

対
す

る
技

術
協

力
を

活
発

に
行

っ
て

い
る

こ
と

は
評

価
で

き
る

か
、
そ

れ
ら

が
ど

の
よ

う
に

結
び

つ
い

て
高

温
ガ

ス
炉

、
並

び
に

水
素

製
造

技
術

の
実

用
に

至
る

の

か
中

長
期

的
な

視
点

か
ら

の
戦

略
、
ビ

ジ
ネ

ス
モ

デ
ル

の
検

討
の

中
身

が
示

さ
れ

て
い

る
べ

き
で

あ
る

。
 

②
 
ス

ケ
ー

ル
ア

ッ
プ

や
コ

ス
ト

目
標

達
成

に
向

け
た

議
論

が

途
上

に
あ

る
と

思
わ

れ
る

。
波

及
効

果
に

つ
い

て
は

、
成

果

に
関

す
る

情
報

開
示

を
通

じ
て

、
よ

り
オ

ー
プ

ン
な

議
論

が

必
要

と
思

わ
れ

る
。

 

B:
2
名

 

①
②

 高
温

ガ
ス

炉
の

実
用

化
に

向
け

て
、
令

和
元

年
12

月

に
高

温
ガ

ス
炉

実
用

化
研

究
協

力
推

進
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム

を
設

置
し

、
令

和
2

年
度

に
ビ

ジ
ネ

ス
モ

デ
ル

の
検

討
を

行
い

ま
し

た
。

高
温

ガ
ス

炉
の

社
会

実
装

に
関

す
る

国
の

方
針

に
基

づ
き

、
ポ

ー
ラ

ン
ド

を
含

む
国

際
連

携
を

活
用

し
、

原
子

力
機

構
で

中
長

期
的

な
シ

ナ
リ

オ
を

ま
と

め
た

と
こ

ろ
で

す
。

今
後

は
ス

ケ
ー

ル
ア

ッ
プ

や
コ

ス
ト

を
含

め
て

ユ
ー

ザ

ー
、
メ

ー
カ

と
協

議
し

、
中

長
期

的
な

高
温

ガ
ス

炉
開

発
の

具
体

的
な

戦
略

の
具

体
化

を
進

め
て

参
り

ま

す
。

 
波

及
効

果
に

関
し

て
は

、
熱

利
用

技
術

開
発

で
得

ら

れ
た

成
果

の
一

部
を
「

JA
EA

技
術

サ
ロ

ン
」
、「

JS
T
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指
摘

事
項

 
評

価
 

原
子

力
機

構
の

措
置

 
総

合
所

見
 

①
 
設

計
基

準
事

故
を

超
え

る
よ

う
な

事
故

を
想

定
し

て
新

規

制
基

準
適

合
性

に
係

る
原

子
炉

設
置

変
更

許
可

の
取

得
し

た
こ

と
が

、
地

質
学

系
災

害
で

あ
る

地
震

津
波

を
十

分
に

想

定
し

た
と

し
て

も
、
他

の
災

害
で

あ
る

水
害

や
感

染
症

、
戦

争
や

テ
ロ
（

サ
イ

バ
ー

攻
撃

も
含

め
て

）
へ

の
対

応
に

つ
い

て
の

想
定

が
H

TT
R

開
発

部
門

の
み

で
は

難
し

い
よ

う
な

印
象

を
受

け
ま

し
た

の
で

、
外

部
専

門
家

と
の

連
携

が
必

要

な
の

で
は

な
い

か
と

思
い

ま
し

た
。

最
大

限
に

具
体

的
な

G
E
シ

ナ
リ

オ
を

作
成

し
、
そ

れ
に

対
応

を
検

討
で

き
る

よ

う
な

研
究

開
発

を
引

き
続

き
お

願
い

し
た

い
と

思
い

ま
す

。

B:
2
名

 

①
 
感

染
症

、
戦

争
や

テ
ロ

へ
の

対
応

に
つ

い
て

は
、
今

後

の
国

の
原

子
力

防
災

会
議

の
議

論
を

注
視

し
、
柔

軟
に

対
応

で
き

る
よ

う
必

要
に

応
じ

専
門

家
と

も
協

議
を

進
め

ま
す

。
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（

2）
令

和
3
年

度
の

研
究

計
画

に
対

す
る

コ
メ

ン
ト

 
研

究
課

題
 

指
摘

事
項

 
原

子
力

機
構

の
措

置
 

高
温

ガ
ス

炉
 

研
究

開
発

 
①

 
再

稼
働

が
間

近
に

迫
っ

て
い

る
が

、
ほ

ぼ
10

年
ぶ

り
の

運
転

と

な
る

た
め

、
運

転
ノ

ウ
ハ

ウ
の

忘
却

や
喪

失
な

ど
に

よ
る

様
々

な
ミ

ス
（

10
年

前
ま

で
あ

れ
ば

当
然

防
ぐ

こ
と

が
で

き
た

ミ
ス

）

の
発

生
が

懸
念

さ
れ

る
。

研
究

開
発

に
支

障
が

生
じ

な
い

よ
う

に
、

運
転

員
の

技
術

能
力

の
維

持
向

上
に

は
引

き
続

き
留

意
し

て
戴

き
た

い
。

 
②

 
運

転
再

開
す

る
こ

と
が

計
画

に
な

っ
て

い
ま

す
が

、
再

開
時

期

が
見

通
せ

る
場

合
に

は
、

運
転

再
開

後
の

実
施

事
項

に
つ

い
て

計
画

に
含

め
る

必
要

は
な

い
で

し
ょ

う
か

。
 

③
 
安

全
上

重
要

な
プ

ラ
ン

ト
本

体
に

は
十

分
な

手
当

て
が

な
さ

れ

て
い

る
と

思
う

が
、

原
子

炉
設

備
で

な
い

も
の

の
運

転
に

不
可

欠
な

施
設

に
お

い
て

は
、

長
期

停
止

に
伴

う
ト

ラ
ブ

ル
が

発
生

す
る

こ
と

も
懸

念
さ

れ
る

の
で

、
対

応
に

時
間

を
要

す
る

も
の

に
つ

い
て

は
事

前
の

備
え

を
し

た
方

が
よ

い
。

 
④

 
昨

今
の

状
況

変
化

に
伴

い
、
「

将
来

的
に

社
会

に
貢

献
で

き
る

か
」
、
な

ど
技

術
以

外
の

観
点

か
ら

計
画

見
直

し
の

余
地

が
無

い

か
検

討
が

必
要

と
思

わ
れ

る
。

 

①
 

H
TT

R
が

停
止

し
て

い
る

期
間

に
H

TT
R

を
用

い
た

コ
ー

ル

ド
試

験
等

を
通

し
て

、
H

TT
R

運
転

員
の

技
術

能
力

の
維

持
向

上
を

図
っ

て
お

り
、

令
和

3
年

度
に

お
い

て
も

、
運

転
再

開
直

前
の

令
和

3
年

5
月

に
機

器
の

健
全

性
確

認
を

兼
ね

た
コ

ー
ル

ド
試

験
を

実
施

し
ま

し
た

。
さ

ら
に

、
運

転
再

開
後

は
、

H
TT

R
の

運
転

に
お

い
て

熟
練

運
転

員
か

ら
若

手
運

転
員

へ
運

転
技

術

の
継

承
を

図
る

と
と

も
に

若
手

運
転

員
の

育
成

に
努

め
て

い
ま

す
。

 
②

 
令

和
3
年

度
の

計
画

は
、

炉
心

冷
却

喪
失

試
験

、
熱

負
荷

変
動

試
験

等
の

異
常

時
を

模
擬

し
た

試
験

の
実

施
を

運
転

再
開

後
の

実
施

事
項

と
し

て
含

め
た

計
画

と
し

て
い

ま
す

。
 

③
 
部

内
に

TF
を

設
置

し
、

長
期

停
止

の
影

響
の

検
討

、
運

転
再

開
の

障
害

と
な

り
得

る
事

項
の

抽
出

を
行

う
と

と
も

に
、

コ
ー

ル
ド

試
験

を
通

し
て

機
器

の
健

全
性

を
確

認
し

た
。

ま
た

、
運

転
中

に
確

認
す

べ
き

事
項

を
抽

出
し

、
過

去
の

運
転

デ
ー

タ
と

比
較

し
長

期
運

転
停

止
に

よ
る

影
響

が
な

い
こ

と
を

段
階

的
に

確
認

す
る

な
ど

、
安

全
確

保
に

努
め

て
い

ま
す

。
 

④
 
技

術
的

な
観

点
か

ら
の

み
で

な
く

、
人

文
社

会
的

な
観

点
か

ら

の
検

討
が

必
要

で
あ

る
こ

と
を

認
識

し
、

昨
年

度
か

ら
研

究
開

発
評

価
委

員
会

に
人

文
社

会
の

委
員

の
先

生
に

参
加

頂
い

て
お

 

 
 

 
 

指
摘

事
項

 
評

価
 

原
子

力
機

構
の

措
置

 
総

合
所

見
 

①
 
設

計
基

準
事

故
を

超
え

る
よ

う
な

事
故

を
想

定
し

て
新

規

制
基

準
適

合
性

に
係

る
原

子
炉

設
置

変
更

許
可

の
取

得
し

た
こ

と
が

、
地

質
学

系
災

害
で

あ
る

地
震

津
波

を
十

分
に

想

定
し

た
と

し
て

も
、
他

の
災

害
で

あ
る

水
害

や
感

染
症

、
戦

争
や

テ
ロ
（

サ
イ

バ
ー

攻
撃

も
含

め
て

）
へ

の
対

応
に

つ
い

て
の

想
定

が
H

TT
R

開
発

部
門

の
み

で
は

難
し

い
よ

う
な

印
象

を
受

け
ま

し
た

の
で

、
外

部
専

門
家

と
の

連
携

が
必

要

な
の

で
は

な
い

か
と

思
い

ま
し

た
。

最
大

限
に

具
体

的
な

G
E
シ

ナ
リ

オ
を

作
成

し
、
そ

れ
に

対
応

を
検

討
で

き
る

よ

う
な

研
究

開
発

を
引

き
続

き
お

願
い

し
た

い
と

思
い

ま
す

。

B:
2
名

 

①
 
感

染
症

、
戦

争
や

テ
ロ

へ
の

対
応

に
つ

い
て

は
、
今

後

の
国

の
原

子
力

防
災

会
議

の
議

論
を

注
視

し
、
柔

軟
に

対
応

で
き

る
よ

う
必

要
に

応
じ

専
門

家
と

も
協

議
を

進
め

ま
す

。
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り
ま

す
。

研
究

開
発

評
価

委
員

会
で

の
ご

意
見

を
参

考
に

次
期

中
長

期
計

画
を

検
討

し
て

参
り

ま
す

。
 

水
素

製
造

 
研

究
開

発
 

①
 
運

転
中

の
自

動
組

成
制

御
に

向
け

て
、

制
御

変
数

の
決

定
や

変

数
間

の
相

関
関

係
の

分
析

な
ど

が
行

わ
れ

て
い

る
が

、
静

的
な

相
関

関
係

だ
け

で
な

く
、

動
的

な
関

係
の

分
析

も
必

要
と

考
え

ら
れ

る
。
適

切
な

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
制

御
を

実
現

す
る

に
は

、
制

御
対

象
シ

ス
テ

ム
内

に
お

け
る

時
間

遅
れ

を
定

量
的

に
考

慮
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

 
②

 
工

業
規

模
で

の
実

用
化

の
た

め
に

は
金

属
材

料
で

の
IS

法
の

確

立
が

重
要

。
第

3
期

中
長

期
計

画
を

達
成

す
る

た
め

と
い

う
だ

け
で

は
な

く
、
長

い
目

で
見

て
、
金

属
材

料
の

材
料

デ
ー

タ
取

得

を
推

進
願

う
。
ま

た
硫

黄
の

析
出

に
関

し
て

も
、
実

用
化

に
向

け

た
原

因
の

把
握

と
対

策
の

検
討

を
確

実
に

行
い

、
そ

の
効

果
を

長
時

間
連

続
水

素
製

造
試

験
で

確
認

さ
れ

た
い

。
 

③
 
水

素
製

造
の

開
発

ス
ピ

ー
ド

の
遅

い
こ

と
が

気
に

な
る

。
現

状

92
L/

h
か

ら
ス

ケ
ー

ル
ア

ッ
プ

へ
の

具
体

的
な

ロ
ー

ド
マ

ッ
プ

を
作

成
し

て
ほ

し
い

。
 

④
 
水

素
製

造
は

IS
プ

ロ
セ

ス
以

外
の

シ
ス

テ
ム

も
様

々
な

国
や

企

業
で

検
討

さ
れ

て
お

り
、

水
素

製
造

量
や

コ
ス

ト
も

重
視

し
て

研
究

開
発

を
進

め
て

い
た

だ
き

た
い

。
 

⑤
 
自

動
組

成
制

御
は

必
須

で
あ

り
そ

の
物

性
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

整

備
を

し
っ

か
り

確
立

し
て

ほ
し

い
。
そ

れ
に

よ
り

沃
素
・
硫

黄
析

出
な

ど
根

本
的

な
問

題
解

決
を

図
り

、
更

な
る

長
期

連
続

運
転

（
10

00
h
以

上
）

を
達

成
さ

せ
て

い
た

だ
き

た
い

。
 

①
 
令

和
2
年

度
ま

で
に

取
得

、
整

備
し

た
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
等

を
基

に
、

令
和

3
年

度
に

、
組

成
変

動
予

測
の

た
め

、
反

応
器

の
動

特
性

解
析

モ
デ

ル
を

作
成

し
、

妥
当

性
を

検
証

し
ま

し
た

。
今

後
、

解
析

評
価

結
果

を
基

に
制

御
対

象
シ

ス
テ

ム
内

に
お

け
る

時
間

遅
れ

を
考

慮
し

た
制

御
ロ

ジ
ッ

ク
等

を
開

発
し

、
次

期
中

長
期

計
画

に
お

い
て

、
自

動
組

成
制

御
技

術
と

し
て

完
成

を
目

指
し

ま
す

。
 

②
 
金

属
材

料
に

つ
い

て
は

、
硫

酸
分

解
器

用
に

開
発

中
の

新
規

耐

食
合

金
に

つ
い

て
、

機
械

的
特

性
や

耐
食

性
の

デ
ー

タ
取

得
を

進
め

ま
す

。
耐

食
性

硫
黄

生
成

に
つ

い
て

は
反

応
速

度
デ

ー
タ

取
得

等
に

よ
り

生
成

メ
カ

ニ
ズ

ム
の

解
明

及
び

対
策

を
進

め
、

反
応

器
単

体
で

の
運

転
に

お
い

て
効

果
を

確
認

し
た

。
今

後
、

硫
黄

生
成

に
関

す
る

デ
ー

タ
を

拡
充

す
る

と
と

も
に

、
長

時
間

の
連

続
水

素
製

造
試

験
に

よ
り

検
証

す
る

計
画

で
す

。
 

③
 
原

子
力

機
構

に
お

け
る

カ
ー

ボ
ン

フ
リ

ー
水

素
製

造
技

術
の

研

究
開

発
（

IS
法

）
は

、「
グ

リ
ー

ン
成

長
戦

略
」
に

沿
っ

た
計

画

に
す

る
と

と
も

に
、

次
期

中
長

期
計

画
で

実
施

予
定

の
「

超
高

温
を

利
用

し
た

水
素

大
量

製
造

技
術

実
証

事
業

」（
資

源
エ

ネ
ル

ギ
ー

庁
）
に

お
い

て
計

画
さ

れ
る

IS
法

を
含

め
た

種
々

の
カ

ー

ボ
ン

フ
リ

ー
水

素
の

FS
の

成
果

を
反

映
し

て
、

IS
プ

ロ
セ

ス

の
実

用
化

に
向

け
た

技
術

コ
ン

セ
プ

ト
（

ス
ケ

ー
ル

ア
ッ

プ
、

効
率

、
コ

ス
ト

目
標

等
）

の
具

体
化

を
計

っ
て

い
き

ま
す

。
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⑥
 
令

和
3

年
度

は
現

中
長

期
計

画
の

最
終

年
度

に
あ

た
り

、
今

後

に
向

け
た

課
題

を
明

ら
か

に
す

る
必

要
が

あ
る

と
思

わ
れ

る
。

こ
れ

ま
で

の
水

素
製

造
プ

ロ
セ

ス
の

検
討

に
加

え
、

ス
ケ

ー
ル

ア
ッ

プ
や

コ
ス

ト
目

標
達

成
に

向
け

た
課

題
を

明
ら

か
に

す
る

取
り

組
み

が
必

要
と

思
わ

れ
る

。
 

④
 
水

素
製

造
量

や
コ

ス
ト

に
つ

い
て

は
国

が
提

示
す

る
目

標
値

や

水
素

ユ
ー

ザ
ー

候
補

か
ら

の
要

求
価

格
を

考
慮

し
て

実
用

プ
ラ

ン
ト

に
お

け
る

水
素

製
造

量
や

水
素

製
造

効
率

の
目

標
値

を
検

討
し

て
い

き
ま

す
。

 
⑤

 
物

性
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
に

つ
い

て
は

令
和

2
年

度
ま

で
に

取
得

し

た
デ

ー
タ

を
基

に
、

連
続

水
素

製
造

試
験

や
ビ

ー
カ

ー
試

験
に

よ
り

デ
ー

タ
を

拡
充

す
る

。
硫

黄
生

成
に

つ
い

て
は

令
和

3
年

度
中

に
対

策
を

完
了

し
、

第
4
期

中
長

期
計

画
で

の
自

動
組

成

制
御

技
術

の
完

成
と

合
わ

せ
て

さ
ら

な
る

長
期

連
続

運
転

の
達

成
を

目
指

し
ま

す
。

 
⑥

 
原

子
力

機
構

に
お

け
る

カ
ー

ボ
ン

フ
リ

ー
水

素
製

造
技

術
の

研

究
開

発
（

IS
法

）
は

、「
グ

リ
ー

ン
成

長
戦

略
」
に

沿
っ

た
計

画

に
す

る
と

と
も

に
、

次
期

中
長

期
計

画
で

実
施

予
定

の
「

超
高

温
を

利
用

し
た

水
素

大
量

製
造

技
術

実
証

事
業

」（
資

源
エ

ネ
ル

ギ
ー

庁
）
に

お
い

て
計

画
さ

れ
る

IS
法

を
含

め
た

種
々

の
カ

ー

ボ
ン

フ
リ

ー
水

素
の

FS
の

成
果

を
反

映
し

て
、

IS
プ

ロ
セ

ス

の
実

用
化

に
向

け
た

技
術

コ
ン

セ
プ

ト
（

ス
ケ

ー
ル

ア
ッ

プ
、

効
率

、
コ

ス
ト

目
標

等
）

の
具

体
化

を
計

っ
て

い
き

ま
す

。
 

人
材

育
成

 
①

 
若

い
世

代
に

関
心

を
持

っ
て

も
ら

う
た

め
に

、
原

子
力

エ
ネ

ル

ギ
ー

全
般

の
有

効
性

を
認

知
し

て
も

ら
う

活
動

も
必

要
か

も
し

れ
な

い
。

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
配

信
で

き
る

動
画

は
特

に
有

効
な

よ
う

に
思

わ
れ

る
。

 
②

 
社

会
実

装
も

含
め

た
幅

広
い

人
材

育
成

の
あ

り
方

も
並

行
し

て

検
討

さ
れ

て
は

と
思

い
ま

す
。

 

①
 
本

年
11

月
の

原
子

力
機

構
報

告
会

に
お

い
て

、
H

TT
R

の
運

転
再

開
を

含
む

高
温

ガ
ス

炉
開

発
の

動
画

を
公

開
し

ま
し

た
。

原
子

力
機

構
の

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

で
閲

覧
で

き
ま

す
。

 
②

③
④

⑥
⑦

⑨
 

人
材

育
成

の
目

的
は

、「
高

温
ガ

ス
炉

に
関

す
る

知
識

を
習

得
さ

せ
る

」
こ

と
で

あ
り

、
将

来
的

に
原

子
力

機
構

の
人

材
確

保
が

目

 

 
 

り
ま

す
。

研
究

開
発

評
価

委
員

会
で

の
ご

意
見

を
参

考
に

次
期

中
長

期
計

画
を

検
討

し
て

参
り

ま
す

。
 

水
素

製
造

 
研

究
開

発
 

①
 
運

転
中

の
自

動
組

成
制

御
に

向
け

て
、

制
御

変
数

の
決

定
や

変

数
間

の
相

関
関

係
の

分
析

な
ど

が
行

わ
れ

て
い

る
が

、
静

的
な

相
関

関
係

だ
け

で
な

く
、

動
的

な
関

係
の

分
析

も
必

要
と

考
え

ら
れ

る
。
適

切
な

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
制

御
を

実
現

す
る

に
は

、
制

御
対

象
シ

ス
テ

ム
内

に
お

け
る

時
間

遅
れ

を
定

量
的

に
考

慮
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

 
②

 
工

業
規

模
で

の
実

用
化

の
た

め
に

は
金

属
材

料
で

の
IS

法
の

確

立
が

重
要

。
第

3
期

中
長

期
計

画
を

達
成

す
る

た
め

と
い

う
だ

け
で

は
な

く
、
長

い
目

で
見

て
、
金

属
材

料
の

材
料

デ
ー

タ
取

得

を
推

進
願

う
。
ま

た
硫

黄
の

析
出

に
関

し
て

も
、
実

用
化

に
向

け

た
原

因
の

把
握

と
対

策
の

検
討

を
確

実
に

行
い

、
そ

の
効

果
を

長
時

間
連

続
水

素
製

造
試

験
で

確
認

さ
れ

た
い

。
 

③
 
水

素
製

造
の

開
発

ス
ピ

ー
ド

の
遅

い
こ

と
が

気
に

な
る

。
現

状

92
L/

h
か

ら
ス

ケ
ー

ル
ア

ッ
プ

へ
の

具
体

的
な

ロ
ー

ド
マ

ッ
プ

を
作

成
し

て
ほ

し
い

。
 

④
 
水

素
製

造
は

IS
プ

ロ
セ

ス
以

外
の

シ
ス

テ
ム

も
様

々
な

国
や

企

業
で

検
討

さ
れ

て
お

り
、

水
素

製
造

量
や

コ
ス

ト
も

重
視

し
て

研
究

開
発

を
進

め
て

い
た

だ
き

た
い

。
 

⑤
 
自

動
組

成
制

御
は

必
須

で
あ

り
そ

の
物

性
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

整

備
を

し
っ

か
り

確
立

し
て

ほ
し

い
。
そ

れ
に

よ
り

沃
素
・
硫

黄
析

出
な

ど
根

本
的

な
問

題
解

決
を

図
り

、
更

な
る

長
期

連
続

運
転

（
10

00
h
以

上
）

を
達

成
さ

せ
て

い
た

だ
き

た
い

。
 

①
 
令

和
2
年

度
ま

で
に

取
得

、
整

備
し

た
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
等

を
基

に
、

令
和

3
年

度
に

、
組

成
変

動
予

測
の

た
め

、
反

応
器

の
動

特
性

解
析

モ
デ

ル
を

作
成

し
、

妥
当

性
を

検
証

し
ま

し
た

。
今

後
、

解
析

評
価

結
果

を
基

に
制

御
対

象
シ

ス
テ

ム
内

に
お

け
る

時
間

遅
れ

を
考

慮
し

た
制

御
ロ

ジ
ッ

ク
等

を
開

発
し

、
次

期
中

長
期

計
画

に
お

い
て

、
自

動
組

成
制

御
技

術
と

し
て

完
成

を
目

指
し

ま
す

。
 

②
 
金

属
材

料
に

つ
い

て
は

、
硫

酸
分

解
器

用
に

開
発

中
の

新
規

耐

食
合

金
に

つ
い

て
、

機
械

的
特

性
や

耐
食

性
の

デ
ー

タ
取

得
を

進
め

ま
す

。
耐

食
性

硫
黄

生
成

に
つ

い
て

は
反

応
速

度
デ

ー
タ

取
得

等
に

よ
り

生
成

メ
カ

ニ
ズ

ム
の

解
明

及
び

対
策

を
進

め
、

反
応

器
単

体
で

の
運

転
に

お
い

て
効

果
を

確
認

し
た

。
今

後
、

硫
黄

生
成

に
関

す
る

デ
ー

タ
を

拡
充

す
る

と
と

も
に

、
長

時
間

の
連

続
水

素
製

造
試

験
に

よ
り

検
証

す
る

計
画

で
す

。
 

③
 
原

子
力

機
構

に
お

け
る

カ
ー

ボ
ン

フ
リ

ー
水

素
製

造
技

術
の

研

究
開

発
（

IS
法

）
は

、「
グ

リ
ー

ン
成

長
戦

略
」
に

沿
っ

た
計

画

に
す

る
と

と
も

に
、

次
期

中
長

期
計

画
で

実
施

予
定

の
「

超
高

温
を

利
用

し
た

水
素

大
量

製
造

技
術

実
証

事
業

」（
資

源
エ

ネ
ル

ギ
ー

庁
）
に

お
い

て
計

画
さ

れ
る

IS
法

を
含

め
た

種
々

の
カ

ー

ボ
ン

フ
リ

ー
水

素
の

FS
の

成
果

を
反

映
し

て
、

IS
プ

ロ
セ

ス

の
実

用
化

に
向

け
た

技
術

コ
ン

セ
プ

ト
（

ス
ケ

ー
ル

ア
ッ

プ
、

効
率

、
コ

ス
ト

目
標

等
）

の
具

体
化

を
計

っ
て

い
き

ま
す

。
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③
 
現

在
の

目
標

記
載

は
「

高
温

ガ
ス

炉
に

関
す

る
知

識
を

習
得

さ

せ
る

」
の

み
で

あ
る

。
知

識
を

習
得

さ
せ

た
結

果
ど

う
す

る
の

か
、

何
の

た
め

に
知

識
を

習
得

さ
せ

る
の

か
人

材
育

成
の

目
的

を
明

確
に

し
、

そ
の

目
標

達
成

の
た

め
の

活
動

と
さ

れ
た

い
。

 
④

 
日

本
の

税
金

で
海

外
の

人
材

育
成

を
す

る
場

合
の

メ
リ

ッ
ト

を

出
し

て
ほ

し
い

。
 

⑤
 
高

温
ガ

ス
炉

と
こ

れ
に

よ
る

熱
利

用
利

術
の

研
究

開
発

の
評

価

軸
、
つ

ま
り
「

高
温

ガ
ス

炉
と

こ
れ

に
よ

る
熱

利
用

技
術

に
つ

い

て
の

成
果

が
、

海
外

の
技

術
開

発
状

況
に

照
ら

し
十

分
意

義
の

あ
る

も
の

か
、

さ
ら

に
将

来
の

実
用

化
の

可
能

性
等

の
判

断
に

資
す

る
も

の
で

あ
る

か
」
の

う
ち

、
社

会
学

系
委

員
の

評
価

軸
は

後
段

の
部

分
と

思
う

が
、
今

回
の

評
価

資
料

に
は

、
将

来
の

実
用

化
シ

ナ
リ

オ
が

描
か

れ
て

い
な

い
。

そ
の

シ
ナ

リ
オ

な
し

に
個

別
の

開
発

項
目

を
評

価
し

て
も

意
味

が
な

い
。

評
価

軸
と

評
価

内
容

が
ず

れ
る

か
ら

で
あ

る
。
中

期
計

画
策

定
に

む
け

、
ま

ず
は

現
時

点
で

考
え

ら
れ

る
将

来
シ

ナ
リ

オ
を

提
示

し
た

う
え

で
、

産
業

界
と

の
連

携
、
人

材
育

成
、
国

際
連

携
な

ど
の

項
目

の
目

標

を
立

て
る

べ
き

で
あ

る
。

ま
た

、「
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

創
出

・
社

会
実

装
」

は
高

温
ガ

ス
炉

と
熱

利
用

技
術

開
発

の
結

果
で

あ
っ

て
個

別
の

評
価

項
目

と
す

る
べ

き
で

な
い

と
考

え
る

。
 

⑥
 

H
TT

R
を

活
用

し
た

人
材

育
成

と
し

て
、

よ
り

幅
広

い
分

野
の

研
究

者
や

学
生

を
受

け
入

れ
、

高
温

ガ
ス

炉
の

可
能

性
に

つ
い

て
範

囲
を

限
定

せ
ず

に
探

っ
て

い
た

だ
き

た
い

と
思

い
ま

す
。

受
け

入
れ

の
み

で
な

く
、

H
TT

R
職

員
が

外
に

出
て

様
々

な
経

的
で

す
。
原

子
力

機
構

で
は

、
博

士
研

究
員

及
び

夏
期

休
暇

実
習

生
と

し
て

受
け

入
れ

た
者

の
う

ち
、
9
名

を
職

員
と

し
て

採
用

し

ま
し

た
。
海

外
に

お
い

て
は

、
人

材
育

成
を

通
じ

て
当

該
国

に
お

け
る

日
本

の
技

術
を

採
用

さ
せ

る
こ

と
が

目
的

で
す

。
そ

の
た

め
、
ポ

ー
ラ

ン
ド

で
の

セ
ミ

ナ
ー

を
開

催
し

て
い

ま
す

。
ま

た
、

原
子

力
機

構
職

員
が

経
験

、
知

見
及

び
外

部
機

関
と

の
人

的
つ

な
が

り
を

得
ら

れ
る

よ
う

に
学

会
、

講
演

等
へ

の
参

加
を

継
続

し
て

い
ま

す
。

さ
ら

に
、

原
子

力
機

構
が

主
催

す
る

成
果

報
告

会
、
技

術
セ

ミ
ナ

ー
な

ど
で

も
、
高

温
ガ

ス
炉

に
つ

い
て

広
く

理

解
が

得
ら

れ
る

よ
う

な
発

表
を

行
い

ま
し

た
。

 
⑤

 
高

温
ガ

ス
炉

の
実

用
化

に
向

け
て

は
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
基

本
計

画

及
び

グ
リ

ー
ン

成
長

戦
略

等
、

国
の

方
針

に
基

づ
き

、
研

究
開

発
を

進
め

ま
す

。
国

の
方

針
に

基
づ

き
、

原
子

力
機

構
が

考
え

る
高

温
ガ

ス
炉

の
実

用
化

に
向

け
た

シ
ナ

リ
オ

及
び

高
温

ガ
ス

炉
水

素
製

造
シ

ス
テ

ム
の

導
入

方
策

を
示

し
ま

し
た

（
資

料
4

参
照

）
。
中

長
期

計
画

案
は

、
本

シ
ナ

リ
オ

を
基

に
作

成
し

て
い

ま
す

。
ま

た
、「

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

出
」
に

対
す

る
我

々
の

考

え
方

を
整

理
し

ま
し

た
。

 
⑧

 
原

子
力

機
構

で
は

研
究

連
携

成
果

展
開

部
が

策
定

し
た

知
的

財

産
ポ

リ
シ

ー
に

基
づ

い
て

管
理

、
確

認
を

行
い

、
ノ

ウ
ハ

ウ
が

漏
れ

な
い

よ
う

継
続

し
て

研
究

開
発

を
進

め
て

い
ま

す
。

知
財

の
利

活
用

に
当

た
っ

て
は

、
外

部
の

人
材

を
活

用
す

る
等

、
外

部
の

意
見

を
取

り
入

れ
た

取
組

を
進

め
て

い
ま

す
。
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験
や

知
見

や
人

的
つ

な
が

り
を

得
ら

れ
る

よ
う

に
、

原
子

力
機

構
組

織
と

し
て

適
切

に
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

を
発

揮
し

て
い

た
だ

け
る

こ
と

で
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

創
出

に
つ

な
が

る
こ

と
を

期
待

し
ま

す
。

 
⑦

 
国

内
外

に
お

け
る

高
温

ガ
ス

炉
サ

ポ
ー

タ
ー

獲
得

に
向

け
、

セ

ミ
ナ

ー
や

ガ
ス

炉
イ

ベ
ン

ト
な

ど
、

積
極

的
な

ガ
ス

炉
 P

R 
と

人
材

受
け

入
れ

の
展

開
に

努
め

る
、

と
い

う
目

標
を

立
て

て
お

ら
れ

た
よ

う
に

拝
見

し
ま

し
た

の
で

コ
ロ

ナ
禍

で
も

行
え

る
情

報
発

信
や

オ
ン

ラ
イ

ン
イ

ベ
ン

ト
な

ど
の

企
画

を
楽

し
み

に
し

て
い

ま
す

。
 

⑧
 
国

内
、
海

外
と

の
交

流
を

介
し

た
技

術
の

流
出

の
な

い
よ

う
に

、

新
し

い
技

術
の

特
許

化
、
秘

密
保

持
契

約
や

覚
書

の
締

結
な

ど
、

知
的

財
産

の
保

護
を

確
実

に
行

う
こ

と
。

 
⑨

 
研

究
者

・
技

術
者

の
受

け
入

れ
数

は
目

標
を

上
回

っ
て

い
る

が
、

育
成

の
結

果
、

ど
の

程
度

の
育

成
が

達
成

で
き

た
か

が
わ

か
る

よ
う

な
、
新

た
な

指
標

等
を

検
討

し
、
育

成
内

容
の

チ
ェ

ッ
ク

が

で
き

る
よ

う
に

な
る

と
良

い
。

 
  

産
業

界
と

の
連

携
 

①
 
委

員
会

で
も

指
摘

さ
れ

て
い

た
通

り
、

国
際

協
力

が
日

本
の

高

温
ガ

ス
炉

開
発

に
ど

ん
な

ご
利

益
を

与
え

る
の

か
を

意
識

し
て

取
り

組
ま

れ
た

い
。

 
②

 
米

国
な

ど
で

は
ビ

ジ
ネ

ス
モ

デ
ル

の
策

定
経

験
を

有
す

る
原

子

力
発

電
事

業
者

が
高

温
ガ

ス
炉

の
開

発
に

参
画

し
て

い
る

。
わ

①
 
「

日
本

の
高

温
ガ

ス
炉

技
術

を
海

外
炉

で
採

用
さ

せ
る

こ
と

に

よ
り

、
日

本
の

技
術

の
国

際
標

準
化

を
図

る
と

共
に

、
海

外
で

日

本
の

高
温

ガ
ス

炉
技

術
を

実
証

す
る

こ
と

に
よ

り
、

将
来

の
国

内
炉

に
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

す
る

。
」

こ
と

を
意

識
し

て
、

取
り

組

ん
で

い
ま

す
。

 

 

 
 

③
 
現

在
の

目
標

記
載

は
「

高
温

ガ
ス

炉
に

関
す

る
知

識
を

習
得

さ

せ
る

」
の

み
で

あ
る

。
知

識
を

習
得

さ
せ

た
結

果
ど

う
す

る
の

か
、

何
の

た
め

に
知

識
を

習
得

さ
せ

る
の

か
人

材
育

成
の

目
的

を
明

確
に

し
、

そ
の

目
標

達
成

の
た

め
の

活
動

と
さ

れ
た

い
。

 
④

 
日

本
の

税
金

で
海

外
の

人
材

育
成

を
す

る
場

合
の

メ
リ

ッ
ト

を

出
し

て
ほ

し
い

。
 

⑤
 
高

温
ガ

ス
炉

と
こ

れ
に

よ
る

熱
利

用
利

術
の

研
究

開
発

の
評

価

軸
、
つ

ま
り
「

高
温

ガ
ス

炉
と

こ
れ

に
よ

る
熱

利
用

技
術

に
つ

い

て
の

成
果

が
、

海
外

の
技

術
開

発
状

況
に

照
ら

し
十

分
意

義
の

あ
る

も
の

か
、

さ
ら

に
将

来
の

実
用

化
の

可
能

性
等

の
判

断
に

資
す

る
も

の
で

あ
る

か
」
の

う
ち

、
社

会
学

系
委

員
の

評
価

軸
は

後
段

の
部

分
と

思
う

が
、
今

回
の

評
価

資
料

に
は

、
将

来
の

実
用

化
シ

ナ
リ

オ
が

描
か

れ
て

い
な

い
。

そ
の

シ
ナ

リ
オ

な
し

に
個

別
の

開
発

項
目

を
評

価
し

て
も

意
味

が
な

い
。

評
価

軸
と

評
価

内
容

が
ず

れ
る

か
ら

で
あ

る
。
中

期
計

画
策

定
に

む
け

、
ま

ず
は

現
時

点
で

考
え

ら
れ

る
将

来
シ

ナ
リ

オ
を

提
示

し
た

う
え

で
、

産
業

界
と

の
連

携
、
人

材
育

成
、
国

際
連

携
な

ど
の

項
目

の
目

標

を
立

て
る

べ
き

で
あ

る
。

ま
た

、「
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

創
出

・
社

会
実

装
」

は
高

温
ガ

ス
炉

と
熱

利
用

技
術

開
発

の
結

果
で

あ
っ

て
個

別
の

評
価

項
目

と
す

る
べ

き
で

な
い

と
考

え
る

。
 

⑥
 

H
TT

R
を

活
用

し
た

人
材

育
成

と
し

て
、

よ
り

幅
広

い
分

野
の

研
究

者
や

学
生

を
受

け
入

れ
、

高
温

ガ
ス

炉
の

可
能

性
に

つ
い

て
範

囲
を

限
定

せ
ず

に
探

っ
て

い
た

だ
き

た
い

と
思

い
ま

す
。

受
け

入
れ

の
み

で
な

く
、

H
TT

R
職

員
が

外
に

出
て

様
々

な
経

的
で

す
。
原

子
力

機
構

で
は

、
博

士
研

究
員

及
び

夏
期

休
暇

実
習

生
と

し
て

受
け

入
れ

た
者

の
う

ち
、
9
名

を
職

員
と

し
て

採
用

し

ま
し

た
。
海

外
に

お
い

て
は

、
人

材
育

成
を

通
じ

て
当

該
国

に
お

け
る

日
本

の
技

術
を

採
用

さ
せ

る
こ

と
が

目
的

で
す

。
そ

の
た

め
、
ポ

ー
ラ

ン
ド

で
の

セ
ミ

ナ
ー

を
開

催
し

て
い

ま
す

。
ま

た
、

原
子

力
機

構
職

員
が

経
験

、
知

見
及

び
外

部
機

関
と

の
人

的
つ

な
が

り
を

得
ら

れ
る

よ
う

に
学

会
、

講
演

等
へ

の
参

加
を

継
続

し
て

い
ま

す
。

さ
ら

に
、

原
子

力
機

構
が

主
催

す
る

成
果

報
告

会
、
技

術
セ

ミ
ナ

ー
な

ど
で

も
、
高

温
ガ

ス
炉

に
つ

い
て

広
く

理

解
が

得
ら

れ
る

よ
う

な
発

表
を

行
い

ま
し

た
。

 
⑤

 
高

温
ガ

ス
炉

の
実

用
化

に
向

け
て

は
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
基

本
計

画

及
び

グ
リ

ー
ン

成
長

戦
略

等
、

国
の

方
針

に
基

づ
き

、
研

究
開

発
を

進
め

ま
す

。
国

の
方

針
に

基
づ

き
、

原
子

力
機

構
が

考
え

る
高

温
ガ

ス
炉

の
実

用
化

に
向

け
た

シ
ナ

リ
オ

及
び

高
温

ガ
ス

炉
水

素
製

造
シ

ス
テ

ム
の

導
入

方
策

を
示

し
ま

し
た

（
資

料
4

参
照

）
。
中

長
期

計
画

案
は

、
本

シ
ナ

リ
オ

を
基

に
作

成
し

て
い

ま
す

。
ま

た
、「

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

出
」
に

対
す

る
我

々
の

考

え
方

を
整

理
し

ま
し

た
。

 
⑧

 
原

子
力

機
構

で
は

研
究

連
携

成
果

展
開

部
が

策
定

し
た

知
的

財

産
ポ

リ
シ

ー
に

基
づ

い
て

管
理

、
確

認
を

行
い

、
ノ

ウ
ハ

ウ
が

漏
れ

な
い

よ
う

継
続

し
て

研
究

開
発

を
進

め
て

い
ま

す
。

知
財

の
利

活
用

に
当

た
っ

て
は

、
外

部
の

人
材

を
活

用
す

る
等

、
外

部
の

意
見

を
取

り
入

れ
た

取
組

を
進

め
て

い
ま

す
。
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が
国

で
も

、
よ

う
や

く
、
電

力
事

業
者

と
の

連
携

の
気

運
が

醸
成

さ
れ

て
き

た
感

が
あ

り
、

連
携

を
強

化
に

向
け

た
活

動
を

推
進

し
て

ほ
し

い
。

 
③

 
他

分
野

と
の

連
携

に
向

け
、
製

造
コ

ス
ト

だ
け

で
な

く
、
運

搬
や

後
工

程
で

の
活

用
ま

で
の

サ
プ

ラ
イ

チ
ェ

ー
ン

を
考

慮
し

た
実

用
化

構
想

の
検

討
が

必
要

と
思

わ
れ

る
。

 

②
 
令

和
3

年
度

は
電

力
会

社
と

の
共

同
研

究
を

開
始

し
ま

し
た

。

ま
た

、
電

気
事

業
連

合
会

か
ら

の
要

請
に

よ
り

電
気

事
業

連
合

会
の

主
催

す
る

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
に

お
い

て
高

温
ガ

ス
炉

シ
ス

テ
ム

の
説

明
を

行
い

ま
し

た
。
今

後
も

、
電

力
業

界
と

の
協

議
を

継
続

し
て

参
り

ま
す

。
 

③
 
水

素
サ

プ
ラ

イ
チ

ェ
ー

ン
の

観
点

か
ら

、
産

業
界

、
ユ

ー
ザ

ー
と

の
対

話
は

重
要

と
考

え
ま

す
。

令
和

3
年

度
は

先
方

の
要

請
に

よ
り

、
エ

ネ
ル

ギ
ー

企
業

と
情

報
交

換
を

開
始

し
ま

し
た

。
実

用

化
構

想
に

つ
な

げ
る

べ
く

、
今

後
も

情
報

交
換

の
可

能
性

を
検

討
し

ま
す

。
 

 
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

の
創

出
 

社
会

実
装

 

①
 

IA
EA

、
G

IF
、

O
EC

D
/N

EA
 L

O
FC

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
の

連

携
を

通
じ

て
、

日
本

固
有

の
技

術
に

海
外

技
術

を
取

り
入

れ
ら

れ
る

こ
と

が
見

込
め

る
よ

う
で

す
。

経
済

性
や

競
争

性
に

つ
い

て
な

ど
は

、
原

子
力

工
学

研
究

技
術

者
の

み
で

な
く

人
文
・
社

会

学
系

の
専

門
家

と
の

連
携

も
検

討
し

て
い

た
だ

く
と

良
い

と
思

い
ま

す
。

 
②

 
H

TT
R

研
究

開
発

の
現

場
に

は
す

で
に

人
文

・
社

会
学

系
研

究

者
も

す
で

に
参

画
し

て
い

る
の

で
し

ょ
う

か
。

今
後

は
社

会
実

装
に

向
け

て
人

文
社

会
技

術
（

人
口

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

需
要

予
測

、

法
・
規

制
・
制

度
、
社

会
受

容
、
事

故
時

の
医

療
圏

医
療

対
応

計

画
な

ど
）

の
専

門
職

と
の

連
携

が
重

要
と

な
っ

て
く

る
フ

ェ
ー

ズ
と

思
い

ま
す

。
 

①
②

 新
型

炉
部

門
の

中
に

、
人

口
・
エ

ネ
ル

ギ
ー

需
要

予
測

、
法
・
規

制
・
制

度
、
社

会
受

容
等

の
分

析
を

行
っ

て
い

る
セ

ク
シ

ョ
ン

が

あ
り

、
高

温
ガ

ス
炉

の
社

会
実

装
に

向
け

て
、
人

文
社

会
科

学
系

の
専

門
家

と
も

話
を

進
め

て
い

ま
す

。
ま

た
、
経

済
性

及
び

競
争

性
に

関
し

て
は

、
メ

ー
カ

及
び

ユ
ー

ザ
ー

と
協

議
し

な
が

ら
検

討
を

進
め

て
い

き
ま

す
。
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付録 3 
第 3 期中長期計画の見込評価（令和 2 年度）の評価結果と原子力機構の措置 

高温ガス炉技術研究開発 
提言 措置 

停止期間が長かったため、本中長期計画の最

終年度の再稼働時に、思わぬ事態が発生しな

いように注意して戴きたい。 

部内に TF を設置し、長期停止の影響の検討、

運転再開の障害となり得る事項の抽出を行

うとともに、コールド試験を通して機器の健

全性を確認しました。また、運転中に確認す

べき事項を抽出し、過去の運転データと比較

し長期運転停止による影響がないことを段

階的に確認するなど、安全確保に向けた取組

みを行いました。 
高燃焼度化・高出力密度化のための燃料要素

開発が、経済性を高めることに貢献できるこ

とを確認して戴きたい。 

高燃焼度燃料の導入による燃焼期間の長期

化及び使用済燃料発生量の削減、高出力密度

燃料の導入による原子炉出力の向上が可能

となりコスト削減が期待できます。原子力機

構は概念設計を行った実用高温ガス炉

GTHTR300 システムについて、高燃焼度化・

高出力密度化燃料を採用したコスト評価を

既に行っており、経済性向上に貢献できるこ

とを確認済みです。 
HTTR-熱利用試験施設のシステム設計、安全

設計は、この研究開発の中心課題と考えら

れ、知財管理に注意しつつ、成果のアピール

を行ってもらいたい。 

知見・情報の知財化の検討を進めるととも

に、成果の発表に際してはノウハウが漏れな

いように努めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

が
国

で
も

、
よ

う
や

く
、
電

力
事

業
者

と
の

連
携

の
気

運
が

醸
成

さ
れ

て
き

た
感

が
あ

り
、

連
携

を
強

化
に

向
け

た
活

動
を

推
進

し
て

ほ
し

い
。

 
③

 
他

分
野

と
の

連
携

に
向

け
、
製

造
コ

ス
ト

だ
け

で
な

く
、
運

搬
や

後
工

程
で

の
活

用
ま

で
の

サ
プ

ラ
イ

チ
ェ

ー
ン

を
考

慮
し

た
実

用
化

構
想

の
検

討
が

必
要

と
思

わ
れ

る
。

 

②
 
令

和
3

年
度

は
電

力
会

社
と

の
共

同
研

究
を

開
始

し
ま

し
た

。

ま
た

、
電

気
事

業
連

合
会

か
ら

の
要

請
に

よ
り

電
気

事
業

連
合

会
の

主
催

す
る

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
に

お
い

て
高

温
ガ

ス
炉

シ
ス

テ
ム

の
説

明
を

行
い

ま
し

た
。
今

後
も

、
電

力
業

界
と

の
協

議
を

継
続

し
て

参
り

ま
す

。
 

③
 
水

素
サ

プ
ラ

イ
チ

ェ
ー

ン
の

観
点

か
ら

、
産

業
界

、
ユ

ー
ザ

ー
と

の
対

話
は

重
要

と
考

え
ま

す
。

令
和

3
年

度
は

先
方

の
要

請
に

よ
り

、
エ

ネ
ル

ギ
ー

企
業

と
情

報
交

換
を

開
始

し
ま

し
た

。
実

用

化
構

想
に

つ
な

げ
る

べ
く

、
今

後
も

情
報

交
換

の
可

能
性

を
検

討
し

ま
す

。
 

 
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

の
創

出
 

社
会

実
装

 

①
 

IA
EA

、
G

IF
、

O
EC

D
/N

EA
 L

O
FC

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
の

連

携
を

通
じ

て
、

日
本

固
有

の
技

術
に

海
外

技
術

を
取

り
入

れ
ら

れ
る

こ
と

が
見

込
め

る
よ

う
で

す
。

経
済

性
や

競
争

性
に

つ
い

て
な

ど
は

、
原

子
力

工
学

研
究

技
術

者
の

み
で

な
く

人
文
・
社

会

学
系

の
専

門
家

と
の

連
携

も
検

討
し

て
い

た
だ

く
と

良
い

と
思

い
ま

す
。

 
②

 
H

TT
R

研
究

開
発

の
現

場
に

は
す

で
に

人
文

・
社

会
学

系
研

究

者
も

す
で

に
参

画
し

て
い

る
の

で
し

ょ
う

か
。

今
後

は
社

会
実

装
に

向
け

て
人

文
社

会
技

術
（

人
口

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

需
要

予
測

、

法
・
規

制
・
制

度
、
社

会
受

容
、
事

故
時

の
医

療
圏

医
療

対
応

計

画
な

ど
）

の
専

門
職

と
の

連
携

が
重

要
と

な
っ

て
く

る
フ

ェ
ー

ズ
と

思
い

ま
す

。
 

①
②

 新
型

炉
部

門
の

中
に

、
人

口
・
エ

ネ
ル

ギ
ー

需
要

予
測

、
法
・
規

制
・
制

度
、
社

会
受

容
等

の
分

析
を

行
っ

て
い

る
セ

ク
シ

ョ
ン

が

あ
り

、
高

温
ガ

ス
炉

の
社

会
実

装
に

向
け

て
、
人

文
社

会
科

学
系

の
専

門
家

と
も

話
を

進
め

て
い

ま
す

。
ま

た
、
経

済
性

及
び

競
争

性
に

関
し

て
は

、
メ

ー
カ

及
び

ユ
ー

ザ
ー

と
協

議
し

な
が

ら
検

討
を

進
め

て
い

き
ま

す
。
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熱利用技術研究開発 

提言 措置 
システムが平衡状態に達するまでだけでな

く、より長時間の運転実績を示すと、産業界

としてはより安心できたのではないかと思

う。 
 
多くの課題に対し着実に対応してきている

が尚、長期連続運転への課題は残っている。

より長時間の運転実績を示すため、長時間

の運転を阻害する技術課題の解決に取り組

んでいます。現在の課題である、配管閉塞

によりプラントを停止させる要因となる粉

体硫黄生成について、令和 3 年度中に対策

を完了する予定です。 
 
また、長時間運転に不可欠な運転制御（自

動組成制御技術）について令和 2 年度、令

和 3 年度と着実に開発を進めており、第 4
期中長期計画中に開発を完了させる予定で

す。 
 
配管閉塞抑制技術と自動組成制御技術と合

わせてさらなる長期連続の達成を目指しま

す。 
スケールアップやコスト目標達成に向けた

議論が途上にあると思われる。よりオープン

な議論が必要。 
 
水素の製造コスト、効率が不明。 
 

「超高温を利用した水素大量製造技術実証

事業」（資源エネルギー庁）において、IS 法

を含め種々のカーボンフリー水素の FS が実

施される計画であり、技術コンセプト（ス

ケールアップ、効率、コスト目標等）の確

認が、次期中長期計画中に行われる見込で

す。この資源エネルギー庁事業で議論され

た結果を反映して原子力機構の取り組みを

進めます。 
大容量化に向けては、膜や電極を用いた反応

過程がボトルネックとなる可能性があるの

で、対応策などを検討して戴きたい。 

膜反応器については、サイズ大型化のための

成膜技術開発を進めています。 
 
製作可能な膜の最大サイズを反映し、実用プ

ラントの水素製造量を実現できる膜反応器

の並列化設計により大容量化を検討します。

民間移転には運転制御法の確立と経済性の

実証が不可欠である。経済性については、ま

だ十分な目標が提示できているとは言えず、

当面は、経済性に大きな影響を与えそうな部

運転制御については、第 4 期中長期計画で

の自動組成制御技術の完成を目指します。

経済性に影響が大きい熱効率向上のための
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民間移転には運転制御法の確立と経済性の

実証が不可欠である。経済性については、ま

だ十分な目標が提示できているとは言えず、
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記述を検討しています。 
 

異常の早期発見対処のために膨大な監視デ

ータを分析できるインフォマティクスを担

う人材育成は進んでいるのでしょうか。 

異常の早期発見につながる膨大なデータ処

理の必要性は、原子力機構としても認識して

いるところです。講習会への参加等による人

材育成の検討を行って参ります。 
自由市場において経済性が十分に自立する

見通しについて、例えば初期投資コスト、建

設工期の短縮、ランニングコスト、など電気

事業者および金融業界などの視点はいかが

でしょうか。 

経済性に関しては、電力事業者と議論を開始

したところです。今後も電気事業者と協議を

進めて行く予定です。また、IS 法の経済性に

ついては原子力機構で概算を進めています。

これとあわせ、次期中長期計画中で実施予定

の「超高温を利用した水素大量製造技術実証

事業」（資源エネルギー庁）において計画され

る IS 法を含めた種々のカーボンフリー水素

の FS の成果を活用して、カーボンフリー水

素製造法全般についての評価を行います。 
令和 3 年度は次期中期計画の策定時期でもあ

るので、実用高温ガス炉と水素技術の社会実

装ならびにそこからのイノベーションをど

のように実現するのかについて中長期のシ

ナリオを描き、それを外部識者も交えて議論

し、実効性と実現性のある工程表を書くべき

と考える。それに基づいて評価指標を作成す

るのが望ましい。 

高温ガス炉の実用化に向けては、エネルギー

基本計画及びグリーン成長戦略等、国の方針

に基づき、研究開発を進めます。国の方針に

基づき、原子力機構が考える高温ガス炉の実

用化に向けたシナリオ及び高温ガス炉水素

製造システムの導入方策を示しました。中長

期計画案は、本シナリオを基に作成していま

す。中長期計画案は、本シナリオを基に作成

しています。 
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第３期中長期計画と実績

※平成27年度～令和3年度の7年間の成果
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技術系の委員の方にお願いしたい評価内容
（p12～p25）

研究開発成果の詳細説明

高温ガス炉技術の研究開発 (p12～p22)

熱利用技術の研究開発 (p23～p25)

産学連携、国際連携に向けた取組 (p26～p29）

※平成27年度～令和3年度の7年間の実績
点線枠囲内は令和3年度の成果
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社会的貢献の評価の詳細説明
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※平成27年度～令和3年度の7年間の成果
点線枠囲内は令和3年度の成果

JAEA-Evaluation 2022-006

- 132 -



 

 

 
 

 
 

 

 

 
 

 
 

技術系の委員と人文社会系の委員の方に
お願いしたい評価内容

（p34～p40）

社会的貢献の評価の詳細説明
(p34～p40)

※平成27年度～令和3年度の7年間の成果
点線枠囲内は令和3年度の成果

JAEA-Evaluation 2022-006

- 133 -



 

 

 
 

 
 

JAEA-Evaluation 2022-006

- 134 -



 

 

 
 

 
 

 

 

 
 

 
 

JAEA-Evaluation 2022-006

- 135 -



 

 

 
 

 
 

HTTR-熱利用試験施設の建設段階
へ進むに当たっての判断
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技術系の委員の方にお願いしたい評価内容
（p6～p19）

高温ガス炉技術の研究開発
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技術系の委員と人文社会系の委員の方に
お願いしたい評価内容

（p22～p23）

社会的貢献の取組
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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